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b. 土地の調査状況および関係各機関への交渉状況と成果 

 

(1) 発震施設予定地 

鹿児島県霧島市隼人町周辺 

(2) 試験観測予定地 

   鹿児島県姶良市蒲生町 住吉池  

 

ここでは図 1.2-2-60 に示された連続反射法探査の想定領域のうち発振点候補地と試験

観測予定地に対して既存の地質情報等を収集し b-1～b-5 項で整理する。また、b-6 項では

試験観測に係わる諸機関の調査について記述し、b-7 項では試験観測予定地である住吉池

において行った予備調査について報告する。整理の結果を踏まえて発振点候補地と発振実

験候補地を絞り込むと共に予備調査を行った結果について述べる。 

 

 

図 1.2-2-60 連続反射法発振点候補地と実験発振点。A は発振点候補地（霧島市隼人町

周辺）を、Bは発振実験候補地（姶良市蒲生町住吉池）を示す。地理院地図に加筆した。 

 

b-1 発震予定地周辺の地質情報整理 

地質情報の整理においては、b-2 項でまず広域テクトニクスとして九州南部地域の構造

発達史と火山噴火史を整理し、b-3 項では既往文献に基づき予定地周辺のよりローカルな

地質情報について詳細にまとめた。b-4 項は、こうした当該地域の表層地質の影響に伴う
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弾性波の減衰に関して、N 値と減衰特性の関係についてまとめた。b-5 項では、隼人町周

辺で実際にガンピットを掘削する際の作業に関して、掘削底面の破壊現象や地下水の影響

等について整理した。 

 

b-2 九州南部地域及び姶良カルデラ周辺の地形・地質的背景 

姶良カルデラが位置する九州南部地域は、後期白亜紀～新第三紀初期に形成された四万

十帯の付加コンプレックスからなる基盤と、それらを不整合に覆う浅海成～陸成の被覆層

から構成されている。こうした堆積物層に加え、巨大なカルデラを伴う火山活動によるマ

グマの貫入や火山噴出物が広域にわたり分布している。本地域には、フィリピン海プレー

トの沈み込みに伴い北東―南西方向に延びる火山フロントが発達しており、この火山フロ

ントに沿うように幅 20～30km、長さ約 150km におよぶ鹿児島リフトが形成されている（内

村ほか、2014；図 1.2-2-61）。鹿児島リフト内には、小林カルデラ、加久藤カルデラ、姶

良カルデラ、阿多カルデラ、鬼界カルデラ、霧島火山群、若尊カルデラ、桜島、池田カル

デラなどが列をなしている（内村ほか、2014）。鹿児島リフトのリフティング開始は 3Ma

頃とされ、現在の鹿児島湾から南西へと続く沈降域が形成された（早坂、1987）。 
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図 1.2-2-61 九州南部地域の地質構造（内村ほか、2014） 

 

鹿児島湾は上述のような火山性地溝に海水が浸入して形成されたものであり（露木、

1969）、3Ma 頃からの玄武岩から流紋岩までの多様なマグマが噴出する火山活動を伴いなが

ら現在に至る（Kaneoka et al.,1984；周藤ほか、2000；小林、2014）。姶良カルデラは鹿

児島湾北部に存在し、直径 20km の規模をもち、29ka に生じた 後のカルデラ噴火では南

九州一帯に広大な火砕流台地を形成した（図 1.2-2-62）。カルデラ地形の東西両側の輪郭

は、鹿児島地溝の断層に規制された崖～急傾斜地となる。姶良カルデラの南縁には後カル

デラ火山である桜島火山が存在し、カルデラ北東部には若尊カルデラと呼ばれる水深 200m

の窪地が認められている。 
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図 1.2-2-62 姶良カルデラ周辺の地形。 

（https://www1.kaiho.mlit.go.jp/GIJUTSUKOKUSAI/kaiikiDB/kaiyo28-2.htm）。 

 

姶良カルデラ周辺の構造発達史ならびに火山噴火史に関して、既存研究結果に基づき以

下にまとめる。 

【1～0.1Ma】 

1Ma 頃、 初の陥没が生じ鹿児島湾北部への海の浸入が開始し、国分層群で代表される

汽水～浅海域が鹿児島湾湾奥に出現した（内村ほか、2014）。0.8Ma 頃、姶良カルデラ火山

を含む鹿児島地溝（露木、1969）の噴火活動は活発化した（宇都ほか、1997）。0.6Ma 頃、

海岸に下門火砕流が流入し堆積した（内村ほか、2014）。0.5Ma 頃、安山岩や玄武岩の溶岩

が噴出し、小林火砕流が国分層群の上に堆積した（佐藤ほか、2000）。0.5～0.4Ma 頃、内

湾～浅海堆積物である花倉層や小田山層が堆積した。0.5～0.1Ma 頃、姶良カルデラ起源で

はない、樋脇（下門）・小林・加久藤・鳥浜・阿多火砕流堆積物が噴出した（長岡ほか、

2001）。 

【0.1Ma～29ka】 

0.1Ma～29ka 頃においては、日木山降下スコリア（103～95ka）、金剛寺火砕サージ堆積

物（95～86ka）、福山降下軽石堆積物（95～86ka）、敷根安山岩（95～60ka）、岩戸テフラ

（60ka）、大塚降下軽石堆積物（32.5ka）、深港テフラ堆積物（31ka）、毛梨野テフラ

（30ka）のように爆発的噴火が生じている（荒牧、1969；長岡ほか、2001）。とくに 29ka

の姶良火砕噴火直近の 3000 年間では、主に流紋岩質マグマの噴出頻度が 1000 年に一度の
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割合に急増しており、カルデラ深部において珪長質マグマが着実に蓄積されてきたことが

示唆される（荒牧、1969；長岡ほか、2001）。長岡ほか（2001）は、これらの 0.1Ma の阿

多火砕流堆積物から 29ka の姶良 Tn テフラとの対比から、テフラ層序を確立している（図

1.2-2-63）。 

 

 

 
図 1.2-2-63 姶良カルデラと周囲の火山の噴火史（長岡ほか、2001）。 
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【29ka～現在】 

29ka 頃に生じた姶良火砕噴火により、姶良カルデラの現在の地形の大部分が形成された

（長岡ほか、2001）。その後の 26Ka 頃に現在の桜島の位置でプリニー式噴火（大隅降下軽

石）が生じ、次いで妻屋火砕流、 後に亀割坂角礫を含む入戸火砕流を噴出した（荒牧、

1969）。姶良カルデラ北東部で 7km×5km の規模をもつ若尊カルデラは、姶良カルデラと諸

物性は同様と考えられ、その形成時の噴出物は新島火砕流堆積物であり、形成年代は 11ka

～5.3ka と推定されている（海上保安庁、2018）。桜島火山は現在も噴火を続ける活火山で

あり、P1～P17 と呼ばれるプリニー式噴火による 17 ユニットの安山岩質降下軽石主体のテ

フラを約 1300 年間隔で間欠的に噴出している（小林ほか、2013；図 1.2-2-64）。 

 

 
 

図 1.2-2-64 桜島火山のテフラ層序と年代・噴出量（小林ほか、2013） 
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b-3 予定地周辺の地質 

発振予定地を含む鹿児島湾北部沿岸地域の第四系層序は、大塚・西井上（1980）により

以下のように整理されている（表 1.2-2-5）。本地域は、基盤岩として中新世の火山岩類

（竹山安山岩・西浦安山岩・黒瀬安山岩・牟田山安山岩・白男流紋岩）や更新世前期の永

野層及び安山岩類（沢馬場安山岩・木津志安山岩・北野安山岩・上嶽安山岩・麓安山岩）

が分布する。これらの上位に更新世前期の国分層群が広域にわたり分布している。国分層

群は、加治木層・鍋倉火砕流堆積物・蒲生層・小田火砕流堆積物・隼人層及び新規安山岩

類から構成される。これらの層を不整合に覆い、更新世後期の火砕流堆積物（地久里火砕

流堆積物・蒲生火砕流堆積物・妻屋火砕流堆積物・入戸火砕流堆積物）が広く分布する。

火砕流堆積物には、薄く局所的に堆積層（五反田層・大隅降下軽石堆積物・亀割坂角礫

層）が挟在する。蒲生町東部から姶良町西部にかけては、米丸マールおよび住吉池マール

からの噴出物である完新世の蒲生火山砕屑岩類が分布し、河川沿いにかけては沖積層が広

く分布している。 

 

表 1.2-2-5 鹿児島湾北部沿岸地域の層序表（大塚・西井上、1980） 
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図 1.2-2-65 隼人町周辺の地形分類図（国土交通省国土情報課、1972；森脇ほか、1986）。

（国土交通省国土情報課、1972）による 5 万分の 1 土地分類図「加治木」及び「国分」と森脇

ほか（1986）による地形分類図にそれぞれ加筆。 

 

国土交通省国土情報課（1972a,b）は、5 万分の 1 土地分類基本調査（地形分類図）として

「加治木」および「国分」をまとめており、森脇ほか（1986）は鹿児島湾北岸地域に分布する

完新世海成段丘を新たに高位から隼人面、姶良Ⅰ面及び姶良Ⅱ面の 3 面に区分した（図 1.2-2-

65、1.2-2-66）。これらの完新世海成段丘は、姶良カルデラの火山活動に伴うドーム状の隆起に

よって形成されたとされている（森脇ほか、2002；森脇ほか、2015）。国分平野の完新世段丘は

こうした変動により西端の標高 15m から東へ高度を減じ、東側では 5m 以下となる傾動隆起の地

形を成している。完新世海成段丘を南北に通る天降川は、寛文 6 年（1666 年）に東側の氾濫原

を流れていた古天降川（当時大津川）を河道改修してつくられた人工河川となる（永迫ほか、

2012）。3 面に区分される完新世海成段丘のうち、 高位の隼人面は鹿児島湾北岸の各平野に共

通して広く分布しており、その面の標高は国分・隼人平野では西側で 15～17.5m、東側で 6m 程

度であり（森脇ほか、1986）、その形成時期は 7,300 cal BP～3,500 yrs BP と推定される（森

脇ほか、2002）。姶良Ⅰ面は、現在の海岸に沿ったところでは隼人面を切る波食台からなり、厚

さ約 2m のシルト砂層で基底に礫層を伴い、隼人面の離水年代と下位の姶良Ⅱ面の形成年代から

3,000 yrs BP～2,000 yrs BP に形成されたと推定される（森脇ほか、2002）。姶良Ⅱ面は、大

きな樹幹を含む礫質の河床堆積物と氾濫原堆積物や後背湿地堆積物などで構成されており、古

墳時代初期から形成され 1,000 yrs BP 頃には離水したと推定される（森脇ほか、2002）。 
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図 1.2-2-66 住吉池周辺の地形分類図（国土交通省国土情報課、1972；森脇ほか、1986）。（国

土交通省国土情報課、1972）による 5 万分の 1 土地分類図「加治木」及び「国分」と森脇ほか

（1986）による地形分類図にそれぞれ加筆。 

 

 
図 1.2-2-67 予定地周辺の既存試料（国土地理院タイルに加筆） 

 

以下に、隼人町周辺と住吉池周辺の 2 地点の地質情報に関して、それぞれの既往文献整理の

結果をまとめる。 

(1) 隼人町周辺 
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国土交通省国土情報課（1972c,d）による 5 万分の 1 土地分類基本調査（表層地質図）「加治

木」の一環として、鹿児島湾北岸～北西岸の地域で計 14 本のボーリング結果が示されており、

このうち隼人町においては 3 本のボーリングデータが報告されている。また、森脇ほか

（1986）は 7 点の露頭観察と 6 点の試錐試料に基づき地質断面を示し、国土交通省九州整備局

では「鹿児島 10 号新川橋地質調査業務」として新川橋付近でボーリング調査を実施している。

近では、森脇ほか（2015）が古天降川に沿って実施したボーリング結果から、古天降川河口

付近における 終氷期 大海面低下期の堆積物に関して考察している。これらの既存資試料に

基づき、発振予定地点周辺の地質情報を以下に整理する。また、各機関により実施されたボー

リングや地質断面の位置図を図 1.2-2-67 に示し、それらの結果を図 1.2-2-68～図 1.2-2-73 に

示す。 

 

 

 
図 1.2-2-68 ボーリング柱状図（国土交通省国土情報課、1972） 
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図 1.2-2-69 地質断面図（森脇ほか、1986 に加筆） 
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図 1.2-2-70 ボーリングコア柱状図①～④（国土交通省九州整備局に加筆） 

 

 
図 1.2-2-71 ボーリングコア柱状図⑤～⑦（国土交通省九州整備局に加筆） 
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図 1.2-2-72 ボーリング柱状図（国土交通省九州整備局による柱状図を編集）および N 値の深

度分布 
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図 1.2-2-73 国分平野で実施されたボーリング位置（a）および地形地質断面（b）（森脇ほ

か、2015）。 

 

国土交通省国土情報課（1972c）のボーリングコアの No.1 は、隼人町周辺において も海岸

線に近い位置で実施されている。その岩相は全体として細砂～中砂で深部は砂礫となり、軽
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石・貝殻・腐植物が混じる（図 2-2-68）。N 値は、深度 0～12m 付近で 0～10、深度 12～36m 付

近で 10～20、深度 38m 付近で砂礫層となり局所的に 48 まで上昇するが、その後深度 50m まで

は再び 20 程度に落ちる。深度 50m 以深から N値は 50 に近づく。より内陸側に位置する No.2 で

は、全体として細砂～中砂であり層厚 2～3m 程度のシルト層が挟まる。No.1 とは異なり、軽石

や貝殻などの混在は認められない。N 値の深度分布は No.1 と類似し、深度 40m 付近に高いピー

ク値をもつ。No.3 は、細砂～中砂とシルト混じりの細砂～中砂が交互に認められ、貝殻や軽石

が混在しているが、府植物の混在が認められるのは深度 8～10m 付近のみとなる。N値は深度

30m 付近まで 0～10 と軟弱で、深度 30m 以深から値が上昇する。 

森脇ほか（1986）は、隼人町周辺を横断する地質断面を 2本（A-A’断面、B-B’断面）とよ

り内陸側における断面（C-C’断面）を解釈している（図 1.2-2-69）。これらによれば、発振予

定地点の地下深度 40～50m 付近までは軟体動物化石を含む砂質堆積物が厚く堆積している。深

度 50m 以深には礫層の存在が認められる。 

国土交通省九州整備局によるボーリングコアに関しては、便宜上西側から順に①～⑦の番号

を与えた（図 1.2-2-70 及び図 1.2-2-71）。また、①～⑦の柱状図を模式的に改変するとともに

N 値の深度分布を編集した（図 1.2-2-72）。これらのコアは概して砂層もしくはシルト質砂層に

より構成され、礫質土層・軽石層・粘土質シルト層などが局所的に挟在している。N 値の深度

分布は、深度 0～10m 付近までは 0～10 と軟弱で、深度 10～35m 付近までは 10～30 の中位の固

さ、深度 35m 以深から良質な基盤となり、深度 45～50m 付近からは 50 を超える支持基盤である

と考えられる。①、②、③及び⑦においては、孔内水位が観測されており、それぞれ 2.8m、

3.7m、2.85m 及び 3.4m である。この値を単純に地下水位と考えた場合、地下水位はおよそ 3.2m

付近と考えられる。 

森脇ほか（2015）は、 終氷期 大海面低下時の海面位置や古環境試料を得るために 3 本の

ボーリングコア試料を採取し、既存コア試料を含め本地域の海面及び古環境の変化を考察した

（図 1.2-2-73）。 も海岸線に近い K1 コアは、天降川三角州の干潟で実施された。その岩相は

全体として軽石礫層を部分的に挟み、二次軽石礫を含む粗粒砂からなる砂質堆積物からなる。

深度 78m より下位には溶岩・溶結凝灰岩などの再励起から構成される礫層が認められ、これは

古天降川の河床礫に由来するものと推定される。K2 コアは、現在の汀線から 1km 内陸の古天降

川の氾濫原で実施された。その岩相は全体として泥質な堆積物が少なく、K1 コアに比べて変化

に富む。深度 3～19m は円磨された軽石を含む淘汰の良い暗灰色シルト質砂であり、深度 42～

50m では粗粒砂から細粒砂、細粒砂質シルト、シルトと変化する。深度 50～59m は粗粒砂及び

細礫から構成される。K4 コアは、天降川上流の小鹿野地区の氾濫原で実施された。その岩相は

深度 6～21.5m で砂とシルトからなる細粒堆積物、深度 21.5m 以深には河床礫とみられる礫層が

認められる。 

 

(2) 住吉池周辺 

住吉池周辺において、太田（1967）は米丸マールおよび住吉池マールの噴出物が入戸火砕流

堆積物を不整合に覆うことから、本地域での 新期のものと推定している。小野（1973）は住

吉池マールの爆発角礫岩中の炭化樹幹を用いて 14C 年代測定を行なうことで、縄文海進による海
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水準の上昇と玄武岩質マグマとの接触に伴うマグマ水蒸気爆発の関係性を示した。森脇ほか

（1986）は、米丸マールおよび住吉池マールの形成に伴う噴出物の分布・堆積構造、完新世段

丘、海水準変動などを踏まえ両マールがどのような環境下で噴出したかを推定した。森脇ほか

（2002）は、7,200～7,300yrs BP の海進時に米丸マールを形成したベースサージが別府川流域

の内湾を大きく埋積したことを推定した。小林ほか（2004）は、米丸マールおよび住吉池マー

ルと両マールの間に位置する青敷スコリア丘を蒲生単成火山群とし、それらの噴火年代と噴火

様式について報告している。上記既往文献から両マール周辺の地質情報を抜粋し以下に整理す

る。 

米丸マールは蒲生町北方の後郷川沿いの低地に位置し、直径約 1.2km の円形を成し、火口内

部は平坦で水田として利用されている。その火口壁は国分層群で構成される低い丘陵に囲まれ

ており、比高 50～100m の高さをもつ急崖となっている。米丸マール周辺の丘陵や低地には、マ

ールの形成に伴って噴出したスコリア質火山灰が堆積している。また、米丸マールの噴出物

は、主によく成層した玄武岩質火山灰であり、火口付近で 10m 以上の厚さがある。水蒸気マグ

マ噴火による湿った降下火山灰の累層で、主に南東方向に分布する。住吉池マールは蒲生町東

方約 2km に位置し、マール内部は池となっている。その直径は約 500m で水深約 30m である。住

吉池マールの噴出物は異質岩塊に富んでおり、本質物質の割合が少ない。主には降下火砕物が

中心であり、その分布は地形に支配されず真北方向へと広がる。青敷スコリア丘は、周囲が浸

食から取り残された標高 100m 以上の台地上に存在し、南南西に開いた火口をもつ。その周囲は

溶岩により取り囲まれている。 

太田（1967）は、両マールの噴出物の噴出時期および層相の類似性から一括して蒲生火山砕

屑岩類として扱った。その後、森脇ほか（1986）は、両マールの噴出物の層相・層厚変化に基

づき、それぞれ米丸スコリアと住吉池スコリアとした。米丸スコリア層は、マール近辺で国分

層起源の異質岩塊を基底に持つが、全体として細粒で多数の薄層を有するスコリア質テフラと

して特徴づけられる。住吉池スコリア層も同様に多数の細粒スコリア薄層からなるが、米丸ス

コリア層に比べて破砕は少ない。森脇ほか（1986）は両マールの噴火年代が K-Ah 火山灰より古

いことを指摘しているが、Okuno et al.（1997）は桜島起源の Sz-Sy（P11）の直下に存在する

ことから 7,500 yrs BP と推定した。小林ほか（2004）は、テフラ中から採取した木片の 14C 年

代測定により 7275+35 yrs BP の値を得たことから、森脇ほか（2002）の結果を支持している。

また、小林ほか（2004）は、米丸マールおよび住吉池マールが 7,200 yrs BP 頃に噴火した単成

火山であり、青敷スコリア丘は 100,000 yrs BP 頃に噴火した単成火山であると指摘している。 

吉村（1930a,b）は九州南部に存在する火山湖（鰻湖、池田湖、鏡池、住吉池、御池）におい

て実施した化学的調査の結果を報告している。それらの報告から住吉池に関する記述を以下に

抜粋する。住吉池の海抜高度は 38m、面積は 0.148km2、湖岸線延長は 1.45km、 大深度は 26～

31m である。水温成層は、ほぼ表水層が無く表面から 6m で 11.5℃まで急激に低下する。こうし

た水温分布は九州南部では他に認められず、日本国内においても類例が少ない（図 1.2-2-

74）。水素イオン濃度（pH）は、表面付近で中性～弱塩基性を示し、中層から深層にかけては中

性～弱酸性を呈する（図 1.2-2-75）。住吉池に関しては、横断的に O2含有量の観測が実施され
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ており、その分布は深層に向けて限りなく 0に近い値に近づき、底部では 0 という観測値も得

られている（図 1.2-2-76）。 

 

 
図 1.2-2-74 九州南部火山湖の水温鉛直分布（吉村、1930a に加筆） 

 

 
図 1.2-2-75 九州南部火山湖の水素イオン濃度分布（吉村、1930b に加筆） 
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図 1.2-2-76 住吉池の O2 濃度横断観測結果（吉村、1930b） 

 

b-4 土質による弾性波減衰の検討 

弾性波が海中及び海底下を伝播する場合、音源から離れるに従い振幅が減少する。これは波

が四方八方へ拡がるため、そのエネルギーが距離 r の 2乗に反比例して減少（振幅は 1/r）す

ることや、伝播途中で粒子の内部摩擦により、弾性エネルギーが熱エネルギーに変換されるこ

とによって指数関数的に減衰することによる。A=受信音圧、A0=発振音圧、r=距離、f=発振周波

数、α=減衰定数とすると以下の関係が成り立つ。 

A= 𝐴 𝑒 ・・・・（1） 

また、V=伝播速度、Q=媒質の減衰特性とすると以下のようになる。 

 

𝛼= ・・・・（2） 

正木・飯田（1980）は、Q 値の周波数依存性から、ボーリング孔内における PS 検層データに

より得られた振幅特性との関係性を議論し、以下のように両者の関係性をまとめている。弾性

波の距離減衰は（１）式で表すことができ、Q値は平均伝播速度 V と周波数 f を用いて次式で

表される。 
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𝑄= ・・・・（3） 

Q 値と平均伝播速度との関係は、以下のようになる。 

InQ=0.47+0.0086×V・・・・（4） 

さらに、Q 値と N 値との関係は以下のように表される。 

InQ=1.59+0.028×N・・・・（5） 

上記の式を用いて、国土交通省九州整備局のボーリング柱状図に記載されている N 値に基づ

き Q 値の深度分布を推定した（図 1.2-2-77）。Q値は前述のように地層内での散乱や熱への転化

によるエネルギー消費を示す値であり、Q 値が大きいほど減衰は小さく、Q 値が小さいほど減衰

が大きい。したがって、予定地周辺の地盤減衰特性は、深度方向に Q 値の増大が認められる

が、それ以降はほぼ横ばいとなる。したがって、予定地周辺の表層は非常に軟弱であり、発振

エネルギーの減衰が予想される結果となった。 

 

 
図 1.2-2-77 国土交通省九州整備局によるボーリングから得られた N 値を基に正木・飯田

（1980）の式を用いて算出した Q値の深度分布。  
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b-5 掘削作業の検討 

ここでは、隼人町周辺における陸上ガンピットを用いたエアガン発振を想定した検討を行

い、とくにガンピットを掘削する際に懸念される事象について、掘削底面の安定と地下水対策

の二つの事柄に分けて整理する。 

 

(1) 掘削底面の安定 

反射法地震探査を行う際の震源としては、爆薬・バイブロサイス・エアガン等が挙げられる

が、エアガンを震源とした地震探査を陸上で実施する場合、ガンピットと呼ばれる幅数 m×深

さ数 m の開削を行い、そこに水を充填しエアガンによる発振を行う手法が知られている。こう

したガンピットの開削工事に伴っては、土質や地下水位との関係からヒービング、ボイリン

グ、盤ぶくれ等が発生する可能性があり、いずれの事象も作業を行う上で留意すべき問題とな

る。これらの現象については土木用語辞典（土木学会、1999）により以下のように定義されて

いる。また、各現象による掘削底面の破壊現象と地盤状態との関係は赤木（1998）により整理

されている（表 1.2-2-6）。 

 

表 1.2-2-6  掘削底面の破壊現象（赤木、1998） 
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【ヒービング】 

粘性土地盤の開削において、土留め壁の背面の土が根切り底部から回り込んで掘削地盤底面

が押し上げられる現象。土留め壁の倒壊や背面地盤の陥没が起き、事故につながる。掘削面の

下方の被圧帯水層からの揚圧力が原因で掘削底面が膨れ上がる現象は盤ぶくれと呼んでいる。 

【ボイリング】 

水の上向き浸透力により、地盤が支持力を失って吹き上がり崩壊する現象。上向き浸透力が

土の水中重量を上回ると、土は見かけ上無重力状態になる。このとき粘着力のない砂粒子が水

中に浮遊することで生じる。 

【盤ぶくれ】 

トンネル掘削や開削工事において、応力開放、地盤の強度不足や膨張などにより坑道底盤や

根切り底面地盤が膨れ上がる現象の総称。ヒービングという場合もある。主な原因には、掘削

部の上載荷重の除去、降雨による地盤強度の低下、土留め工の根入れ深さ不足、被圧地下水や

浸透水圧の上向き揚圧力の作用、風化頁岩・蛇紋岩・温泉余土等の膨張地圧があり、過大変形

や崩壊の発生をもたらすことがある。軟弱地盤上の盛土施工時に、すべり流動破壊によってお

こる側方地盤の押し出し隆起をさすこともある。 

その他、開削作業に伴う土留壁背面の地表面沈下に影響する要因としては、掘削幅、掘削深

さ、根入長、壁剛性、根入部地盤の固さ、及び排水状況等を考慮する必要もある（例えば、杉

本、1986）。 

発振予定地点周辺は、沖積低地であり堆積してからの経過時間が短く、かつ現在の土被り以

上の荷重が載らないため、軟弱地盤を形成している。これは国土交通省九州整備局によるボー

リングの N値分布からも明らかである。そのため、上記に挙げた事象は十分に考慮するべきと

いえる。 

 

(2) 地下水対策 

開削においては、作業中に生じる地下水の排水対策やそれに伴う周辺地盤の沈下も考慮す

べき問題となり得る。本項では、発振予定地周辺における地下水に関する情報を整理する。 

鹿児島湾西岸の鹿児島市内において観測された結果を図 1.2-2-78a に示す。海岸線から 1

～2km の内陸では、地下水位はおよそ 1～2m 程度である。また、鹿児島高校正門脇自記水位

計（図 1.2-2-78b）の結果によれば、より内陸部の日変化量は 0.2m 程度と観測されている。 
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図 1.2-2-78 鹿児島市周辺の地下水深度分布（a）および鹿児島高校正門脇自記水位計の記録

（b）（猿山ほか、1986） 

 

横山ほか（1992）は、地下水位の変化を引き起こす要因として、地下水の自然流動・降雨・

蒸発散・気圧・潮汐・河川流量などに伴う自然的要因と灌漑・揚水などといった人的要因を挙

げている。このうち、地球潮汐による水位変化に関しては、Bredhoeft（1967）により被圧帯水

層中に設置した観測井から 1～2cm オーダーの振幅で影響が現れると報告されている。板寺

（1999）は、海洋潮汐変化に伴って 大 1m 程度の振幅を持つ水位変化を観測している。また、

海洋潮汐による影響は海岸からの距離に応じて減衰し、その影響の範囲は 1km 程度に及ぶとい

う報告もある（浅田ほか、2003）。発振予定地周辺の海洋潮汐に伴う地下水位変化に関する情報

は無いが、気象庁による潮位観測表「鹿児島」によれば鹿児島湾北部における潮位変化は概ね

±1.5m 程度と見積もられる（図 1.2-2-79）。隼人町の予定地点は、海岸からの距離も 600m 程度

と近いため、数十 cm 以上の水位変化が予想される。気圧の変化も地表面を通して帯水層に作用

し、その影響は数十 cm に及ぶと報告されている（例えば板寺、1999）。また、降雨による影響

も強く受け、横山ほか（1995）による観測では、降雨量の約 6 割が水位上昇量に相当するとし

ている。したがって、発振予定地において開削作業を行う際は、潮汐変化・気圧・事前の降雨

情報等を基に検討を行う必要がある。 
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図 1.2-2-79 気象庁潮位観測表「鹿児島」による 2019 年 1 月～12 月の潮位（標高表示） 

 

地下水の水質に関しては、鹿児島市周辺で 1960 年以降塩水化が進行し、年々その範囲が拡大

しつつある。その素因としては、帯水層となる砂層・海水が海水と接していることで、誘因は
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地下水の過剰揚水と考えられている（国土庁土地局、1979）。地下水の塩水化に関しては、ガイ

ベンーヘルツベルグの法則（Ghyben、1887；Herzberg、1901）により、内部境界面深度（塩淡

境界深度）は海水面上の淡水の高さの約 40 倍に相当する深さのところに生じるといわれてい

る。また、Dagan and Bear（1968）は揚水や地下水排除による地下水面の低下に伴い生じる塩

水コーンの高さが、井戸底から初期の塩淡境界面までの距離の 3 分の 1 を超えなければ塩水コ

ーンの急激な上昇は抑えられるとしている。上記のことから、予定地周辺の地下水位を 2～3m

と仮定した場合、内部境界面深度は 80～120m と推定される。また、内部境界面の部分上昇（塩

水コーン）が少なくとも 23m を超えない限りは塩水化が生じないものと推定される。 
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b-6 試験観測に係わる諸機関の調査 

この章では、試験観測実施に際して、許認可及び法令の規制に関する事項について述べる。 

 

b-6-1 許認可 

基礎実験及び試験観測に当たって許認可または届け出が必要な団体の一覧を表 1.2-2-7 に示

す。 試験観測が予定される住吉池は県立藺牟田池自然公園第二種特別地域に該当している。

現地踏査の結果、エアガンを湖面に投入できる地点は浮き桟橋のある住吉池公園キャンプ場広

場に限られている。同住吉池公園キャンプ場を管理する姶良市商工観光課からは利用の内諾を

得ている。 

 

表 1.2-2-7  許認可にかかわる団体および機関一覧 

 

 

b-6-2 高圧ガス保安法 

 陸上で高圧ガスを使用する際には高圧ガス保安法 第 2 条の適用を受ける。対象範囲はエアガンシ

ステム全体として同法の適用を受ける。 

(1) 常用の温度において圧力が 1 メガパスカル（MPa）以上の圧縮ガスであって現にその圧力が 1MPa

以上であるもの。 

(2) 35℃において圧力が 1MPa 以上となる圧縮ガスとなるエアガンシステム一式(コンプレッサー,マニ

ホールド,エアホース,エアガン本体)は全て該当する。  

 

当初、高圧ガス保安協会に本件を照会したところ、許可・認可・届け出等は各都道府県が所掌して

いるとの回答を得た。そこで、鹿児島県下で基礎実験及び発震施設の建設を予定していること

から、鹿児島県危機管理防災局消防保安課保安係の担当者を訪問した。作業概要等を説明した

上で許認可に関する事項を確認したところ下記の回答を得た。 

 

＜回答＞ 

① 基礎実験で使用予定のエアガンシステムは「第 2 種 可搬式製造設備」に該当する。1日

当たりの想定される消費量が 300 ㎥以下であることから第 2 種である。 

   仮に 6000cui チャンバー容量を使用すると 6000cui=0.09832 ㎥ 300/0.09832=3000Shot

であれば制限を超えない。 

関係機関名称 住所 連絡先 照会事項

高圧ガス保安協会 東京都港区虎ノ門4-3-13　ヒューリック神谷町ビル 電話 03-3436-6100 高圧ガス保安にかんする法令要件および技術要件に関する問い合わせ。

鹿児島県姶良市観光課 鹿児島県姶良市宮島町25番地 電話0995-66-3145 住吉池キャンプ場利用の問い合わせ。

鹿児島県姶良市役所蒲生総合支所
 
鹿児島県姶良市蒲生町上久徳2399

電話0995-52-1211 住吉池利用に関する問い合わせ。

鹿児島県危機管理防災局消防保安課保安係 鹿児島市鴨池新町10番1号 （行政庁舎6階)
電話099-286-2259
ファックス：099-286-5521

高圧ガス保安に関する届け出。

鹿児島県環境林務部自然保護課 鹿児島市鴨池新町10番1号 （行政庁舎13階) 電話099-286-2617 県立藺牟田池自然公園第二種特別地域の住吉池利用に関する問い合わせ。
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② 使用する際は「届け出」が必要である。使用の 20 日前には県に提出する。提出する主体は

エアガンシステムを取り扱う作業実施者となる。京大防災研の名前を出す必要はない。「届け

出」を提出し受理されると通知が届くのでそれが実質的な使用許可となる。 

③ 「届け出」は高圧ガス保安法の技術上の基準をみたす必要がある。技術上の基準には耐

圧・保安距離等の様々な項目があるが、それぞれに対して証明書類が必要になる場合があ

る。 

  基本的に使用した実績があるものであれば問題になることは少ない。 

④ 基礎実験のように臨時ではなく、常設発振設備のエアガンシステムは法令上どれに該当す

るかと質問したところ、同様に「第 2 種 可搬式製造設備」に該当するとの回答を得た。 

  

 高圧ガス保安に関して、上記の通り所定の手続きを基礎実験開始前に完了しておく必要がある。 
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b-7 住吉池予備調査報告 

長期連続反射法探査の検討計画で令和２年度に予定されている基礎実験の発振点候補地として

姶良市蒲生地区の住吉池を対象として水深調査を行った結果を本項で報告する。 

 

b-7-1 調査の目的 

連続反射地震探査実験の発振点として、エアガン発振のために必要な水深が確保できることを

確認する。 

 

b-7-2 本調査の背景 

 本調査の対象とした住吉池（図 1.2-2-80）は令和 2 年度の連続反射法地震探査の基礎実験 A

のエアガン発振点候補地である。住吉池は鹿児島湾岸から内陸に 7.3 km 入った桜島の北北西 22 

km の位置にある直径約 500m のほぼ円形の池である。 

令和 2 年度の基礎実験では実際に陸上で長期にわたり連続してエアガン発振を行うための基礎

的データを取得することが目的である。エアガンは海洋における地震探査で用いられる振源装置

であり、一定以上の容積の清澄な水が存在し、エアガン発振深度よりさらに 10m 以上の水底深度

の確保が安定した発振動作のために必要とされている。また陸上で発振をおこなうにあたりエア

ガンが発生する弾性波による湛水設備への影響を 小限にする必要がある。すなわち、エアガン

から擁壁などの人工物への十分な距離を確保する必要がある。住吉池は直径約 500ｍの円形を呈

しており、約 7500 年前に発生したマグマ水蒸気爆発で形成された爆裂火口に湛水したマールで

あるとされている(森脇他, 1986; Okuno et al, 1997)。そのため、天然の湛水条件を備えてお

り、人工の堰堤は 小限である。このような条件を勘案した結果、住吉池は鹿児島湾沿岸の陸上

においてエアガン発振のできる条件をほぼ備えた水域であると考えられた。 

住吉池は姶良市住吉地区に位置し、古くから周辺地区の灌漑用水源として利用されてきた（鹿

児島県蒲生町, 1969）。住吉池の水質は淡水で清澄な状態である。そのために発振作業にともな

う水の汚濁は極力避けなければならない。エアガンの直下に十分な水深が確保できない場合には

エアガンの発振にともない、水中の底泥が舞い上がり水質の悪化が懸念される。しかし、住吉池

の 大水深および平均水深、さらには湖底地形に関する情報は確実なものがない。 大水深は

31.5 m（鹿児島県, 1979）、38 m（鹿児島県蒲生町, 1969）、あるいは 52 m(永住会, 1982)と記

載に幅がある。このほか吉村(1930a, b)は 5 箇所で測深を行い 大水深 26-31 m として模式的な

湖底地形断面を得たが、具体的な湖底地形の域には達していない。本調査の準備過程において蒲

生総合支所耕地課で聞き取りを行った結果、水深や湖底地形について実際に調べられたことはな

いとのことであった。姶良市発行の都市計画図によっても水深は記載されていない。 

連続反射法地震探査の発振点として水の濁らないように発振をするためには、概略水深の実測

を行うとともに湖底地形の把握が必要であることから今回の水深調査を行った。 

 

 



 137 

 

図 1.2-2-80 住吉池. 姶良カルデラ北西岸から 7.3 km 内陸側に位置する火口湖。姶良市住吉地

先に位置する。本図は地理院地図に加筆した。 

 

b-7-3 調査内容 

本調査で計測すべきもの： 

・水深分布 

・測深時の水位 

 

調査実施 

令和２年１月 22 日 京都大学防災研究所火山活動研究センター職員３名＋オブザーバ１名 

 

機材： 

 ゴムボート（アキレス社製ローボート EC4-642 大人４名乗り）およびポンプ（ローボート付

属足踏みポンプおよび BMO 社製 BM-CP-301D パワフルエアーポンプ、 

 魚群探知機（本多電子株式会社製デプスマッピング機能付き HDX-9S）およびバッテリ、 

 ハンディナビ(ガーミン社製簡易 GPS ナビ eTrex-30J)、 

 センサー用フロート(スタイロフォーム製 長さ 1m×幅 70cm)、 

GNSS 受信機およびアンテナ、整準台、三脚等 1 式（水位測定用）、 

錘付きメジャー（100ｍ）（直接測深用）、 

バケツ付きロープ（50ｍ）（採泥用）、 

ブルーシート（ゴムボートが広げられるぐらいのサイズ）、ウェース、ゴミ袋 

 

救命胴衣（人数分） 
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トランシーバー（１対向） 

ロープ 

 

水深調査方法 

魚群探知機による簡易測深 

 ゴムボートに魚群探知機を搭載し水深データを取得する。キャンプ場浮桟橋を起点として住吉

池を横断する。  

 水深調査と平行して水深測定時の水位を測定することを目的として、GNSS 受信機を用いて標

高の測定を行う。1.測深前浮桟橋上、2.陸上固定点、3.測深後浮桟橋上を測定した。 

 

水上班：こぎ手 1 名、記録・操作係 1 名。こぎ手側にハンディ GPS を持たせる。 

・出発時、魚探（デプスモードの記録）の動作確認。魚群探知機はデプスマッピングモードで動

作させ、記録をメモリーに取得する。 

・魚探表示の記録（位置、深さ） 

・メジャーによる直接測深。 

・バケツによる底泥サンプリング。 

・こぎ手への方向指示。 

陸上班：１～２名  

・水上班コントロール 

・水上班のバックアップおよび緊急対応 

・GNSS 機器設置（測定開始時浮桟橋上→陸上固定点→測定終了時浮桟橋） 

 

準備実施状況 

令和元年 

10 月 10 日 

 住吉池初回下見を実施した。 

10 月 15 日 

 姶良市蒲生支所耕地係に説明を実施した。 

 住吉池 2回目下見を実施した。 

11 月 8 日 

 姶良市蒲生総合支所にて住吉池水深の情報について聞き込み調査を実施した。 

11 月 13 日 

 調査業務契約業者の住吉池下見を実施した。 

11 月 21 日 

 姶良市観光課へ基礎実験 A 実施のためのキャンプ場敷地使用の打診を行った。 

12 月 10 日 

 姶良市蒲生総合支所にて住吉池の水利を管理する三叉土地改良区と住吉地区自治会長に予備調

査の内容を説明し、予備調査実施の承諾を得た。 

12 月 17 日 
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ゴムボートおよび魚群探知機の納入。 

12 月 24 日 

 魚群探知機試運転と動作確認操作習熟を実施した。 

 ゴムボートエア入れおよび陸上テストを実施した。 

12 月 28 日 

魚群探知機センサー装着具工作（ロッド式およびフロート式）を実施した。ロッド式では釣り

用のオッドホルダーを利用した道具を製作した。 

 地元への予備調査日程の連絡を行った。 

 

令和２年 

1 月 15 日 

 ゴムボート進水および魚群探知機テスト、魚群探知機センサー装着具検討（桜島・浦之前港） 

 ロッド式センサー装着とフロート式センサー装着とをゴムボートで実際に運用を行った。セン

サーの姿勢に注目をして比較した結果、確実にセンサー姿勢の確保できるフロート式センサー装

着を採用することにした。 

1 月 16 日 

 センサーフロートの改良工作を実施した。試験運用ではフロートの大きさが過大であることが

判明したので、フロート幅を 30 cm 削減する改良を実施した。 

 

予備調査経過 

 航跡および主要な地点を図 1.2-2-81 に示す。なお図 1.2-2-81 の湖岸線は国土地理院地図によ

るもので、標高 39ｍに相当する。 住吉池は湖岸線のほとんどが急傾斜の崖から構成され、水面

へのアプローチが容易なのはポイント A の周辺だけである。ポイント A の周囲の陸上は姶良市に

よってキャンプ場として整備がなされていた。またポイント A には浮桟橋が作られており、ゴム

ボートへの載荷が容易であったため、水面における作業の起点として利用した。 
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図 1.2-2-81 水深調査航跡。白丸は測深および測位点を示す。黒太線は国土地理院地図における

湖岸線（標高 39 m）を示す。後述のように測深当日の水面高は標高 43 m であったので、航跡が

湖岸線の外側に逸脱している場所がある。座標系の原点は蒲生高校 GNSS 観測点（北緯 31 ﾟ 45' 

30.44554" 、東経 130 ﾟ 35' 19.92974"） 

 

表 1.2-2-8 調査の経過 

09:01 SVO 出発 

10:30 住吉池キャンプ場に到着 

10:52 浮桟橋上に設置した flt1 地点にて測量用 GNSS 立ち上げ() 

11:17 ボート進水 

11:22 魚群探知機起動完了 

11:25 ポイント A出発 

11:36 ポイント F 

11:59 ポイント A出発 

12:08 ポイント B 

12:16 ポイント C 

12:20 北緯 31°46.342′ 東経 130°35.484′ こぎ手側のエア抜けが顕著になっ

たのでこの点からポイント A に引き返す。 

休憩およびエア入れ 
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13:14 ポイント A 出発 

13:28 ポイント D 

13:40 ポイント C 

13:52 北緯 31°46.223′ 東経 130°35.397 ′ この地点から ポイント A に向かう。 

ポイント A到着後エア入れ 

13:58 測量用 GNSS を再び浮桟橋上 flt2 地点に移設して立ち上げ完了(flt2) 

14:09 ポイント A出発 

14:19 ポイント B 到着 

14:21 ポイント B出発 

14:48 測深完了 

15:08 住吉池キャンプ場出発 

16:44 SVO 到着 

 

 また２本の測線（AB および DC）では測線上の 深点にて錘付きメジャーによる直接測深を実

施した。その結果も表 1.2-2-8 に示す。 

 ボートへの魚群探知機の装着および測定時の状況を図 1.2-2-82 に示す。魚群探知機本体はゴ

ムボート上に搭載した踏み台に装着され、センサー類はゴムボートとは別のフロートに装着し

た。センサーを装着したフロートはロープでゴムボートから牽引された。 
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 (c) 

図 1.2-2-82 測深作業状況。(a)人物が乗っているのがゴムボート。ゴムボートの後ろに浮かぶ 5

角形の板がセンサーを装着したフロートである。ゴムボートとフロートの間は概ね 1.2 m ほどで

あった。(b)魚群探知機搭載状況。(c)フロート裏面。中央の円柱の先端に魚群探知機センサー、

右側に水温センサーを装着している。測深時の気泡によるノイズを緩和するために魚群探知機セ

ンサーはフロート下面よりさらに下側に位置する。 

 

 なお、当日は B 地点近傍の岸からの水の導入があった。明治 28 年以来実施されている寺師川

からの水の導入（鹿児島県蒲生町、1969）と思われる。測深実施中の水位変化が予想されたの

で、GNSS 受信機を用いて測深前後の水面標高と固定点の標高を逐次測定した。  

 GNSS による標高測定の様子を図 1.2-2-83 に示す。A 地点の浮桟橋上で 2 回の測定を、湖岸の

岸壁上で 1回の測定を行った。 
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図 1.2-2-83 GNSS 受信機による測量。(a)浮桟橋上における測定(flt1, flt2)。(b)湖岸上におけ

る測定(fix1) 

 

表 1.2-2-9 GNSS 測量結果。fix1 は A 地点近傍の湖岸、flt1 および flt2 は A 地点の浮桟橋上で

測定したもの。 

ﾎﾟｲﾝ

ﾄ ID 

日付/時間 緯度 経度 高さ精度 ジオイ

ド高 

標高 アンテ

ナ高 

内ハ

イト

フッ

ク読

み 

内浮桟

橋-水面 

備

考 

KAMO 2020/1/22 

8:59 

31 ﾟ 45' 

30.44554" 

N 

130 ﾟ 35' 

19.92974" 

E 

0.0000  31.8395  23.0890  

    

fix1 2020/1/22 

12:47 

31 ﾟ 46' 

19.12599" 

N 

130 ﾟ 35' 

21.65578" 

E 

0.0002  31.8847  47.9886  1.033  0.673  

 

地

上 

flt1 2020/1/22 

10:52 

31 ﾟ 46' 

18.40028" 

N 

130 ﾟ 35' 

22.77295" 

E 

0.0003  31.8831  43.0216  1.466  0.691  0.415  浮

桟

橋

開

始

後 
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flt2 2020/1/22 

13:58 

31 ﾟ 46' 

18.40038" 

N 

130 ﾟ 35' 

22.77351" 

E 

0.0004  31.8831  42.9960  1.442  0.652  0.430  浮

桟

橋

終

了

前 

 

表 1.2-2-9 から測深当時の水面は標高 43 m であった。flt1 の標高に比べて flt2 の標高の方

が 2.56 cm 低い。今回の測深ではエアガン実験の予備調査が目的であるのでメートルオーダーの

精度があれば十分であることから、両者の差は測深結果に決定的な影響をあたえるものではな

い。 

住吉池南西端の水門（G地点）に量水指標を発見した（図 1.2-2-84）。量水指標によれば水深

調査当日の水位は+6.8 m であった（図 2-2-84a）。測深作業の完了後にあらためて下見時の写真

を見直した結果、10 月 10 日に実施した初回下見時の量水指標は+4.0 m の水位を指していたこと

が判明した（図 2-2-84b）。初回下見以降 105 日が経過していることから、平均的な 1 日の水位

変化は 280 cm /115 deys = 2.4 cm /day と推測される。1 時間あたりでは 2.4 

cm/24Hour=0.1cm であり、測深を行った 3 時間では 0.3 cm の変化であろうと推測される。 

 このことから測深作業中の水の流入にともなう水位変化も無視できる量であると考えられる

（表 2-2-9）。  

  
図 1.2-2-84 (a)G 地点の量水指標。擁壁の赤線下端が水面に接するところが水位値を示す。令和

2 年 1 月 22 日 14:34 撮影。+6.8 m を示している。(b)令和元年 10 月 10 日 12:10 (a)と異なる

アングルから撮影したもの +4.0m を示している。 

 

 表 1.2-2-10 にボート上で読み取った数値のメモを示す。  
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表 1.2-2-10 指示値メモ 

11:25 ポイント Aより測深航行開始 

以下、魚探画面表示のメモ 

11:27 31:46.292 N 130:35.492 E 31 m 

11:31 31:46.278 N 130:35.560 E 31.8 m 

11:33 31:46.274 N 130:35.608 E 29.5 m 

11:36 31:46.276 N 130:35.673 E 1.5 m Point F 流木多

数 

11:41 31:46.304 N 130:35.560 E 31.4 m メジャー測深

 30.3 m バケツを投入して採泥を試みるが泥とれず（手応えで着底は確認）。 

11:58 ポイント Aにて魚探動作終了のうえ、再起動 

11:59 魚探起動完了 

12:01 31:46.317 N 130:35.461 E 29.3 m  

12:03 31:46.321 N 130:35.513 E 30.1 m 

12:05 31:46.325 N 130:35.576 E 30.6 m 

12:07 31:46.331 N 130:35.625 E 25.3 m 

12:08 31:46.332 N 130:35.653 E 7.6 m Point B 

12:10 31:46.350 N 130:35.611 E 18.8 m 

12:11 31.46.359 N 130:35.595 E  m 底に盛り上がっ

た影あり 

12:12 31:46.381 N 130:35.562 E 22.4 m 

12:14 31:46.407 N 130:35.510 E 9.7 m 

12:16 31:46.413 N 130:35.470 E 5.4 m Point C 

12:18 31:46.383 N 130:35.484 E 21.2 m  

12:20 31:46.342 N 130:35.484 E 28.0 m こぎ手側のエア

抜けが顕著になったのでこの点からポイント A に引き返す。 

休憩およびエア入れ 

12:47 測量用 GNSS を岸の固定点(fix1)に移動し立ち上げ完了。 

13:14 Point A 出発 

13:16 31:46.284 N 130:35.415 E 27.3 m 

13:19 31:46.267 N 130:35.438 E  m 底に盛り上がっ

た影あり 

13:20 31:46.244 N 130:35.461 E 31.6 m 

13:24 31:46.196 N 130:35.522 E 21.6 m 

13:28 31:46.180 N 130:35.544 E 4.2 m Point D 

13:30 31:46.256 N 130:35.533 E 31.7 m メジャー測深

 30.65 m (13:33) 

13:40 31:46.404 N 130:35.470 E 8.7 m Point C 
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13:42 31:46.405 N 130:35.461 E 7.4 m 

13:44 31:46.361 N 130:35.437 E 22.0 m 

13:50 31:46.240 N 130:35.394 E 24.6 m 

13:52 31:46.223 N 130:35.397 E 5.8 m Point E この地

点から Point A に向かう。 

13:55 誤って流したポリ瓶の蓋を回収した。 

エア入れ 

13:58 測量用 GNSS を再び浮桟橋上に移設して立ち上げ完了(flt2) 

14:09 出発 

14:10 魚探デプスマップスタート 

14:19 31:46.334 N 130:35.645 E  m Point B 

14:21         Point B 出発 

14:23 31:46.329 N 130:35.594 E 29.1 m 

14:25 31:46.311 N 130:35.538 E 31.3 m 

14:30 31:46.245 N 130:35.421 E 29.4 m 

14:31 31:46.229 N 130:35.400 E 10.2 m 

 

 

 

図 1.2-2-85 測深結果。コンターは海抜標高で、白丸の連なりが航跡を、黒実線が地理院地図に

描かれた湖岸線（標高 39m）を示す。湖岸線の外側の地形は地理院地図の標高を読み取ったもの
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を使用した。座標系の原点は蒲生高校 GNSS 観測点（北緯 31 ﾟ 45' 30.44554" 、東経 130 ﾟ 35' 

19.92974"） 

 

終的な湖底地形の描画には魚群探知機に保存されたカンマ区切り型式の測深記録を用いた。

測深記録中の水深値のチェックを行う目的で、測線上の 2 点（ポイント H,J）で錘付きメジャー

による直接測深を実施した。錘付きメジャーを水中に投入し、メジャーの錘が着底したときの水

面の目盛りをよみとり直接測深結果を得た。その結果は表 1.2-2-10 に含まれる。また水温セン

サーも接続されていたので水温も記録されているが、特段の高温異常は観測されず、測深を実施

したすべての点で摂氏 11.4～11.5 度であった。 

表 1.2-2-10 によればポイント H および J のいずれにおいても魚群探知機の値が直接測深結果

の値より 1m 大きく出ていることが分かった。このことを考慮して、[魚群探知機から出力される

深度値] – 1m の値を 補正済み深度値として用いることにした。また、測深当日の水面標高が 

43 m であることから、43 m – [補正済み深度値 ] = [水底標高値] とした。 

水底標高値からデータ可視化ソフト SURFER を用いて作成した湖底地形を図 1.2-2-85 に示す。

湖底地形をまとめると次のようになる 

 ・ 深点水底標高 12.1m（ 大深度 30.9m）、測深結果図で(E, N)=(1.47, 0.38)km , 北緯

31°46.3024′東経 130°35.5739′の場所。 

 ・大局的な地形は鍋底状である。鍋の底はわずかに南南東に向かって傾いている。 

 ・浮桟橋（ポイント A）から 90m 離れれば 20m 以上の水深が確保できる。 

 ・池の中央やや東よりのところに高さ数メートルの小さな高まりがある。この高まりの近傍に

深点がある。 

 ・岸に近い場所の湖底の勾配は水平距離 26m に対して深度 10m の変化＝38%の勾配（２１°の

下り坂）が多い。 

  

 令和 2 年度基礎実験では 大発振深度 10m を想定している。慣例としてエアガン発振に必要な

水深はエアガン発振深度＋10ｍであることから、基礎実験では 20m の水深が必要であると考えら

れる。住吉池は浮桟橋から 90m 離れれば 20ｍ以上の水深が確保できるので、基礎実験に使用す

ることが可能であると考えられる。 

 

2-3. まとめ 

＜深部反射波の検討＞ 

鹿児島湾北部で行われた人工地震実験で得られた観測波形に群列配置解析を施すことにより、

得られた見かけ速度と到来方向から姶良カルデラ深部からの地震波反射を分離することができ

た。  

姶良カルデラ東部では PS 変換反射も含めて推定された反射面が深さ 16～18km に集中してい

る。この領域は鹿児島湾の 大水深を示し若尊カルデラと呼ばれている場所に相当する。 

さらに姶良カルデラ中央部から南部にかけての地域では桜島に近づくにつれて PS 変換反射が

より浅い場所で発生する傾向がある。もっとも浅い PS 変換反射は桜島沿岸から島内の深さ 5～

6km で発生することが推定された。それぞれ桜島西部の PS 変換反射発生場所は大正西火口列の
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直下に相当するほか、桜島北東部の PS 変換反射発生場所は安永諸島の直下に相当し、いずれも

規模の大きい噴火活動の中で溶岩流出や海底噴火など顕著な表面現象があった場所の地下に対応

することが注目される。 

 またほとんどの反射面は差し渡し数キロメートル程度の広がりを持つことが確認された。 

以上より、十分な透過力をもった振源による発振を群列配置の観測点で観測を行うことによ

り、姶良カルデラの地下 10～20 km で発生する地震波の反射を捉えることができることが示され

た。 

 

＜人工振源検討結果＞ 

既存の人工震源装置およびその観測記録等のデータを整理し、震源の透過力やモニタリングへの適

応性などに関わる情報抽出を行った結果、以下の知見が得られた。 

 (1) 既往データに基づき検討した結果、当該地域では大型バイブレータ 4 台による 300 回以上の同

時発振による重合でも、10 を超える S/N 比を達成できず、十分な透過力を得られないことが判明した。  

S/N の向上に有効と考えられている CBS の流れに従う重合後の記録においても、深部反射波と考えら

れるイベントを検出できなかった事から、バイブレータ震源は想定されるモニタリング業務に対しては適

さない震源であると評価された。 

 

(2) 総容量 6000 in3 のエアガン震源の透過力は予想外に良好なものであった。マグニチュードに基づ

き震源エネルギーの評価を実施した処、データのばらつきは大きかったものの、マグニチュードの平均

値は、発破とエアガンでほぼ同じ値（約 1.2）となり、震源エネルギーの平均値はエアガンの方が大きく

求まる結果となった。また、エアガンの S/N 比は、単一のショット記録に関して、3～4 程度でオフセット

距離に依らず良好な値を示した。この S/N 比は、大薬量の発破に比べると、オフセット距離が小さな観

測点では数分の１の値であるが、重合効果に期待すると、大薬量の発破に代替可能な唯一の震源と

言える。因みに、エアガンの重合効果による S/N 比の向上は、ほぼ理想的なものであり、常設観測点

の記録に対しては、10 回以上の重合を実施する事により、容易に 10 を超える S/N 比を達成できる事

が判明した。 

 

(3) S/N 比の比較検討の結果、地表設置の地震計のノイズレベルが常設観測点の 4 倍程度である可能

性が指摘できた事から、10 に近い S/N 比を得る為には、現状のままの受振器設置で少なくとも 60～70

ショットの重合を実施するか、地震計をある程度埋設するなどしてノイズレベルの低減を図る事の 2 通り

の提案がなされた。将来的には良好な作業効率の実現が望まれる処から、60 回以上に及ぶ発振作業

を 20 回未満の作業に軽減できるのが望ましく、次年度の実験に地震計の埋設効果の検証を行う事も

提案する。 

 

 (4) 総容量 6000cui のエアガンアレイ構成を GUNDALF でシミュレーションし、総弾性波エネルギ

ー出力及び周波数特性等の具体的な指標を得て、エアガンアレイ設計の方向性を決定した。 

(5) 主要エアガンパラメーターについての検討を行い、それらがエアガンの性能にどのような影

響を与えるかを整理した。エアガンアレイ設計においてどの性能または特性を重視すべきかの

優先順位を決定する為の知見を得た。 
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既存の地質情報等を整理し、発振点候補地に関わる情報抽出を行うとともに予備調査を行った結果、

以下の知見が得られた。 

 (6) 姶良カルデラおよび桜島周辺においては、2.3～2.8 km/s の低速度層がおよそ 1km の厚さをもっ

て存在し、その下位には 4.6～5.0 km/s の高速度層の分布が認められている。こうした低速度層の存

在やインピーダンスコントラストが大きい特性から、弾性波の減衰が大きくなる可能性が示唆される。 

(7) 隼人町の発振予定地の表層は、概ね細粒な砂質堆積物で構成され軟弱地盤を形成している。付近

のボーリングデータからは、地下 2～3m 程度に地下水の存在が示されており、地下水の深度は潮汐

や降雨による影響を受けて変化するとされている。隼人町における予定地点は、海岸から約 600m 内

陸に位置しているため、海洋潮汐の影響を少なからず受ける範囲に位置する。こうした環境下に位置

していることから、ガンピットの開削を計画する際は、ボイリングや盤ぶくれといった掘削底面の破壊現

象を考慮する必要がある。 

(8) 住吉池は、蒲生町約 2km 東方に位置しており、マグマ水蒸気噴火に伴い形成された。その

直径は約 500m で、周囲は比高 50～100m の急崖となり、閉鎖的で比較的静穏な環境にあ

る。また予備調査として行った水深調査の結果、浮桟橋から 90m 離れれば 20ｍ以上の水深が

確保できることが明らかになり、住吉池は基礎実験の発振に使用することが可能であると考え

られる。 

 

さらに許認可関係では以下のことが明らかになった。 

(9) 基礎実験で使用予定のエアガンシステムは「第 2 種 可搬式製造設備」に該当し、エアガン

システムを取り扱う作業実施者が使用の 20 日前までに鹿児島県の担当部署に届け出ることが

必要である。3000Shot であれば制限を超えない。 

 

エアガンの利用条件等を考慮した結果、下記の仕様（エアガン仕様－③）が実際に実施可能な

実験の仕様として提案された。 

 

・総容量      : 2550cui 

・ガン深度    : 10m 

・ガン圧力    : 2000psi 

・アレイ構成  : 350cui×3 基クラスタ トリガン構成＋1500cui シングル 

・型式    : Bolt 社 1500LL 
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(2) 活動的カルデラ火山の火山性地殻変動とマグマ活動に関する調査 
1. 姶良カルデラの火山性地殻変動データの蓄積 

桜島において 1914 年に発生した噴火（大正噴火）では、南岳の東西両側の山腹から

1.34km3の溶岩と 0.52km3の火山灰・軽石が噴出した（石原・他、1981）。南九州では陸地

測量部により 1891 年に 初の水準測量が行なわれていたが、この噴火後に実施された水

準測量によって、地盤の沈降が南九州一円において検出された。特に、鹿児島湾北部海域

周辺の沈降は顕著であり、姶良カルデラの西の縁にある大崎ノ鼻（BM2474）では鹿児島市

（BM2469）に対して約 70cm の沈降が観測された(図 2.1-1-1)。さらに、佐々（1956）は、

初の測量から大正噴火の直前まで、地盤の隆起が進行し、噴火に伴った約 1m 地盤が沈

降したと推定した。地盤沈降の中心は桜島ではなく、姶良カルデラの中央部付近にあるこ

とが知られている（Omori、1918)。Mogi(1958)は、微小球状圧力源モデル（いわゆる茂木

モデル）を地盤沈降に適用し、この地盤変動を引き起こした圧力源の位置を姶良カルデラ

の中央部地下深さ 10km 付近と求めた。 

 

 

図 2.1-1-1 姶良カルデラ西縁の BM2474 の BM2469（鹿児島市）に対する相対上下変動

の時間変化 

 

1914 年の噴火以降、姶良カルデラ周辺の地盤は再び隆起を始めたが、南岳の東山麓から

0.18km3（石原・他、1981）の溶岩を流出した 1946 年の噴火では地盤が約 7cm（佐々、

1956 による推定値）沈降した（図 2.1-1-1）。これ以降再び姶良カルデラ周辺の地盤は隆

起を続け、1955 年から始まった南岳の山頂爆発活動では、爆発の発生回数の少ない 1973

年まで顕著な隆起が見られたが、爆発回数が 200～400 回に達する 1974 年から 1992 年ま

での活動期には地盤の隆起が停滞するかやや沈降している。このように地盤の隆起・沈降
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の中心が姶良カルデラにあること、静穏期には隆起、噴火活動期には沈降の明瞭な地盤変

動と噴火活動の関係が認められることから、桜島火山にマグマを供給する主たるマグマ溜

りは桜島の北方、姶良カルデラの中心の深さ 10km 付近にあると考えられている。 

桜島における爆発回数は 1993 年から顕著な減少傾向を示し、2003 年から 2005 年までの

爆発回数は年間 9 回まで低下した。これに対応するように姶良カルデラ周辺の地盤は 1993

年ごろから隆起に転じた（江頭･他、1997；江頭・他、1998a）。2006 年にマグマ水蒸気噴

火で始まる昭和火口における噴火活動期においては 2009 年～2015 年に年間 1000 回のペー

スで爆発が発生したが、1993 年以降は隆起が続いており、1995 年から 2019 年までの大崎

ノ鼻（BM2474）における隆起量は約 14cm である。 

水平変動についても同様に 1992～1993 年ごろに姶良カルデラおよび桜島の地盤は収縮

から伸張に反転したことが光波測量により明らかとなっている（江頭・他、1998b）。1990

年代から地盤変動観測に用いられるようになってきた GNSS は地盤変動観測の連続化と 3

次元化を可能にした。GPS 連続観測により姶良カルデラ周辺において姶良カルデラの中心

から放射状のパターンを示す水平変位ベクトルが得られ（Kriswati and Iguchi,2003）、

井口・他(2008)は、1996 年から 2007 年までのデータに茂木モデルを適用して圧力源の位

置を姶良カルデラの中央部地下 11km、体積変化量を 8×107m3と求めた。さらに、Hickey 

et al.(2016)は同じデータに地形、地殻構造の異方性及び粘弾性効果を加えて、姶良カル

デラの北東部の深さ 13km に中心をもつ直径 14km の回転楕円体圧力源を求めた。このこと

は姶良カルデラの直下にマグマ溜りが確かに存在し、そこにマグマが蓄積されつつあるこ

とを示している。 

地盤変動観測からはマグマ溜りの大きさそのものを見積もることはできないが、茂木モ

デルなどの圧力源モデルを仮定することによりその体積変化量は推定することができる。

地盤変動観測から得られた体積変化量に桜島の火口から放出される噴出物量を加えること

により姶良カルデラ下のマグマ溜りへの供給量を見積もることが可能である。これによれ

ば姶良カルデラ下のマグマ溜まりへのマグマの供給率は 800 万 m3/年（加茂・石原、

1980）ないし約 1000 万 m3/年（Ishihara, 1981）と推定されている。姶良カルデラにおい

て地盤の隆起・膨張が再開した 1993 年から 2006 年までのマグマの供給率は 0～2000 万

m3/年の間で変化するが、平均的には 1000 万 m3/年の割合で供給が継続し、約 1 億 m3体積

が増加したことが GPS 連続観測により確かめられている（井口、2006）。2009 年以降の昭

和火口噴火活動期においてマグマ貫入と昭和火口噴火活動が同時に活発化した 2011 年 11

月から 2012 年 3 月までの地盤変動に対して、Hotta et al.(2016a)は 3 つの圧力源モデル

を適用し、姶良カルデラ中央部の圧力源の体積増加約 500 万 m3に加え、桜島北岳付近地下

3km の増圧源および南岳下浅部の減圧源の位置と体積変化を評価した。 

2015 年 8 月 15 日には桜島において火山構造性地震の群発を伴う急速なマグマの貫入が

あったが、その圧力源は山頂火口下 1km の開口割れ目であり、体積変化量も 270 万 m3であ

ったため(Hotta et al. 2016b)、姶良カルデラに影響を与えるようなものではなかった。
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一方、噴火活動は、このマグマ貫入イベント直前の 7 月から低下し、2017 年 11 月には、

噴火活動が南岳に回帰したが、1972 年～1992 年の南岳の噴火活動や 2009 年から 2015 年 6

月までの昭和火口噴火活動にその噴出物量において遠く及ばない。 

本節では 1-1 項で姶良カルデラにおける地盤変動観測網の強化について報告し、1-2 項

では桜島において発生したマグマ貫入イベント以降の 2015 年後半から 2019 年までの姶良

カルデラ周辺の地盤変動観測から、姶良カルデラ下の圧力源の位置とその体積変化を見積

もるとともに、桜島からの火山灰等の噴出量を考慮したマグマ貫入量の見積もりを報告す

る。 
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1-1.  姶良カルデラ臨時 GNSS 観測点の拡充と維持 

a. 既設 GNSS 観測点における観測の継続 

本課題では、原子力規制庁が「原子力施設等防災対策費等委託費（火山影響評価に係る

技術的知見の整備）事業」により設置した姶良カルデラ周辺の 10 観測点（図 2.1-1-2 の

□印のうち BNTJ と SNJ2 以外）における GNSS 観測を引き続き維持することとしている。 

 

TKA2

TOG2
（移設）

YUDA

KEDO

NURA

KAMO

BNTJ
（新設）

SNJ2
（機器更新）

TAKT

TKEO

HIRA

SVOG
IMRE

□　原子力規制庁設置分
〇　京大観測点（既設）
△　電子基準点

姶良カルデラ

 

図 2.1-1-2 GNSS 観測点の位置 

 

これら 10 観測点での観測は順調で、図 2.1-1-3 に示すように 2019 年度においてもおお

むね連続して観測データが得られている。一部の観測点において障害が発生したが、障害

が判明した都度対処し長期の欠測は生じていない。例えば KEDO では、前週末まで正常だ

った観測点との通信が 2019 年 6 月 3日よりできなくなった。6 月 5 日に現地にて調査した

ところ、GNSS センサーがハングアップしており、同日 13 時 38 分にセンサーの再起動によ

って復旧した。当該のセンサーには同月 1 日 9 時以降の観測データが残っておらず、復旧

までの 4 日強の期間が欠測となった。 
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図 2.1-1-3 GNSS 観測点の位置の時間変化。SVOG を基準点として 1 日毎に解析した

各観測点の位置の南北、東西、鉛直成分。値は相対値でそれぞれ北、東、上が正の

値をとる。TKA2 および TOG2 はそれぞれ TKAE および TOGO を移設したもの。 
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図 2.1-1-3 （続き） 

 

TOGO 観測点においては、薩摩川内市立東郷小学校の廃校に伴い 2019 年 10 月以降これま

での設置場所が使用できなくなったため、近傍に新たに観測点を設け、機器を移設した。

移設にあたり候補地の下見を行った結果、TOGO 観測点の約 180m 南方に位置する薩摩川内

市東郷支所を移設地（TOG2 観測点）とした。両者の位置を図 2.1-1-4 に示す。図 2.1-1-4

では並行観測結果を反映して、TOGO 観測点と TOG2 観測点の測定結果を接続して示すとと

もに、TAKE 観測点と TKA2 観測点の測定結果を接続して示している。 
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図 2.1-1-4 TOGO および TOG2 観測点の位置 

 

  

図 2.1-1-5 TOG2 観測点の機器設置状況 

 

用地使用の手続きを経て、2019 年 7 月 18 日に TOGO 観測点に設置していた機器を移設

し、TOG2 観測点での観測を開始した。移設後の機器設置状況を図 2.1-1-5 に示す。TOGO

観測点においては、TOG2 観測点との接続のため、2019 年 9 月 8 日まで予備の GNSS 機器を

設置して並行観測を実施した後、機器を撤去した。 
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図 2.1-1-6 0487（国土地理院鹿島）を固定点とした基線解析結果。気象補正（本文

参照）後の各観測点の位置の南北、東西および鉛直成分。シンボルは図 1-1-3 と同

じ。鉛直成分の 30 日間の移動平均値（黄緑）も併せて示す。 
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図 2.1-1-6（続き） 

 



 164 

原子力規制庁および京都大学が設置した GNSS 観測点で得られた観測データは、SVOG を

基準点として基線解析を行い、1 日毎の各観測点の位置データが蓄積されている。さら

に、原子力規制庁および京都大学の観測点に国土地理院の電子基準点の観測データを加え

た姶良カルデラ周辺の約 80 点について、姶良カルデラ中央部から約 80km 離れた甑島に位

置する国土地理院の電子基準点 0487（鹿島）を固定点として 2017 年以降の日毎の基線解

析を行っている。今のところ基線解析は 2019 年半ばまで進行しており、図 2.1-1-6 には

2018 年末までの暫定的な解析結果を示す。ここでは、斎藤・井口（2006）が示した水蒸気

圧と相対位置の比を用いる気象補正を適用した。気象補正には、鹿児島地方気象台におけ

る日毎の蒸気圧（気象庁、2020）を用いた。個々のデータのばらつきは気象補正によりや

や改善されたが、2017 年から 2018 年までの日毎の値の標準偏差は南北成分で 1.9mm～

3.0mm、東西成分で 2.4mm～4.6mm であるのに対し、鉛直方向は 16.8mm～31.8mm と大き

い。図 2.1-1-6 を見ると姶良カルデラ西方の観測点ではカルデラに近づくほど西方に移動

する傾向が認められる。また、姶良カルデラの南側の点(SVOG, HIRA、TAKT)は南に移動す

る傾向がある。長期の微小な火山性地盤変動を検出するには、さらに長期間のデータの蓄

積が必要である。 
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b. 姶良カルデラ北部への GNSS 観測点新設 

本研究では姶良カルデラ内の GNSS 観測点の不足を補うため、カルデラ北部の沖小島に

観測点を新設することとしていた。 

2019 年 5 月 8 日に現地調査を行った結果、当初予定していた沖小島には上方が開けた

GNSS 観測の適地がなかった。そのため隣接する弁天島に新観測点を設けることにした（図

2.1-1-7）。地権者との借地交渉や自然公園法関係の許可申請などの後、2019 年 9 月下旬に

現地にて整地作業およびアンテナピラーの設置を実施した。 

 

 

図 2.1-1-7 BNTJ 観測点の位置 

 

さらに、2019 年 10 月 4 日に太陽電池架台（鋼管組み）の組立、観測機器および電源機

器の設置を実施し（図 2.1-1-8）、同日より BNTJ 観測点として観測を開始した。BNTJ 観測

点ではライカジオシステムズ社製 GNSS 受信機 GR30 と同社製アンテナ AR10 を使用した。

観測データは、センサーに装着したメモリカードに蓄積され、モバイル通信網を介して取

得することができる。 

BNTJ 観測点における観測は順調で、欠測等は発生していない（図 2.1-1-9）。 

2020 年 3 月 9 日には設置後５が月を経て初めての点検作業を実施した。外観には著しい

腐食などの特段の異状は見つけられなかった。しかし蓄電池の充電コントローラに蟻の侵

入が確認された。観測点の維持にあたり、蟻などの侵入への対応を継続的に行う必要があ

る。 
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図 2.1-1-8 BNTJ 観測点の機器設置状況 

 

 

 

図 2.1-1-9 BNTJ 観測点の位置の時間変化（基準点：SVOG）。シンボルは図 2.1-1-3 と同

じ。 

 

BNTJ 観測点を設置したことにより、後述の新島の GNSS 観測点（SNJ2）との間に、姶良

カルデラ中央部付近を南北に通る基線が得られた。試みに BNTJ 観測点を基準点として求

めた SNJ2 観測点の位置を図 2.1-1-10 に示す。同図からは SNJ2 観測点の位置が南南東方

向に変化する傾向がみえるが、まだ観測期間が短いためにこれが火山性地殻変動を反映し

たものであるかは判断し難い。また、日毎の解析値のばらつきは比較的小さく、BNTJ 観測

点と SNJ2 観測点の高低差が小さいことが奏功していると考えられる。今後の観測継続に

よって、良質なデータの蓄積が期待される。 
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図 2.1-1-10 BNTJ 観測点を基準点とする SNJ2 観測点の位置の時間変化。シンボルは図

2.1-1-3 と同じ。 

 

c. 新島の GNSS 観測点の機器更新 

本研究では、姶良カルデラ内の GNSS 観測点の不足を補うため、カルデラ北部への観測

点の新設とともに、桜島北東部海域の新島にある京都大学の新島観測室に設置した SNJG

観測点（図 2.1-1-11 に位置を示す）の機器更新を行うこととしていた。 

SNJG 観測点においては、ライカジオシステムズ社製受信機 GRX900GG および同社製アン

テナ AX1203 によって GNSS 観測を行っているが、観測点の東に隣接する神社境内の樹木が

成長し、GNSS 衛星からの電波の受信状況がよくない状態が続いていた。このため新しいア

ンテナピラーを新島観測室敷地内にかぶさる高い樹木からなるべく離れた位置に設置する

ことにした。現地での下見やアンテナピラーの設置作業を経て、2019 年 9 月 4 日に新しい

機器を設置し、SNJ2 観測点として観測を開始した（図 2.1-1-12）。SNJ2 観測点ではライカ

ジオシステムズ社製受信機 GR30 および同社製アンテナ AR10 を使用し、観測データは新島

観測室から既存の通信網を介してリアルタイムで伝送される。設置後の SNJ2 観測点にお

ける観測は順調で、欠測等は発生していない。なお、SNJG 観測点の機器は SNJ2 観測点の

観測開始後も撤去せず引き続き観測を継続している。 
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図 2.1-1-11 新島における観測点の位置 

 

  

(a)                (b) 

図 2.1-1-12 SNJ2 観測点の機器設置状況 (a) アンテナ設置状況、(b) 受信機設置状

況 

 

SNJ2 観測点は SNJG 観測点に比べて衛星電波の受信状況に改善が認められる。図 2.1-1-

13 に示したように、SNJG 観測点では観測点の東側に位置する衛星からの電波を捕捉でき

ないことが多いのに対し、SNJ2 観測点ではそのようなことがない。 
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図 2.1-1-13 SNJ2（上段）および SNJG（下段）観測点における受信状態の例 

左は衛星の位置、右は捕捉されている衛星の受信状況 

 

受信状態の改善の効果は基線解析の結果にも表れている。図 2.1-1-14 に示すように、

SNJG 観測点では位相解が決まらない場合があるのに対し、SNJ2 観測点ではそのようなこ

とはなく解析結果のばらつきも小さい。 
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図 2.1-1-14 SNJ2（左）および SNJG（右）観測点の位置の時間変化。SVOG を基準点とし

て解析したもの。シンボルは図 2.1-1-3 と同じ。SNJG の白抜きシンボルはフロート解を示

し、位相解が得られなかったことを表している。 

 

d. 新島北方の中之島におけるキャンペーン観測の実施 

1996 年から桜島及び姶良カルデラの周辺において GNSS によるキャンペーン観測を毎年

11 月または 12 月に繰り返してきた。2019 年 11 月 25 日から 11 月 29 日の期間、新島北方

の中之島において、既設のベンチマークを利用したキャンペーン観測を行った（図 2.1-1-

15）。多数の観測点を擁する広域観測において GNSS 観測を継続的に維持管理するのは多大

な労力を要する。現在では連続化された観測点の数は増加しているものの、姶良カルデラ

の変動圧力源推定には効果的な位置でもあるにも関わらず連続観測が困難な環境の地点も

ある。周囲約 500m の小島である中之島は姶良カルデラの中央部に位置するが、キャンペ

ーン観測しかできない環境のため、依然として定期的なキャンペーン観測を実施する意義

は大きい。 

中之島観測点で使用した機器はライカジオシステムズ社製 GNSS 受信機 System500 およ

び同社製アンテナ AT501 で、欠測等はなく所期の観測データが得られた。  
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図 2.1-1-15 中之島(NAKN)における GNSS キャンペーン観測の機器設置状況 

 

 

中之島観測点で得られた上下変動量を図 2.1-1-16 に示す。中之島観測点では 2010 年 11

月に対して 4 cm 程度の隆起が観測された。これを桜島北部の京都大学の連続観測点

（FUTG）および電子基準点（719）と比べてみる。いずれの観測点も 2015 年から 2017 年

にかけて急速に隆起するが、それ以降は緩やかに隆起を続け、2010 年 11 月から 5 cm 程度

の隆起が観測されている。中之島観測点における隆起の時間変化も同様の隆起量とパター

ンを示すことから本観測点におけるキャンペーン観測の信頼性は高いといえる。 

 

図 2.1-1-16 キャンペーン観測による NAKN（●）の上下変動。 
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1-2. 姶良カルデラ下の圧力源解析 

1) 圧力源モデル 

ここでは先行研究に倣い、半無限均質弾性媒質中の微小球状圧力源（いわゆる茂木モデ

ル、Mogi,1958）を適用する。深さ Dにある半径 aの微小球状圧力源の圧力増加 P による

水平距離 rの地点における水平変位 rU  及び上下変位 zU は以下のように記述される。 

2 2 3/2

2 2 3/2

3
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2

2 ( )

r

z

r
U K

D r

D
U K

D r

K a P
 
  








 


        (1) 

ここにとはラメの定数である。=とすると、圧力源の強度を表す係数 Kは 

33

4
K a P


         (2) 

となる。直交座標系上の圧力源の位置を ( , , )s s sx y zS  、観測点の位置を ( , , )x y zx とす

ると、変位ベクトル ( , , )x y zu u uU は以下のようになる。 
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なお、ここで x軸、y軸、z軸はそれぞれ、東、北、鉛直下向きとする。したがって、観

測点 ( , , )i i i ix y zx の観測点 ( , , )j j j jx y zx に対する相対変位ベクトル , , , , , , ,( , , )i j x i j y i j z i ju u uU

は以下のようになる。 
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2) 圧力源の位置と強度の決定 

圧力源の位置を与えると、(4)式に示すように相対変位ベクトルの理論値 cU と観測値 oU

は Kに対して線形であるので、まず、線形近似に 適な Kを決定した。近似式は以下のよ

うにした。 

 
o c

(0,0, )

K

l

 


U U L

L
       (5) 

水平変位は距離 rにおいて変位量を 0 とすることができる。一方、上下変位は無限遠に

おいて変位量 0 に漸近するが、0 にはならないので、上下変位量を 0とする基準点におい

ても常に上下変位を伴っており、これを評価するためにオフセット項ｌを含めた。 

その上で、グリッドサーチによって圧力源の位置 ( , , )s s sx y zS をステップ的に変えること

により理論値 cU と観測値 oU の二乗和が 小となるように、試行錯誤的に決定した。 

 

3)圧力源の体積変化 

球状圧力源内の静水圧変化P による圧力源の半径の変化分aは、萩原(1977)による

と、 

 
4

a P
a




   、       (6) 

と、表すことができる。初期状態の圧力源の体積 V0は以下のようになり、 

 
3

0

4

3
V a         (7) 

静水圧変化が加わった状態の圧力源の体積 Vdは、 
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          (8) 

と記述できる。aは aに対して十分小さいとして（8）式の第 3 項以下を無視すると

（Delaney and McTigue, 1994 を参照)、圧力源の体積変化量Vpは次式によって近似でき

る。 

 
3

0 4p d
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V V V a

a
 

          (9) 

(2)式と(5)式から、体積変化量Vpは圧力源強度 Kの関数となる。 
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4)GNSS キャンペーン観測による圧力源の同定 

ここでは、平成 27 年度から原子力規制庁が「原子力施設等防災対策費等委託費（火山

影響評価に係る技術的知見の整備）事業」により設置した姶良カルデラ周辺の 10 か所の

GNSS 観測点に加え、京都大学防災研究所が所有する桜島島内および姶良カルデラ周辺の定

常観測点、さらに国土地理院の電子基準点を利用することにより、2年以上の期間を対象

にしてデータを解析して圧力源の位置と体積変化を求めた。基準とする解析対象期間は中

之島におけるキャンペーン観測に合わせて，毎年 11 月下旬とした。 

表 2.1-2-1 にキャンペーン観測に合わせた解析期間の設定を示す。観測期間は 4 日であ

る。 

変位量を算出した解析観測の組み合わせを表 2.1-2-2 に示す。また、観測点の位置を図

2.1-2-1 に示す。 

表 2.1-2-1 キャンペーン観測に合わせた解析期間の設定 

 観測期間（UT） 使用観測点数 サンプリング間隔 

2015 年 11 月 23 日～26 日 49 1 秒 

2016 年 11 月 21 日～24 日 58 1 秒 

2017 年 11 月 27 日～30 日 63 1 秒 

2018 年 11 月 26 日～29 日 65 1 秒 

2019 年 11 月 25 日～28 日 68 1 秒 

 

表 2.1-2-2 変位量を算出した解析期間の組み合わせ 

 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 2019 年 

2015 年 － － － － － 

2016 年 － － － － － 

2017 年 
期間 A 

（2 年） 
－ － －  

2018 年 
期間 B 

（3 年） 

期間 C 

（2 年） 
－ － － 

2019 年 
期間 D 

（4 年） 

期間 E 

（3 年） 

期間 F（2

年） 
－ － 
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図 2.1-2-1 GNSS 観測点及び水準点の位置図。黄色丸が GNSS 観測点を、□は水準点を示

す。座標は 2 系である。  
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図 2.1-2-2 圧力源の位置と観測値と理論値の残差の空間分布。A～Fは表 2 の期間に対応

する。観測値と理論値の残差の空間分布はカラーバーで示した。それぞれの A～F につい

て、上図が平面図、下図が東西方向の断面図である。〇が圧力源の位置を示す。＋は GNSS

観測点の位置である。水平座標は 2 系である。 
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表 2.1-2-3 圧力源の位置と体積変化 

期

間 

2 系 

Y（E-W） 

（m） 

2 系 

X（N-S） 

（m） 

深さ

（m） 
緯度 経度 

K 

×106 

体積 

変化量 

×106m3 

体積変化率

×106m3/年 

A -29,750 -147,063 5,688 31°40′24″ 130°41′10″ 1.6 6.6 3.3 

B -30,750 -146,938 5,813 31°40′28″ 130°40′32″ 2.0 8.2 4.1 

C -32,688 -145,000 11,563 31°41′31″ 130°39′19″ 3.8 15.7 5.2 

D -30,125 -147,250 6,188 31°40′18″ 130°40′56″ 2.6 10.8 5.4 

E -31,625 -145,250 10,750 31°41′23″ 130°39′59″ 3.9 16.3 5.4 

F -30,750 -146,813 10,375 31°40′32″ 130°40′32″ 2.3 9.6 2.4 

 

 

図 2.1-2-3 期間 A～F における圧力源の位置。カラーバーで示す残差の空間分布は期間 A

～F におけるそれぞれの解析による残差の総和である。A～F は表 2 の期間及び表 3の位置

に対応する。 
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5)GNSS によって計測された水平変動を用いた圧力源の同定 

GNSS によって計測された地盤変動のうち水平成分のみを用いて、表 2.1-2-2 に示した期

間ごとに圧力源の位置と体積増加量を決定した。結果を図 2.1-2-2 および表 2.1-2-3 に示

す。これらの位置をまとめたものを図 2.1-2-3 に示す。圧力源の深さは 6km 付近と 11km

付近に求められた。6km 付近に圧力源が決まったのは、期間 A、B、Dであり、いずれも

2015 年 11 月の観測を含むものである。 

 

6)桜島島内の圧力源の効果の評価 

桜島および姶良カルデラ周辺の地盤変動の観測から姶良カルデラ中央部の圧力源に加

え、桜島島内にも圧力源の存在が知られている。Yoshikawa (1961)や江頭・他（1988）は

南岳の直下の深さ 5km 付近にもそれぞれ増圧源及び減圧源を仮定して水準測量により得ら

れた上下変動を説明した。Hotta et al.(2016)は、桜島の中央火口丘に近い場所に設置さ

れた GNSS 観測によって得られた地盤変動も用いることにより、北岳付近の膨張源と南岳

浅部の減圧源とを分離した。このことから、北岳付近にも圧力源が推定できる。そこで桜

島北部の上下変動を検討してみる（図 2.1-2-4）。 
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図 2.1-2-4 水準測量による桜島北部（水準点 S26）の上下変動の時間変化（上段）。桜

島西部の水準点 S17 の相対標高により示す。中段は年間火山灰放出量、下段は年間爆発回

数を示す。 

 

水準測量から明らかとなった上下変動は、1974 年から 1992 年の桜島南岳の噴火活動の

盛期に沈降を示したが、1991 年 12 月～1995 年 8 月の間に上昇に転じ、隆起が現在でも

続いている．1974 年に沈降が始まった時点まで回復したのは 2006 年である。姶良カルデ

ラ西縁（水準点 2474）の上下変動も桜島南岳の噴火活動の 盛期の 1982 年ごろから沈降

し始め、噴火活動の低下とともに隆起に転じているが、沈降開始時のレベルには 1996 年

ごろには回復しており（図 2.1-1-1）、2006 年には 1985 年のレベルよりも約 7 ㎝高い。

沈降速度が も早い 1982 年から 1985 年についてみてみると、姶良カルデラ西縁（水準点

2474）の沈降は約 1cm であるが（図 2.1-1-1）、桜島北部（水準点 S29）の沈降は約 3.5cm

である（江頭・他，1988）。図 2.1-2-3 に示した圧力源の位置と同じであるとすれば、水

準点 2474 と S29 は圧力源からほぼ等距離にあり、この沈降量の差と矛盾する。以上のこ
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とから姶良カルデラ中央部に求められた単一の圧力源で説明することはできないので、桜

島北部に別の圧力源を仮定し、姶良カルデラ中央部の圧力源とは異なる時間変化で収縮

し、膨張したと考える方が妥当である。1992 年以降の桜島の隆起においても、桜島北部に

は、江頭・他（1988）により も沈降量が大きいとされる S29 付近に圧力源があり、この

浅部圧力源が膨張した可能性がある。上下変動の時間変化は 2014 年 11 月から 2016 年 11

月の期間において大きい（図 2.1-1-16）。圧力源が姶良カルデラ中央部の深さ 6km 付近に

推定された期間 A、B、D はいずれも上下変動の時間変化速度が大きい 2014 年 11 月から

2016 年 11 月の期間を含んでおり、桜島北部の浅部の圧力源の急速な膨張により、局所的

に隆起膨張が生じたため、見かけ上，姶良カルデラ中央部の圧力源が浅く求められた可能

性がある。 
 

7) 考察 

今回の解析により求められた圧力源の位置は、これまで知られている圧力源の位置

（Mogi,1958、江頭・他、1998、井口・他、2008、Hotta et al., 2016 など）とほぼ同様

に、姶良カルデラの中央部の深さ 10km 付近に求められており、 近 100 年間で圧力源の

位置は大きく変化していないことがわかる。一方、Hickey et al. (2016)は、井口・他

（2008）と同じデータを用いて、回転楕円体圧力源の中心を約 5km 東の若尊カルデラ西縁

に求めている。圧力源モデルの相違や地形、地殻構造の異方性及び粘弾性効果の有無など

解析方法に様々な違いがあるが、この原因の 大の理由は桜島島内における GNSS データ

の取捨選択にある。このことは、観測点の配置の重要性を意味する。姶良カルデラ北縁の

水準測量による上下変動を見る限り、Hickey et al.(2016)が求めた回転楕円体圧力源の

中心の位置は東に寄りすぎているように見える。 

南九州では、水平変位速度の空間変化から西方にある沖縄トラフの拡大の影響による北

西-南東方向に伸張するような水平変動が支配的である（渡部・田部井、2004）。Takayama 

and Yoshida(2007) はそのようなテクトニックな広域地盤変動の空間特性を緯度（ ）と

経度（ ）の線形結合により以下のように表現した。 

1 1 1

2 2 2

x

y

T a b c

T a b c

 
 

  

  
       (11) 

Hotta et al.(2016)は 1998 年から 2013 年までの GNSS データの解析から上式の係数を

a1=1.01, b1=−6.43, c1=113, a2=−1.96, b2=5.38, c2=54.8 と求めた。この式に基づいて計

算すると、桜島西部の SVOG を基準とした場合に姶良カルデラの北西では北西に、南東で

は南東方向への変位が生じる（図 2.1-2-5）。姶良カルデラに近い場所においては、姶良

カルデラの膨張による変位に比べ、テクトニック応力場による影響は顕著ではない。これ

に対して姶良カルデラから遠方では、カルデラの膨張による変位は小さくなるが、テクト

ニック応力場による影響は大きくなる。姶良カルデラから離れた観測点のデータを扱う際
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にはこの影響を除く必要がある。本稿における解析では姶良カルデラから北西方向に遠方

にある TOGO および TKAE 観測点の変位データを使用していないが、遠方の観測点までを含

めて解析するには、テクトニック応力場による影響の補正が必要となる。 

 

図 2.1-2-5 広域応力場の影響評価。SVOG を固定したときの相対ベクトルにより示し

た。 

 

図 2.1-1-16 に示すように、GNSS の基線解析において基線長が 10km 以下の場合は上下変

位成分であっても概ね、5mm 以下の精度で変位を決定できる。図 2.1-1-6 に示されるよう

に基線長が 10km 以上では誤差が大きい。本稿における解析では GNSS データを用いた場合

は水平変位成分のみの解析としているが、将来的には基線解析精度を向上させて上下変位

成分も用いるようにする必要がある。 
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1-3. 姶良カルデラへのマグマ供給量の推定 

姶良カルデラ下の地盤変動圧力源の体積変化は新たなマグマの貫入による増加量とマグ

マの流出による減少量との差分である。圧力源からのマグマの流出量を桜島からの火山灰

の放出量から見積もることができれば、圧力源の体積変化に流出量を加えることにより、

圧力源へのマグマの貫入量を見積もることができる。 

 

a. 桜島からの火山灰放出量の検討 

姶良カルデラ地下から流出するマグマの量を見積もるために、桜島から放出される火山

灰の放出量を見積もる必要がある。桜島からの火山灰放出量を見積もるための基礎データ

として、鹿児島県が行っている降灰量調査のデータを利用する。しかし、鹿児島県による

降灰量観測点の空間分布は必ずしも一様ではない（図 2.1-3-1）。噴火の際の気象条件等に

より比較的狭い範囲に降灰が集中した時などは、著しく多量の降灰があった地域に観測点

が存在しない場合もある。そこで、観測点の間隙を補い火山灰放出量の推定精度を向上さ

せる目的で、一部の噴火については噴火が発生した際に降灰状況の現地調査を行ってい

る。 

鹿児島県危機管理防災局は、1978 年以降県内の約 60 か所（図 2.1-3-1）に降灰量観測

点を設けて降下火山灰の量を調査しており、各観測点における月毎の面積あたり降灰重量

（以下では降灰量と表記する）を公表している（鹿児島県、2020）。本稿執筆時点で 2020

年 1 月までのデータが存在する。表 2.1-3-1 に 2019 年度において比較的降灰量の多かっ

た 2019 年 9 月以降の観測結果を示す。 

 

 

図 2.1-3-1 鹿児島県による降灰量観測点の分布（鹿児島県、2020 を改変） 
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桜島から放出された火山灰量の総量を推定するのに、江頭・石原(1979)、Eto（1989, 

2001）の方法を用いた。これは中心角 45°の 8 方位の扇形の領域について、火口から 3 

km 以内の近傍では指数関数を、3km 以上の遠方ではべき関数を仮定して、それぞれ領域毎

に火口からの距離に対する降灰量の分布関数を求め、これを積分して領域内の総降灰重量

を算出するものである。遠方領域では降灰量分布関数において降灰量が 10 g/m2になる距

離を限界距離として 3 km から限界距離までを積分範囲としている。ここでは、鹿児島県

危機管理防災局が公表しているものに鹿児島県農政部が行っている降灰調査の観測点を加

えた約 100 地点の観測結果を基に、月毎の火山灰放出量を求めた。図 2.1-3-2 に、2019

年 9 月以降の各観測点の降灰量と南岳からの距離の関係を示す。 

鹿児島県が調査を開始した 1978 年 6 月以降は、このようにして得られた月毎の推定総

降灰重量データが蓄積されている（図 2.1-3-3 ）。2019 年度においては 8 月までは降灰量

が 5 万トン以下と少なかったが、9月より増加し 11 月および 12 月には 30 万トンを超える

火山灰が放出された。2019 年 4 月から 2020 年 1 月までの総降灰量は 126 万トンであっ

た。 
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表 2.1-3-1 鹿児島県による降灰量調査結果の例。各観測点の南岳火口からの距離および月

毎の面積あたり降灰重量（鹿児島県、2020）を示す 

観測点名 南岳からの距離 月間降灰量
km g/㎡

2019年9月 2019年10月 2019年11月 2019年12月 2020年1月
湯ﾉ平 3.0 802 2453 2721 560 445
二俣上 4.5 53 336 1392 1392 910
二俣 5.0 63 140 618 541 541
武 5.2 278 115 587 440 204

藤野 4.9 46 45 516 598 140
赤水 4.5 557 837 441 245 465
小池 5.7 188 473 831 290 182
高免 5.1 20 892 897 927 254
園山 5.8 31 333 822 712 150
黒神 4.5 138 723 1523 471 503
有村 3.1 97 685 3555 4702 1585
湯之 3.5 1068 1584 327 212 183
持木 3.8 874 1464 337 163 145

桜島口 5.3 43 367 2011 654 1736
海潟 7.3 10 80 721 969 644
垂水 10.5 12 57 383 585 168

牛根麓 9.0 45 145 582 296 691
柊原 14.8 12 50 329 352 136
二川 12.5 20 32 161 172 314

市役所 9.7 61 107 190 26 75
坂元 10.8 56 89 130 13 25
吉野 8.6 126 59 182 54 17
丸岡 14.8 26 66 31 8 3
東開 12.0 41 78 15 8 9
広木 13.7 36 76 53 12 19
谷山 15.7 38 33 6 3 5
城南 9.0 85 244 322 137 63

福山町 18.7 3 4 70 14 8
輝北町 20.0 5 26 132 121 78

加冶木町 17.8 3 6 28 11 18
隼人町 20.0 2 6 5 2 20
姶良町 16.7 14 9 44 15 11
吉田町 17.4 26 5 24 3 3
国分 20.4 2 34 9 14 23
溝辺 27.8 1 2 4 2 3
蒲生 21.9 11 1 31 22 6
霧島 31.3 1 5 1 1 2
栗野 41.8 1 1 3 1 5
郡山 20.2 22 25 29 11 11
松元 21.4 32 54 38 6 11
日吉 29.6 40 27 28 4 27

串木野 39.2 1 2 8 1 1
金峰 33.2 1 3 1 1 1

宮之城 40.8 1 1 5 2 1
東郷 43.8 5 1 2 1 1
知覧 32.8 1 4 1 2 1
笠沙 48.4 1 1 1 1 1
枕崎 48.4 10 4 1 1 1
大隅 32.0 1 1 17 5 6
財部 35.7 1 2 12 1 4
大崎 37.2 1 1 9 8 3

志布志 43.5 1 1 14 9 4
喜入 25.2 3 8 1 1 1
山川 41.8 1 5 4 2 1
鹿屋 28.4 1 1 15 11 22
高山 38.2 1 1 14 8 11

大根占 39.5 1 1 15 18 6
内之浦 51.8 1 1 4 8 8
佐多 54.2 1 1 2 6 2

霧島田口 36.3 0 0 0 0 0
牧園高千穂 37.2 0 0 0 0 0

菱刈 48.0 0 0 0 0 0
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図 2.1-3-2 鹿児島県の降灰観測点における月別降灰量と南岳からの距離の関係。2019 年 9

月から 2020 年 1 月。観測点の位置により南岳を中心とした 8 方位に区分して示した。青

線は 小自乗近似による南岳からの距離に対する降灰量分布関数を示す。 
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図 2.1-3-2 （続き 1） 
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図 2.1-3-2 （続き 2） 

 

 

 

図 2.1-3-3 桜島火山から放出された月別推定総降灰重量とその累積値（1978 年 6 月以降

2020 年 1 月まで）縦棒は月間推定総降灰重量、線はその累積値をそれぞれ示す。単位：万

トン。 
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 また、期間中に発生した噴火のうち、一部のものについては噴火が発生した際に降灰状

況の現地調査を行っている。図 2.1-3-4 は 2019 年 7 月 28 日 17 時 54 分に発生した南岳の

噴火による降灰状況を調査した例を示す。気象庁の発表によればこの噴火による噴煙は火

口上約 3500m の高度に達し、強風のため図 2.1-3-4a に示すように南岳の北北東方向の狭

い範囲に集中的に降灰をもたらした。この噴火に伴う降灰により 7月 28 日は鹿児島空港

の滑走路が一時使用停止となり航空便の欠航が発生した。なお、2019 年 7 月はこの噴火以

外の噴火はごく小規模であった。 

翌 7 月 29 日に現地調査を実施し降灰範囲や降灰状況の調査および降灰量を求めるため

の試料採取を行った。図 2.1-3-4b は鹿児島空港に隣接する新日本航空株式会社構内の降

灰状況で、ここでの降灰量は 55g/㎡であった。南岳の北方約 25km の姶良市下名周辺でも

少量の降灰が確認できたが降雨のため試料採取ができず、目視観察から降灰量は 10g/㎡程

度とみられた。 

得られた場所ごとの降灰量を基に江頭・石原(1979)、Eto（1989, 2001）の方法で距離

に対する降灰量分布関数を決定した（図 2.1-3-4c）。現地調査の結果から降灰範囲を南岳

からの方位角-10°～20°の扇形として当該の噴火による総降灰重量を求めると約 3 万ト

ンとなった。 

 

 

 

図 2.1-3-4 2019 年 7 月 28 日に発生した南岳の噴火による降灰の現地調査結果。a) 降灰

の分布範囲と降灰量。（）内は目視による推定量。b) 降灰の状況（鹿児島空港付近）。c) 

降灰量と南岳からの距離の関係。（シンボルは図 2.1-3-2 と同様）。 
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図 2.1-3-5 2019 年 7 月の鹿児島県の降灰量観測点における月間降灰量と南岳からの距離

の関係。北－北東方向（左）および北西－北方向（右）を示す。（シンボルは図 2.1-3-2

と同様）。 

 

一方、鹿児島県の降灰観測結果をみると、観測点が比較的密に分布する桜島島内におい

ては高免観測点で 2019 年 7 月の月間降灰量として 264g/㎡が得られている。しかし桜島島

外では降灰が集中した鹿児島空港近傍には鹿児島県の降灰量観測点がなく、周辺の国分、

溝辺、加治木の各観測点の 2019 年 7 月の月間降灰量はいずれも 1g/㎡であった。図 2.1-

3-5 は、2019 年 7 月 28 日の噴火による降灰範囲（図 2.1-3-4a）を含む北－北東方向およ

び北西－北方向の鹿児島県の降灰量観測点における月間降灰量（2019 年 7 月）と南岳から

の距離の関係を示したものである。図 2.1-3-5 の鹿児島県の降灰量観測点のみに基づく降

灰量分布関数から推定した７月の月間総降灰重量は、北－北東方向で 3.5 千トン、北西－

北方向で 0.8 千トンであり、現地調査に基づく 7 月 28 日の噴火による総降灰重量に比べ

てはるかに少ない。2019 年 7 月については、7月 28 日の噴火による降灰が集中した地域

に鹿児島県の降灰量観測点が存在しなかったために推定総降灰重量が過小になっていると

考えられる。このように強風等により狭い範囲に降灰が集中した場合には、依然として噴

火に伴う現地調査を併用する必要があることを示している。 

また、比較的少量の降灰を検出する試みとして、2019 年 11 月 23 日より光散乱式粉塵

計による浮遊粒子状物質濃度の連続観測を開始した。使用した粉塵計は英国 Turnkey 

instruments 社製 Dustmate で、総浮遊粒子、PM10、PM2.5 および PM1 の濃度を、粒子密度

1.5g/㎤を仮定した重量濃度として 0.1 ㎍/㎥の分解能で記録する。記録間隔は 1 秒から 1

時間の範囲で設定できる。今回の観測では、京都大学防災研究所附属火山活動研究センタ

ー桜島火山観測所本館屋上に粉塵計を設置し、1 分または 2 分の記録間隔で連続観測を行

っている。粉塵計の設定ミスなどによる欠測期間がわずかにあるが、観測開始後ほぼ連続

した記録が得られている。 
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図 2.1-3-6  粉塵計による浮遊粒子状物質濃度の時間変化（1 時間値） 

 

図 2.1-3-6 は、粒径クラスごとに得られた濃度を 1 時間平均値で示したものである。観

測された総浮遊粒子濃度はおおむね 100 ㎍/㎥以下で推移しているが、時折それを超える

高濃度が検出される。観測期間がまだ短く、期間内に桜島火山観測所において降灰が目視

等で確認できたのは数回しかない。また、粉塵計で検出された高濃度イベントのすべてが

降灰によるものではなく、野焼きによる煙が流れてきたケースや、降雨の際にも高い浮遊

粒子濃度が検出されることがわかってきた。 

図 2.1-3-7 に、2020 年 2 月 21 日 7 時 10 分に発生した南岳の爆発的噴火による降灰の

際の粉塵計の記録を示した。噴火発生前は総浮遊粒子濃度が 40 ㎍/㎥前後で推移していた
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が、噴火発生の約 30 分後から総浮遊粒子濃度および PM10 濃度が増加し始め 1 分値で 大

140 ㎍/㎥に達した。一方で総浮遊粒子濃度が増加し始めるのと同時に総浮遊粒子濃度に対

する PM2.5 の比が減少し始め 0.1 程度の値に達した。その後 9 時 30 分頃まで断続的に高

い総浮遊粒子濃度が検出され、その間の PM2.5/総浮遊粒子濃度比は 0.1 前後の低い値を保

っていた。9時 15 分頃に地表に堆積した火山灰を採取して計量したところ、降灰量は約

70g/㎡であった。なお、桜島火山観測所では、本課題とは別に、大きさ 250 ㎛以上の落下

する粒子を検出可能な光学式ディスドロメーターを用いた降灰観測を行っているが、上記

の期間の落下粒子の検出はなかった。 

味喜ほか（2014）は 2013 年に同様の粉塵計による観測を行い、降灰時に PM2.5/総浮遊

粒子濃度比が 0.1 以下になることを指摘しており、降下火山灰に含まれる微小粒子は通常

大気中を浮遊するものよりもサイズの大きい粒子の割合が大きいと考えた。図 6 の例の場

合も PM2.5/総浮遊粒子濃度比が総浮遊粒子濃度の増大とともに減少しており，降灰を検出

できたものと考えられる。このような特徴は機械観測によって少量の降灰を検出できる可

能性を示すと考えられるが、降灰とそれ以外の要因での浮遊粒子濃度の増大との確実な区

別の基準や、浮遊粒子濃度と降灰量との関係を明らかにするにはさらに観測を継続して事

例を増やす必要がある。 

 

図 2.1-3-7 粉塵計によって降灰による高濃度を検出した例。2020 年 2 月 21 日 6 時から 10

時までの総浮遊粒子濃度（青）および総浮遊粒子濃度に対する PM2.5 濃度の比（橙）。そ

れぞれ 1 分値を示す。 
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b. 姶良カルデラへのマグマ供給量の推定 

1) 姶良カルデラへのマグマ供給量の推定 

1-2 項で推定された姶良カルデラ下の圧力源の位置をもとにマグマ供給量の時間変化を

推定してみた。図 2.1-3-8 に GNSS 観測点 YOSI と MAKI の間の水平距離の時間変化示す。

観測点 YOSI と MAKI は姶良カルデラの西縁と東縁にあり、基線は圧力源のほぼ直上を横断

しており、桜島と姶良カルデラの北岸を結ぶ南北測線に比べ桜島の影響を受けにくく、姶

良カルデラ中央部下の圧力源の体積変化を直接的に表していると考えられる。2010 年から

2019 年までに約 7cm 伸長しているが、2015 年 1 月ごろから 2017 年 1 月頃までの伸長率が

大きく、12mm/年の速度で伸びている。2018 年以降の伸長率は 3mm/年であり、2012 年から

2014 年の伸長率とほぼ同じである。 

 

  

図 2.1-3-8 GNSS 観測点 YOSI と MAKI の間の水平距離の時間変化。観測点 YOSI と MAKI

の位置は右図に示す。赤丸は貫入体積の計算に用いた圧力源の位置を示す。 

 

そこで、GNSS 観測点 YOSI と MAKI の間の水平距離の変化は姶良カルデラ中央部に位置す

る圧力源へのマグマの貫入と考え、その貫入体積の時間変化を見積もってみた。圧力源の

位置を姶良カルデラの中央部の深さ 10km 付近に固定（ここでは、期間 E における圧力源

の位置を適用）することにより、図 2.1-3-8 に示した YOSI と MAKI の間の水平距離の変化

から圧力源の体積変化の時間変化を得ることができる。 

火山灰の放出重量はさきの図 2.1-3-3 に示したように 1 か月ごとの値が見積もられてい

る。これを圧力源における体積に換算する場合に、DRE として密度を 2500kg/m3にする場合

が多い（例えば、江頭・他、1998）。一方、マグマは噴出後に固形の火砕物となるもの以

外に多量の揮発性成分を含んでいるので、密度は 2500kg/m3よりも小さいと考えた方が妥

当であろう。そこで、ここでは密度を 2500kg/m3と 1000kg/m3とした場合について計算し

た。 
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結果を図 2.1-3-9 に示す。2010 年から 2019 年までの 9 年間で、密度を 2500kg/m3とし

た場合、マグマの供給量は 65×106m3、1000kg/m3とした場合は 95×106m3であるので、供給

速度はそれぞれ、7×106m3/年、11×106m3/年となる。密度を 1000kg/m3とした場合でも、こ

れまで知られているマグマの供給速度 1×107m3/年（Ishihara,1981）と同程度であるの

で、 近 100 年間のマグマの供給速度と同等か、それよりもやや少ないという評価にな

る。一方、一時的にマグマの供給速度が増加している時期が 2011 年 10 月～2012 年 3 月、

2014 年 10 月～2015 年 6 月に見られる。密度を 1000kg/m3とした場合、一時的ではあるが

これらの時期におけるマグマの供給速度は 2×107m3/年となるので、平均速度の約 2 倍に達

している。 

 

図 2.1-3-9 姶良カルデラの中央部の圧力源へのマグマ供給量の時間変化。1 か月ごとの

値をプロットした。マグマ供給量の時間変化は密度を 2500kg/m3と 1000kg/m3とした場合に

ついて示す。火山灰放出量（棒グラフ）も合わせて示した。 

 

2)考察 

本稿の解析においては桜島島内の北部に推測される圧力源（Iguchi et al., 2013; 

Yamamoto et al., 2013; Hotta et al., 2016）を無視したが、桜島へのマグマ供給速度

が増加して桜島北部に推定される局所的な圧力源の膨張の効果が大きいときは、その影響

を無視できない。本稿の解析においても桜島北部における急な隆起が観測された時期を含

む期間 A、B、D において圧力源が深さ 6km 付近に求められた。観測点が稠密であるにもか

かわらず、これまで求められている桜島北部の圧力源は解析ごとに位置が変わっているの
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で、桜島北部の圧力源のとりあつかいには今後も検討を要する。また、姶良カルデラへの

マグマ供給量についても姶良カルデラ中央部の圧力源の体積変化と桜島からの火山灰放出

量のみから評価したこの圧力源からの流出の和で求めており、桜島内部に貯留されつつあ

るマグマ量は評価していない。桜島内部に貯留されつつあるマグマ量を評価するために

は、桜島北部の圧力源の位置と体積変化量を明確化する必要がある。 

 

1-4. まとめ 

これまで行ってきた姶良カルデラにおける地盤変動観測網における観測を継続するとと

もに、姶良カルデラ内部の既設観測点の改善および観測点の新設を行い、観測網を強化し

た。観測網を強化することにより姶良カルデラ中央部を南北に横切る安定した基線を確保

することができた。 

また 2015 年後半から 2019 年までの姶良カルデラ周辺の地盤変動観測から、姶良カルデ

ラ下の圧力源の位置とその体積変化を見積もった。 

GNSS 観測により得られる水平変動から求められた圧力源の位置は、これまでの研究によ

り知られていた圧力源の位置と同じく、姶良カルデラの中央部の深さ 10km 付近であっ

た。今後は垂直変動成分も加えた解析を検討する必要がある。 

桜島からの火山灰等の噴出量を姶良カルデラからのマグマ流出量として考慮した結果、

2010 年から 2019 年までの姶良カルデラへのマグマの供給率は 7～11×106m3と見積もら

れ、過去の見積もりと同等もしくはそれを下回る量であった。ただし、一時的にその 2 倍

程度の供給率となる時期もあった。 

また、姶良カルデラの地盤変動圧力源の推定には、桜島北部に存在する別の圧力源の影

響とテクトニック応力場による影響を考慮しなければならない。桜島北部の圧力源の位置

と深さは時期によって別の場所に推定されるうえに桜島へのマグマ供給量が増加するとそ

の影響は強くなることから、その体積変化量と合わせて今後の取り扱いごとに検討を加え

る必要のあることが明らかになった。一方、テクトニックな応力場による変位は姶良カル

デラ遠方のデータを取り扱う際に影響が無視できないことが示された。このことから今後

より深い圧力源の影響を評価する場合には、テクトニックな応力場による変位の除去をし

てからデータ解析をする必要がある。 
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2．姶良カルデラにおける海底地盤変動観測の検討 

 姶良カルデラでは現在も地盤変動が継続している。姶良カルデラにおける地盤変動が注

目されるようになったのは 1914 年に発生した桜島の大正噴火活動以降である。  

Omori(1920)は桜島大正噴火後の鹿児島湾北岸一帯の地盤の変動を指摘した。桜島大正

噴火後の海底調査でカルデラ西部に 7m の海底の沈降が観測されている(Omori, 1920)。江

頭ほか(1997)は桜島の活動期の 1974～1988 年の 14 年間に桜島の北岸で 230 mm に達する

大きな沈降量をとることを見いだし、その変動量の分布は桜島の北にある力源 A と桜島の

南岳直下の力源 B とが膨張するモデルで説明出来るとした。したがって桜島の北方沖の姶

良カルデラ中央部では垂直変動量が大きいことが期待でき、海底地盤変動観測装置の設置

に好適な場所であると考えられる。江頭他(1997)の見いだした垂直地盤変動の速度は-

16.4 mm/year であった。江頭他(1997)の記述した桜島の活動期は南岳火口を中心とした

ブルカノ式活動であったが、2006 年以降の南岳東山腹の昭和火口に活動の中心が移動して

いた時期も北部鹿児島湾沿岸の地盤変動の特徴は変わっていない（Yamamoto et al., 

2013）。 Yamamoto et al. (2013)によれば桜島北岸で 1997～2007 年の 11 年間に 100 mm

に及ぶ隆起量が観測され、9 mm/year の垂直地盤変動速度が示された。このことから桜島

の北方沖の海底では概ね 10 mm/year 程度の速度の垂直地盤変動量が期待される。 

 したがって、姶良カルデラの監視を目的とした海底地盤変動観測では、桜島の北方沖で

10mm/Year オーダーの垂直変動を連続的に観測することが要求される。 

 近年では海底における地盤変動の観測法として GNSS 音響結合方式(GNSS/A)が実施され

るようになってきた。GNSS/A は海底に３点以上のミラートランスポンダを設置し、海面で

GNSS によって測位された船からの音響発振に対するミラートランスポンダの応答の走時か

ら、ミラートランスポンダの位置を決定する方法である(Spiess, 1985)。Spiess et al. 

(1998)は GNSS/A による海底地殻変動観測で Juan de Fuca プレートの動きを直接計測する

ことに成功している。国内でも 2000 年代以降海上保安庁、名古屋大学、東北大学などで

導入がなされた。現状ではいずれの機関もキャンペーン観測のスタイルで海底地盤変動観

測を運用している。GNSS/A 方式の垂直位置の決定精度に関する記述は見当たらないが国内

で実施された例として Fujita et al. (2006)によればその水平位置決定精度はおおむね

2cm 程度であるので、垂直位置の決定精度も同様であろうと考えられる。 

 また本研究の海底地盤変動観測装置では、観測点 1 カ所につき一カ所の水中に自立する

構造物とするのが適切であると考えられる。一方、GNSS/A では海底のミラートランスポン

ダが３カ所以上必要なことに加えて、1 カ所の海面設備が必要である。長期間の連続観測

を維持する観点からは、維持管理の対象となる機器設置点が少ないほうが良い。GNSS/A で

は水深と同程度の多角形頂点上にミラートランスポンダを設置する必要がある。国内では

水深 1000m 以上の場所での場所での実績がある。このことから類推すると、GNSS/A を平均

水深 100m の鹿児島湾で実施する場合を考えると、1 辺 100m 程度の三角形の頂点にミラー

トランスポンダを配置し、その中心に GNSS 受信機および音響送受信機を搭載したブイを
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配置することになる。しかしながら鹿児島湾では底引き網漁業が盛んな地域でもあり、観

測装置の占有面積が大きくなることは漁業への影響が大きくなることを意味しており、継

続的な観測の観点からは望ましいことではない。 

 このようなことを考慮して検討した結果、海底と結合して水中に自立する観測装置は鹿

児島湾に適した要素を兼ね備えていると考えられた。 

 本節ではこの水中に自立する観測装置の実現をねらい、複数の構造の基礎設計を行って

検討を加えた結果を報告する。2a 項ではイタリア国にある海底地盤変動装置と類似の装置

の構造と運用に関する調査の結果について報告し、2b 項では海底地盤変動観測装置の姶良

カルデラへの適応性の検討を、2c 項では地盤変動観測データと海底地形に基づく海底地盤

変動観測に も適切な場所の選定の結果を、2d 項では海底地盤変動装置の基礎設計と輸

送・設置工程についても検討を行った結果を報告する。 

  

a. イタリア国立地球物理学火山学研究所(INGV)がナポリ湾に設置した海底地盤変動装置

の現地調査 

 令和元年 6 月 30 日～7 月 4 日の日程で、イタリア国立地球物理学研究所(INGV)の海底

地盤変動装置と同じ構造の類似装置（以下、類似装置と称する）に関する調査をイタリア

国 RESINEX 社とフィレンツェ大学にて行った。類似システムに関する設計、設置や運用に

関して情報収集を行うことは、海底地盤変動装置の実現に向けて必要なことである。 

RESINEX 社はイタリア国立地球物理学研究所(INGV)が所有管理しナポリ湾で運用する海

底地盤変動装置の製造元であり、フィレンツェ大学が所有管理しストロンボリ島沖で運用

している津波早期警報システムの製造元でもある。そのため、同社は本案件に関連した観

測装置の構造に関連する情報の取得に 適であった。 

フィレンツェ大学では Ripepe 教授らのグループがストロンボリ島の火山活動に伴って

発生する津波の早期警戒システムを設置し、ストロンボリ島沖で運用中である。フィレン

ツェ大学は海中に観測塔を設置して観測運用中であり、本計画の海底地盤変動装置の運用

に関する情報の収集先として 適であった。 

 なお、当初の計画では INGV も訪問し、ナポリ湾に設置した海底地盤変動装置に関する

情報収集を実施することになっていた。しかし訪問に関する条件の一部で INGV 側と出発

直前まで折り合うことができず、INGV の訪問を断念せざるを得なかった。そのために類似

装置の調査を行うことになった。 

 

a-2. 聴取内容 

(1)類似装置の構造 

RESINEX 社社技術者から海底地盤変動観測装置類似の Elastic Buoy の構造に関して情報

を収集した。 

軸の材質：炭素鋼 



 199 

浮力体の材質：ポリエチレン外殻内にポリウレタン充填 

アンカー材質：コンクリートブロック。 

設計に必要な海洋環境パラメータ群； 

- 設置場所の具体的な水深 

- 設置場所における潮位変化量 

- 海流の深さ分布 

 - 風の強さ 

 - 水波の波高および周期分布 

 - 観測装置の総重量 

また、後述のフィレンツェ大学の類似装置の諸元はつぎのようなものである。 

Anchor weight: 23 tons, buoy: 7 ton. 

Instrument chamber 1.5 ～2m 直径、高さ 1.2 m 程度。 

 また具体的な鹿児島湾の環境条件を与えて、RESINEX 社の Elastic Buoy が鹿児島湾の環

境条件に適合する設計を実現できる可能性を検討する必要があることが明らかになった。 

 

 (2) 類似装置の運用 

フィレンツェ大学の関係者から類似装置の設置および運用に関する情報を得た。 

ストロンボリ島における設置場所の海底地形は急傾斜である。ストロンボリ島では設置

地点に運び込んだバージの上で類似装置の組み立て作業を行った。類似装置の設置には実

質２日を要した。 

ストロンボリ島周辺の海域では波高 10m、周期 10 秒の水波が特徴。常に波が高い状態で

あるので、8ヶ月に一度の頻度のメンテナンスで運用している。 

フィレンツェ大学の類似装置の諸元； 

Guralp 24bit digitizer (upto 1000 Hz sampling, 100 mA) 

 Tilt meter DOGS MEMS sensor (+/- 45 degree, 4Hz sampling) 

 Pressure sensors (25 Hz sampling 14m, 43m) 

 Temperature (1 Hz sampling 14m, 43m) 

 Hydrophone (250 Hz sampling 43m) 

 Communication: 5 GHz 10/100 Mbps (250 mA) 

 photo resistors (for light house monitoring) 

Power supply (4X100W solar panels, 5 kg Each＋ 60 Ah Pb battery X2 25 kg Each) 

なお、観測装置の消費電力は 

Guralp 24bit digitizer : 100 mA) 

Communication: 5 GHz 10/100 Mbps  : 250 mA) 

Sensors : 50 mA 

トータル: 400 mA 
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冬期の電源確保が困難なため、低消費電力の装置類を使用している。急な山の際に設置

されている（岸から 200m）ので、冬期は装置が山の陰に入り日が当たらない。 

類似装置で得られたデータは複数の系統で無線を介して伝送される。無線通信の距離は

類似装置間が 1ｋｍ以内。中継点からデータセンターまでが約 2km であった。データは大

学と Civil defence とに直接送られている。 

フィレンツェ大学では類似装置を用いた観測点のオンラインモニターを運用している。

オンラインモニターの項目は観測データと類似装置の状態パラメータで、リアルタイムで

把握している。 

 

a-3. まとめ 

イタリア国立地球物理学研究所(INGV)の海底地盤変動装置と同じ構造の類似装置に関す

る調査をイタリア国 RESINEX 社とフィレンツェ大学にて行った。RESINEX 社では類似装置

の構造と寸法に関する情報、さらには観測装置の設計を行うために必要な量に関する情報

を得ることができた。またフィレンツェ大学ではストロンボリ島における類似装置の運用

と設置に関する情報を得ることができた。類似装置のメンテナンス周期は８ヶ月であり、

低消費電力の無線通信を複数系統で運用することでデータ伝送路を確保していた。 

 また具体的な鹿児島湾の環境条件を与えて、RESINEX 社の Elastic Buoy が鹿児島湾の環

境条件に適合する設計を実現できる可能性を検討する必要があることが明らかになった。 
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b. 海底地盤変動観測装置の姶良カルデラへの適応性の検討 

 海底地盤変動装置の姶良カルデラへの適応性の検討を行うために、設置予定地域である

鹿児島湾の気象条件および海象条件を原子力規制庁(2019)から整理し、英訳を行った。  

 以下に作業成果を示す。この作業成果は後に述べる海底地盤変動観測装置の基礎設計に

際し、鹿児島湾の環境に関する基礎資料として用いた。 

 

鹿児島湾の気象・海象条件 

原子力規制庁(2019)から英訳。以下、本文を示す。この内容をイタリア国業者ならびに

国内業者に基礎設計の際の環境条件として提示した。 

(0) Location plan. 

Point 1: 31 39' 26.47" N, 130 38' 45.43"E:  

Point 2: 31 37'18.79" N, 130 43' 27.43"E;  The most preferable test site for the 

pilot model. 

 
Fig. 2.2-1 A location plan for the buoys 

 
  
  

Point 1 

Point 2 

Sakurajima 
Kagoshima port 

Makino-hara 

station 

Shin-jima 

Kagoshima 
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Fig. 2.2-2 A hydrographic chart of Kagoshima Bay (After Japan Coast Guard) 
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(2) Wind velocity and direction 

2-1. Wind roses; 

 

 
Fig. 2.2-3 A wind rose at Kagoshima station since 2009 through 2018. A thin 

curve indicates the total. A broken line indicates stronger wind than 5.0 m/s. 

 

 
Fig. 2.2-4 A wind rose at Makinohara station since 2009 through 2018. The same 

style as the previous. 
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2-2. Probable wind velocity 

 

Table 2.2-1 10-years, 30-years, and 50-years probable wind velocities at 

Kagoshima (top) and at Makinohara (bottom) stations. 

Kagoshima station 

 N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW 

10-years 

probable  

velocity 

13.93 16.28 16.68 13.66 14.31 14.14 14.57 20.03 13.37 12.38 11.00 12.16 11.62 13.92 13.07 16.85 

30-years 

probable 

velocity 

17.75 21.23 18.98 15.76 17.28 16.39 16.63 25.29 15.16 16.28 12.15 13.16 12.61 15.13 15.69 23.46 

50-years 

probable 

velocity 

19.80 24.11 19.93 16.61 18.56 17.31 17.47 27.90 15.89 18.73 12.62 13.62 13.01 15.65 17.34 27.63 

 
Makinohara station 

 N NNE NE ENE E ESE SE SSE S SSW SW WSW W WNW NW NNW 

10-years 

probable 

velocity 

12.22 8.15 16.02 16.05 14.91 16.58 13.02 9.10 7.48 9.58 7.91 5.16 8.68 10.46 11.25 9.67 

30-years 

probable 

velocity 

18.07 9.81 19.70 18.03 16.12 18.33 14.61 10.30 8.80 11.02 8.65 5.74 9.68 11.35 13.50 13.77 

50-years 

probable 

velocity 

21.48 10.49 21.20 18.84 16.67 19.05 15.26 10.79 9.37 11.93 8.95 6.03 10.18 11.79 14.64 16.35 
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Table 2.2-2 10-years, 30-years, and 50-years probable wind velocities on the sea 

surface. 

Direction 10-years 
probable wind 
velocity (m/s) 

30-years 
probable wind 
velocity (m/s) 

50-years 
probable wind 
velocity (m/s) 

N 15.2 21.1 24.5 
NNE 17.5 22.8 25.9 
NE 19.0 22.7 24.2 

ENE 19.1 21.0 21.8 
E 17.9 19.1 20.0 

ESE 19.6 21.3 22.1 
SE 16.0 17.9 18.8 

SSE 21.6 27.2 30.0 
S 14.4 16.3 17.1 

SSW 13.3 17.5 20.2 
SW 11.8 13.1 13.6 

WSW 13.1 14.2 14.7 
W 12.5 13.6 14.0 

WNW 15.0 16.3 16.8 
NW 14.3 16.9 18.7 

NNW 18.1 25.2 29.5 
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2-3. A tide level at Kagoshima port. 

Approximate difference between Highest Water Level (HWL) and Lowest Water Level 

is 2.8 m. 

Approximate difference between Historical Highest Water Level and Mean Water 

Level is 4.3m. 

 
Fig. 2.2-5 Tide level at Kagoshima port during January 1948 through December 

1991. 
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(3)Tidal current 

According to the estimated tidal current distribution, tidal current in the 

inmost of Kagoshima Bay is possibly no more than 0.5 kt.  

 
Fig. 2.2-6 A tidal current prediction (After Japan Coast Guard) 
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(4) Waves 

Table 2.2-3 Reduced wave heights and periods at the point 1 for 10-years 

probable wind velocity. 

10-years probable wind velocity at the point 1 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 15.2 8.3 1.0 3.2 

NNE 17.5 8.8 1.2 3.5 
NE 19.0 9.6 1.4 3.7 

ENE 19.1 13.9 1.5 4.0 
E 17.9 14.8 1.5 4.0 

ESE 19.6 13.8 1.6 4.1 
SE 16.0 14.2 1.3 3.8 

SSE 21.6 4.8 1.1 3.2 
S 14.4 3.7 0.6 2.5 

SSW 13.3 5.1 0.7 2.6 
SW 11.8 12.3 0.8 3.2 

WSW 13.1 10.5 0.9 3.2 
W 12.5 5.9 0.7 2.7 

WNW 15.0 6.0 0.8 2.9 
NW 14.3 6.8 0.8 3.0 

NNW 18.1 7.2 1.1 3.3 
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Table 2.2-4  Reduced wave heights and periods at the point 2 for 10-years 

probable wind velocity. 

10-years probable wind velocity at the point 2 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 15.2 11.9 1.1 3.5 

NNE 17.5 10.5 1.3 3.6 
NE 19.0 10.9 1.4 3.8 

ENE 19.1 10.3 1.4 3.8 
E 17.9 8.0 1.2 3.4 

ESE 19.6 7.3 1.3 3.5 
SE 16.0 7.6 1.0 3.2 

SSE 21.6 0.2 - - 
S 14.4 0.3 - - 

SSW 13.3 2.3 0.5 2.2 
SW 11.8 2.2 0.4 2.0 

WSW 13.1 2.3 0.5 2.2 
W 12.5 11.6 0.9 3.2 

WNW 15.0 12.7 1.2 3.6 
NW 14.3 13.3 1.1 3.6 

NNW 18.1 12.8 1.4 3.9 
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Table 2.2-5 Reduced wave heights and periods at the point 1 for 30-years 

probable wind velocity. 

30-years probable wind velocity at the point 1 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 21.1 8.3 1.4 3.7 

NNE 22.8 8.8 1.5 3.8 
NE 22.7 9.6 1.6 4.0 

ENE 21.0 13.9 1.8 4.3 
E 19.1 14.8 1.6 4.2 

ESE 21.3 13.8 1.8 4.3 
SE 17.9 14.2 1.5 4.0 

SSE 27.2 4.8 1.4 3.5 
S 16.3 3.7 0.7 2.7 

SSW 17.5 5.1 0.9 3.0 
SW 13.1 12.3 1.0 3.4 

WSW 14.2 10.5 1.0 3.4 
W 13.6 5.9 0.7 2.8 

WNW 16.3 6.0 0.9 3.0 
NW 16.9 6.8 1.0 3.2 

NNW 25.2 7.2 1.5 3.8 
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Table 2.2-6 Reduced wave heights and periods at the point 2 for 30-years 

probable wind velocity. 

30-years probable wind velocity at the point 2 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 21.1 11.9 1.6 4.0 

NNE 22.8 10.5 1.7 4.1 
NE 22.7 10.9 1.7 4.1 

ENE 21.0 10.3 1.5 4.0 
E 19.1 8.0 1.2 3.5 

ESE 21.3 7.3 1.4 3.2 
SE 17.9 7.6 1.1 3.1 

SSE 27.2 0.2 - - 
S 16.3 0.3 - - 

SSW 17.5 2.3 0.6 2.3 
SW 13.1 2.2 0.6 2.1 

WSW 14.2 2.3 0.5 2.2 
W 13.6 11.6 1.0 3.4 

WNW 16.3 12.7 1.3 3.7 
NW 16.9 13.3 1.4 3.8 

NNW 25.2 12.8 2.0 4.5 
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Table 2.2-7 Reduced wave heights and periods at the point 1 for 50-years 

probable wind velocity. 

50-years probable wind velocity at the point 1 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 24.5 8.3 1.7 4.0 

NNE 25.9 8.8 1.8 4.0 
NE 24.2 9.6 1.8 4.0 

ENE 21.8 13.9 1.9 4.4 
E 20.0 14.8 1.7 4.7 

ESE 22.1 13.8 1.9 4.4 
SE 18.8 14.2 1.6 4.0 

SSE 30.0 4.8 1.5 3.6 
S 17.1 3.7 0.8 2.7 

SSW 20.2 5.1 1.0 3.1 
SW 13.6 12.3 1.0 3.4 

WSW 14.7 10.5 1.0 3.4 
W 14.0 5.9 0.8 2.8 

WNW 16.8 6.0 0.9 3.0 
NW 18.7 6.8 1.1 3.2 

NNW 29.5 7.2 1.9 4.0 
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Table 2.2-8 Reduced wave height and period at the point 2 for 50-years probable 

wind velocity. 

50-years probable wind velocity at the point 2 
Direction Wind velocity 

(m/s) 
Maximum fetch 

(km) 
Reduced wave 

height (m) 
Reduced wave 

period (s) 
N 24.5 11.9 1.9 4.4 

NNE 25.9 10.5 1.9 4.3 
NE 24.2 10.9 1.8 4.2 

ENE 21.8 10.3 1.6 4.0 
E 20.0 8.0 1.3 3.6 

ESE 22.1 7.3 1.4 3.7 
SE 18.8 7.6 1.2 3.5 

SSE 30.0 0.2 - - 
S 17.1 0.3 - - 

SSW 20.2 2.3 0.7 2.5 
SW 13.6 2.2 0.7 2.2 

WSW 14.7 2.3 0.5 2.2 
W 14.0 11.6 1.0 3.4 

WNW 16.8 12.7 1.3 3.8 
NW 18.7 13.3 1.5 4.0 

NNW 29.5 12.8 2.5 4.9 
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Fig. 2.2-7 A wave height spectrum at Kagoshima port from 2008 to 2016. 

 
Fig. 2.2-8 A wave height rose at Kagoshima port from 2008 to 2016. 
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Table 2.2-9 Probable wave heights H0 and periods T0. 

Types NNE NE ENE E ESE SE SSE S 
10-years probable 

wave 
Ho(m) 1.49 1.35 1.46 1.52 1.52 2.25 2.39 2.08 
To(sec) 4.5 4.5 4.5 4.5 4.6 5.5 5.8 5.3 

30-years probable 
wave 

Ho(m) 1.75 1.57 1.61 1.72 1.72 2.82 3 2.19 
To(sec) 4.7 4.8 4.7 4.7 4.9 6.1 6.6 5.5 

50-years probable 
waves 

Ho(m) 1.86 1.68 1.67 1.81 1.8 3.06 3.26 2.32 
To(sec) 4.8 4.9 4.8 4.8 5 6.4 6.9 5.6 
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Fig. 2.2-9 A reduced wave height spectrum at Kagoshima port from 2016 to 2018. 

 
Fig. 2.2-10 A reduced wave height rose at Kagoshima port from 2016 to 2018. 
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(5)Summary 

5-1. Natural environment 

5-1-1.The depth of water 

Approximetely 140ｍ at the point 1, 

20～100ｍ at the point 2. 

 

5-1-2. Seabed geology 

Silty sand at the point 1, 

Sandy pumices or silty sand at the point 2. 

 

5-1-3. Wind direction and velocity 

ESE wind in 50-years probable wind velocity can contribute to develop wave 

height at the point 1 with considering the maximum fetch direction. 

NNW wind in 50-years probable wind velocity can contribute to develop wave 

height at the point 2. 

 
5-1-4. Tide level 

Recorded maximum high water was 428 cm. 

 

5-1-5. Tidal current 

The current is estimated to be less than 0.5 kt. 

 

5-1-6. Waves 

Wave heights in 50-years probable wave height are 1.9 m at the point 1 and 2.5 m 

at the point 2. Wave periods are 4.7 s at the point 1 and 4.9 s at the point 2. 
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Table 2.2-10 The environmental parameters. 

Location Point 1 Point 2 
Natural conditions Water depth [m] 140 m 50 m 

Seabed geology silty sand 
(expected) 

sandy pumice or 
silty sand 

Wind direction and 
velocity 

10-years probable velocity: 21.6 m/s (SSE) 
30-years probable velocity: 27.2 m/s (SSE) 
50-years probable velocity: 30.0 m/s (SSE) 

Water level Recorded maximum level: 428 cm at 
Kagoshima port 

Tidal current Less than 0.5 kt 
Maximum fetch 14.8 km (E) 13.3 km (NW) 
Reduced maximum 
wave height 

10-years probable 
height: 1.6 m 

10-years probable 
height: 1.4 m 

30-years probable 
height: 1.8 m 

30-years probable 
height: 2.0 m 

50-years probable 
height: 1.9 m 

50-years probable 
height: 2.5 m 

Reduced maximum 
wave period 

10-years probable 
period: 4.1 s 

10-years probable 
period: 3.9 s 

30-years probable 
period: 4.3 s 

30-years probable 
period: 4.5 s 

50-years probable 
period: 4.7 s 

50-years probable 
period: 4.9 s 
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Table 2.2-11 Environmental parameters in some conditions. 

Items Location Depth 30-years 

probable 

wind 

velocity 

Wind flow 

velocity 

Tidal flow 

velocity 

Significant 

wave 

period 

Significant 

wave 

height 

[m] [m/s] [m/s] [m/s] [s] [m] 

Case 1 Point 1 140 27.2 0.257 0.257 4.3 1.8 

Case 2 Point 1 140 27.2 0.544 0.257 4.3 1.8 

Case 3 Point 2 50 27.2 0.257 0.257 4.5 2.0 

Case 4 Point 2 50 27.2 0.544 0.257 4.5 2.0 

Case 5 Point 1 140 30.0 0.600 0.257 10.0 3.6 

Case 6 point 2 50 30.0 0.600 0.257 10.0 4.0 

Notes   Cases 5 

and 6: 

Under 

typhoon 

Cases 1 

and 3: 

Identical 

with tidal 

flow, 

Cases 2 

and 4: two 

percent of 

wind 

velocity. 

At 

maximum. 

Cases 5 

and 6: 

Under 

typhoon 

Cases 5 

and 6: 

Under 

typhoon 
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Fig. 2.2-11 Velocity profiles. Blue curves are tidal flow velocity, red curves 

are wind flow velocity, and green curves with dots are horizontal velocity of 

waves.  

 

Velocity profiles 
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出典 

Fig. 2.2-2: 海上保安庁・九州沿岸水路誌 書誌第 105 号 出典：海上保安庁  

Fig. 2.2-3 - Fig.  4 2-4: 気象庁 

Table 2.2-1: 気象庁 

Fig. 2.2-5: 鹿児島港港湾計画図 

鹿児島港 港湾計画図 出典：鹿児島県 

http://www.pref.kagoshima.jp/ak16/infra/port/minato/kagoshima/gaiyo/documents/10

652_20180808075540-1.pdf 

Fig. 2.2-6: ・九州沿岸水路誌 書誌第 105 号 出典：海上保安庁 

Fig. 2.2-7 – 2.2-10: (全国港湾海洋波浪情報網 : NOWPHAS : Nationwide Ocean Wave 

information network for Ports and HArbourS ), 

https://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/ 

上記以外の図：平成 30 年度原子力規制庁請負成果報告書、海底地殻変動観測に係る施設

設計・施工検討業務、平成 31 年３月。 
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c. 地盤変動観測データと海底地形に基づく海底地盤変動観測に も適切な場所の選定 

 既往の研究（たとえば江頭他, 1997）から北部鹿児島湾沿岸では桜島北岸で大きな上下

変動量が観測されてきた(図 2.2-12)。 

  

図 2.2-12 北部鹿児島湾沿岸における垂直変動（江頭他 1997） 

 

 江頭他(1997)は桜島の活動期の 1974～1988 年の 14 年間に桜島の北岸で 230 mm に達す

る大きな沈降量をとることを見いだし、その変動量の分布は桜島の北にある力源 A と桜島
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の南岳直下の力源 B とが膨張するモデルで説明出来るとした。したがって桜島の北方沖の

姶良カルデラ中央部では垂直変動量が大きいことが期待でき、海底地盤変動観測装置の設

置に好適な場所であると考えられる。江頭他(1997)の見いだした垂直地盤変動の速度は-

16.4 mm/year であった。江頭他(1997)の記述した桜島の活動期は南岳火口を中心とした

ブルカノ式活動であったが、2006 年以降の南岳東山腹の昭和火口に活動の中心が移動して

いた時期も北部鹿児島湾沿岸の地盤変動の特徴は変わっていない（Yamamoto et al., 

2013）。 Yamamoto et al. (2013)によれば桜島北岸で 1997～2007 年の 11 年間に 100 mm

に及ぶ隆起量が観測され、9 mm/year の垂直地盤変動速度が示された。したがって桜島の

北方沖で垂直地盤変動を観測する場合には概ね 10 mm/year 程度の速度の変動が期待され

る。 

 大きな垂直変動量が期待できる力源 A の地表（海底）付近は、水深の変化幅が大きい場

所でもある。力源 A の直上は水深が約 100 ｍであるのに対して、その数キロ東方には水深

10 m 未満の浅瀬が存在する。この浅瀬は１８世紀の噴火活動（安永噴火）に伴って形成さ

れた安永諸島に関連するものである。 

 終的には地盤変動圧力源 A の直上に海底地盤変動観測装置を設置することが望ましい

が、 終的な観測装置の製作設置に取りかかる前に小規模な試作機を製作して試験運用を

行い、各種観測データを得る必要がある。そのための試作機を設置する場所の候補とし

て、圧力源 A の東方に位置する安永諸島周辺の水深 50 m の場所を選定した（図２）。 

 選定された地点は 31°37’32.05”N 130°42’54.46”E  水深 50 m である。2020 年

2 月時点では実際の底質や潮流などについて未調査である。 

 以下の基本設計に関する項目では、図 2.2-13 に示された場所に海底地盤変動装置が設

置されることを想定して設計および設計に関する照査を行った。 
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(a) 

 

 

(b) 

 

 

図 2.2-13 海底地盤変動観測装置試作機設置候補地点。(a)全体図（地理院地図に加筆）、

(b)拡大図（財団法人日本水路協会刊行「海底地形デジタルデータ」薩南図幅より調製）。

黒線は海岸線を示し、青線は等水深線（単位 m）を示す。 
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d. 海底地盤変動観測装置の設置に関する調査と設計および海域観測に関連する関係機関

への交渉の進捗状況と成果 

 本項では海底地盤変動観測装置の設置に関する調査および基本設計、海域観測に関係す

る関係機関への交渉の進捗状況と成果について順に述べる。 

 

d-1. 海底地盤変動観測装置の設置に関する調査および基本設計 

 海底地盤変動観測装置の構成は次の 3 つの形式を検討の対象として選び、検討を行っ

た。 

① ピラー形式 

② ワイヤー係留形式 

③ RESINEX 形式 

 上記 3 種の構成はいずれも海底にアンカー（シンカー）を沈め、アンカーに連結された

浮体上に計測機器を設置して地盤変動の定点観測を行うものである。 
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d-1.1. 検討概要 

1) 序論 

 ①海底地盤変動観測装置の基本設計と検討、②海底地盤変動観測装置の製作計画の検

討、の 2 つの業務に関する成果を本報にて整理する。また、設置計画時に抽出された課題

とそれに対する検討結果も併せて報告する。 

 

2) 海底地盤変動観測装置の基本設計と検討 

 

（１）はじめに 

 図 2.2-14 に海底地盤変動観測装置の概略図を示す。観測装置は、1) 浮体・ピラー・

GPS アンテナ等を含む上部構造、2) アンカー等の基台から構成される。図 2.2-14 の構造

形式は、ピラーが基台に直接連結されたもの(以下、ピラータイプ)、ピラーがワイヤー等

を介して基台に連結されたもの(以下、ケーブルタイプ)、の 2 つに分類される。これら 2

つの構造に対して、昨年度に設定された設計条件をベースに、基本設計を実施した。また

基本設計に際し、設計の信頼性を向上させることを目的に、水理模型実験と数値解析も実

施したため、これらの結果を踏まえつつ、基本設計に関する成果を記述する。 

 

 

図 2.2-14 海底地盤変動観測装置の概略図。 
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（２）基本設計 

 設計条件に基づき、ケーブルタイプとピラータイプを対象に基本設計を実施した。基本

設計の詳細は、次節以降に示す通りであるが、本節では概要のみを述べる。設計で用いた

図書と設計手順は、それぞれ A) ～ C)と 1) ～ 4)に示す通りである。 

 

 設計で用いた図書 

A) MF21 浮魚礁設計・施工技術基準 (社)マリノフォーラム 21(平成 4 年 3月) 

B) 漁港・漁場の施設の設計参考図書 2015 年版 (社)全国漁港漁場協会 

C) 道路橋示報書・同解説 Ⅰ共通編・Ⅱ鋼橋編 (社)日本道路協会(平成 14 年 3 月) 

 

 設計手順 

1) 設計条件から観測装置に作用する潮流力、波力、風力を算定する。 

2) 1) で算定した外力を用いて、係留設備・観測装置の構造強度に対する照査を行う。 

3) 無係留状態(設置・回収時を想定)と係留状態(観測時を想定)に対して、静的安定性、

すなわち復元性について問題ないことを確認する。 

4) 観測装置本体に対しては、水圧に対する構造強度の照査を行う。具体的には、水圧

に対して十分な強度を有するよう補強材を選定する。 

5) 1) ~ 4)の結果を観測装置の図面と鋼材数量表に反映させる。 

 

 基本設計結果は、次節以降に示す通りである。ここで、仕様書によると、風向風速計等

の搭載重量を 100、200、300 kg と変化させ、ぞれぞれの搭載重量に対して基本設計を行

うよう記載されている。しかしながら、搭載重量 100 kg と搭載重量 300 kg の基本設計結

果を比較すると、浮体の径やピラー部の板厚に変化はなかった(次節以降の検討結果を参

照)。このため、次節の数値解析結果と基本設計結果の比較、観測装置の一般図・概算数

量表の作成、概算製作費の算定においては、今後搭載する蓄電池重量に対する余裕分を鑑

みて、搭載重量 300 kg の基本設計結果を用いるものとする。 

 

（３）水理模型実験と数値解析 

 観測装置に潮流、風、波による外力が作用した際、図 2.2-14 の連結部(以下、係留部)

には大きな張力が発生する。この係留力の算定を誤ると、係留部が破断し、観測装置が転

覆することが懸念されるため、係留力の算定は重要である。基本設計で得られた係留力の

妥当性を検証する手段の一つとして、数値解析が挙げられる。数値解析では、以下の運動

方程式が解かれる。 

 
 

( 1 
) 

                 M A t B t C t N t t D t F t             
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M は浮体の質量、A は付加質量係数、B は造波減衰係数、Cは静的流体圧力により生じる

復原力、N は粘性減衰係数、D は係留力、 F は外力を示す。外力については、波力、風

力、潮流力を含む。ηは単位振幅の規則波中における浮体の重心運動変位振幅である。式

( 1 )を解くことで、ピラータイプとケーブルタイプの外力作用時における変位や係留力

の時刻歴を得ることができる(以下、方法-1)が、事前に式( 1 )の N を水理模型実験によ

り求める必要がある。一方で、対象とする構造物が図に示す柱状構造物の場合、以下のモ

リソン式により、式( 1 )の粘性項を評価することができる(以下、方法-2)。 

 
1

2morison water dF C D h u u   ( 2 ) 

water は海水の単位体積重量、  1.0dC  は抗力係数、 ,D h はそれぞれ梁要素の径と高さ、

u は波による水粒子運動の相対速度である。ただし方法-2 は、扱いが容易であるが、
dC に

与える値によって浮体に作用する粘性力が変わるので、注意が必要である。そこで、まず

はケーブルタイプを対象とし、方法-1 と方法-2 で得られた係留力を比較し、両者の方法

から得られた係留力に差異がないことを確認する。解析方法の違いによる影響が小さいこ

とが確認された場合、ピラータイプを対象に、方法 1 よりも簡便な方法-2 を用いて係留力

を算出し、ケーブルタイプとピラータイプの基本設計から得られた係留力との比較を通じ

て、基本設計に問題がないことを確認する。  

 

１）水理模型実験 

 方法-1 により、観測装置の外力作用時における変位や係留力の時系列を得るためには、

粘性減衰係数 N を水理模型実験により予め求める必要がある。本項では、N を求めるため

の水理模型実験の内容と得られた結果について述べる。 

 

ａ）供試模型 

 図 2.2-15 に供試模型の外観と模型諸元を示す。供試模型は、幾何学的・力学的相似則

(フルードの相似則)を満足するよう、実機スケールに対して縮尺している。縮尺比は 1/50

である。 
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(a) 供試模型の外観 

 

 

 

(b) 供試模型諸元 

図 2.2-15 供試模型と供試模型諸元。 
 

 

 

 

ｂ）実験方法と実験結果 

 図 2.2-16 に水理模型実験時の様子を示す。実験は、2 次元造波水槽にて実施された。供

試模型を上部から押し下げて離すことで上下方向に自由振動させる。模型に設置されたタ

ーゲットの動画処理解析により、上下方向の供試模型の運動の時系列を得る。なお実験

は、模型をコイルバネで係留した状態(以下、係留状態)と、係留されていない状態(以

下、無係留状態)の 2 ケースを実施した。 

項目 単位 数値

重量 kg 0.086

全長 m 0.705

上部支柱の長さ m 0.240

上部支柱の幅 m 0.008

フロート部の長さ m 0.065

フロート部の幅 m 0.045

下部支柱の長さ m 0.400

下部支柱の幅 m 0.010

重心位置（模型下端より） m 0.315

環動半径Kxx, Kyy m 0.184

環動半径Kzz m 0.016
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図 2.2-16 ⽔理模型実験の様⼦。 
 

 図 2.2-17 に実験結果を示す。図 2.2-17a は、係留状態と無係留状態における観測装置

の上下方向における振動(以下、Heave)の時系列を示しており、縦軸と横軸は、それぞれ

時間と鉛直方向の変位を表す。ここで、鉛直方向の変位においては、静止時の観測装置の

ターゲットの位置をゼロとしている。振動の時刻歴における相隣る振幅を 1,n n   として⽰
すと、それらの差 n と平均値 n は、式( 3 )で表される。図 2.2-17b は、係留状態と

無係留状態に対する n と n をぞれぞれ縦軸と横軸にプロットしたものである。以下に

図 2.2-17b を用いた、式( 1 )の造波減衰係数 B と粘性減衰係数 N を求めるための手順を

箇条書きで整理する。 

 

  

 

1n n n      

 1

1

2n n n      
( 3 ) 
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図 2.2-17 実験結果 
 

  

 

 

(a) 水面での振動曲線 

 

 

(b) Heave 減滅曲線 
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造波減衰係数 B と粘性減衰係数 Nを求めるための手順 

1) 図 2.2-17b のプロットに対して 小二乗法による多項式近似を用いて Heave 減滅曲

線を求め、式( 4 )の n と 2
n に対する係数 a、b を算出する。 

2) 1)で求めた係数を式( 5 )に代入し、式( 1 )の造波減衰係数 B と粘性減衰係数 Nを

算出する。 

n と 2
n に対する係数 a、b、算出した造波減衰係数 B、粘性減衰係数 N を、それぞれ表

2.2-12 と表 2.2-13 に示す。式( 5 )と表における T は観測装置の振動周期を、m33は

Heave の付加質量係数を表す。 

 本模型実験においては、係留状態と無係留状態に対する粘性減衰係数 N が算出されてい

るが、ケーブルタイプで用いるワイヤーをバネとして考慮した際、力学的相似則を満足す

るよう、実験にて係留で用いるコイルバネを選定する必要がある。しかしながら、本実験

ではそのコイルバネの選定が困難であったため、係留状態における N は参考値とし、無係

留状態における N を次項の数値解析にて用いた。 

 

 

 

表 2.2-12 Heave ⽅向減滅係数 

 

 

 

表 2.2-13 模型・実機ベースにおける造波減衰係数と粘性減衰係数 

ケース 
模型ベース 実機ベース 

T [sec] m33 [kg] B [kg/sec] N [kg/m] B [kg/sec] N [kg/m] 

無係留状

態 

0.55 0.04 0.04 0.88 633 2194 

係留状態 0.53 0.04 0.21 0.69 3726 1732 

 

a [-] b [1/m]

無係留状態 0.0379 8.9692

係留状態 0.2150 7.1267

Heave方向減滅係数
ケース

 2
n n na b      ( 4 ) 

 

 33

4a
B M m

T
   

 33

3

4

b
N M m   

( 5 ) 



233 

 

２）数値解析 

 本項では、ケーブルタイプとピラータイプを対象に実施した数値解析結果について述べ

る。解析手順は、以下の通りである。 

1) ケーブルタイプを対象に、① 水理模型実験にて得られた粘性減衰係数 N を用いて式

( 1 )を解く方法(方法-1)、② 式( 1 )の粘性項を式( 2 )で表現されるモリソン式を

用いて評価し、式( 1 )を解く方法(方法-2)、の 2 つの方法で解析を行い、係留力に関

する 2 つの計算結果と基本設計結果に乖離がないか確認する。 

2) 1)で方法-2 による解析に問題がないことを確認した後、ピラータイプを対象に方法-2

による解析を行う。そして、1)と同様に、係留力に関する計算結果と基本設計結果に乖

離がないか確認する。 

なお、解析には汎用浮体解析ソフト“OrcaFlex(Orcina 社)”を用いた。 

 

ａ）ケーブルタイプを対象とした解析条件と解析結果 

 表 2.2-14 と図 2.2-18 に、それぞれケーブルタイプを対象とした解析条件と解析ケース

を示す。解析条件は、仕様書に基づいて設定した。解析 Case は 6 ケースからなり、図

2.2-18 に示すように、静水時の水面から搭載機器設置スペース(櫓)までの距離と搭載機器

重量を解析パラメータとした。ケーブルタイプでは方法-1 と方法-2 に対し、図 2.2-18 に

示した計 6ケースの解析を実施した。 

 

表 2.2-14 解析条件(ケーブルタイプ)。 

 

 

Environmental conditions

Parameter Unit Value Note

Water depth m 50.00

Significant wave height m 2.50

Significant wave period s 4.90

Wind speed m/s 28.50 API spectrum

Current speed m/s 1.12
VT(0) = 0.26 m/s

VB(0) = 0.86 m/s

*)VBは吹送流速

ISSC spectrum
Tp=5.44s
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図 2.2-18 ケーブルタイプを対象とした解析ケース  
 

  

 

 

 

 

 表 2.2-15 と表 2.2-16 に、それぞれ方法 1 と方法 2 で得られた各時系列データに対す

る統計処理結果を示す。時系列データとして、風速、水面の鉛直変位、流速(吹送流+潮

流)、ケーブルタイプの重心に対する 6 自由度の運動の各方向における変位量・傾斜角度

と加速度・角加速度、観測装置側と基台側の係留点における係留力、が挙げられる。これ

らの時系列ごとに、平均値、 大値、 小値、標準偏差を統計処理により求めた。ここ

で、6 自由度の運動とは、Surge(前後揺れ)、Sway(左右揺れ)、Heave(上下揺れ)、Roll(横

揺れ)、Pitch(縦揺れ)、Yaw(船首揺れ)を指す。表 2.2-15 と表 2.2-16 より、Case1～3 で

は搭載重量を 100～300 kg まで 100 kg 刻みで変化させているが、計算結果に大きな変化

は見られなかった。次に、Case1・Case4、Case2・Case5、Case3・Case6 は、それぞれ搭載

重量は同じであるが、静水時の水面から櫓までの距離を 5 m、10 m として解析を実施して

いる。結果として、その距離が大きくなるほど、風圧力とそのモーメントが大きくなり、

Surge・Pitch 方向の変位量・傾斜角度が増加する傾向が確認された。  
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表 2.2-15 統計処理結果(⽅法-1、ケーブルタイプ) 

  

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 5.915 8.245 3.553 0.648 6.004 8.346 3.609 0.654 6.082 8.434 3.668 0.659

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.389 -0.075 -0.837 0.105 -0.200 0.115 -0.647 0.107 -0.111 0.212 -0.558 0.109

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 7.876 15.485 1.471 2.169 7.936 15.520 1.621 2.143 7.997 15.612 1.745 2.137

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s
2 0.000 1.888 -1.960 0.495 0.000 1.862 -1.955 0.489 0.000 1.836 -1.950 0.484

Sway m/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s
2 0.000 0.570 -0.756 0.140 0.000 0.542 -0.743 0.136 0.000 0.516 -0.747 0.134

Roll rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s
2 0.000 0.229 -0.196 0.064 0.000 0.222 -0.191 0.062 0.000 0.218 -0.191 0.061

Yaw rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Fairlead kN 78.866 108.472 41.637 8.607 77.908 107.078 41.005 8.597 76.951 105.575 40.320 8.589

Anchor kN 77.803 107.427 40.561 8.611 76.845 106.033 39.930 8.600 75.888 104.530 39.245 8.592

Buoy
motion
(Dis.)

Buoy
motion
(Acc.)

Mooring
tension

Term Unit
Case No.1 Case No.2 Case No.3

Condition

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 6.690 9.915 3.574 0.898 6.758 10.007 3.606 0.905 6.844 10.124 3.650 0.915

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.007 0.428 -0.692 0.156 0.083 0.520 -0.613 0.159 0.272 0.715 -0.438 0.162

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 9.564 18.648 2.408 2.387 9.619 18.585 2.401 2.369 9.671 18.487 2.456 2.329

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s
2 0.000 1.846 -1.970 0.483 0.000 1.816 -1.954 0.479 0.000 1.833 -1.944 0.476

Sway m/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s
2 0.000 0.650 -0.766 0.133 0.000 0.650 -0.750 0.130 0.000 0.637 -0.721 0.126

Roll rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s
2 0.000 0.210 -0.200 0.059 0.000 0.203 -0.198 0.058 0.000 0.195 -0.193 0.055

Yaw rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Fairlead kN 104.687 147.334 53.561 12.376 103.739 147.079 52.801 12.357 102.791 146.497 51.863 12.333

Anchor kN 103.625 146.291 52.487 12.379 102.678 146.035 51.728 12.360 101.730 145.452 50.790 12.337

Case No.5 Case No.6

Condition

Buoy
motion

Buoy
motion
(Acc.)

Mooring
tension

Term Unit
Case No.4
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表 2.2-16 統計処理結果(⽅法-2、ケーブルタイプ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 6.666 8.647 5.080 0.506 6.753 8.719 5.161 0.505 6.831 8.780 5.235 0.504

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.492 -0.245 -0.888 0.091 -0.304 -0.055 -0.693 0.091 -0.216 0.035 -0.602 0.092

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 9.157 15.100 5.133 1.362 9.214 15.040 5.259 1.339 9.277 15.024 5.367 1.328

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s
2 0.000 1.664 -1.462 0.382 0.000 1.667 -1.460 0.382 0.000 1.663 -1.451 0.380

Sway m/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s
2 0.000 0.334 -0.414 0.074 0.000 0.320 -0.404 0.074 0.000 0.320 -0.402 0.073

Roll rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s
2 0.000 0.139 -0.149 0.038 0.000 0.136 -0.144 0.037 0.000 0.133 -0.141 0.036

Yaw rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Fairlead kN 77.861 108.642 44.559 8.317 76.896 107.797 43.704 8.318 75.932 106.810 42.804 8.318

Anchor kN 76.799 107.592 43.488 8.319 75.834 106.748 42.634 8.320 74.870 105.761 41.734 8.320

Buoy
motion
(Dis.)

Buoy
motion
(Acc.)

Mooring
tension

Term Unit
Case No.1 Case No.2 Case No.3

Condition

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 7.364 9.904 5.300 0.642 7.430 9.952 5.362 0.642 7.511 10.022 5.434 0.644

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.107 0.236 -0.665 0.124 -0.017 0.328 -0.576 0.125 0.171 0.519 -0.389 0.126

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 10.695 17.249 6.046 1.570 10.748 17.155 6.139 1.557 10.794 17.013 6.262 1.531

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s
2 0.000 1.694 -1.462 0.388 0.000 1.692 -1.447 0.387 0.000 1.695 -1.443 0.388

Sway m/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s
2 0.000 0.465 -0.406 0.082 0.000 0.458 -0.400 0.081 0.000 0.445 -0.393 0.081

Roll rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s
2 0.000 0.138 -0.150 0.037 0.000 0.133 -0.145 0.036 0.000 0.128 -0.139 0.034

Yaw rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Fairlead kN 103.340 148.248 57.233 11.813 102.385 147.572 56.398 11.811 101.429 146.979 55.555 11.808

Anchor kN 102.279 147.198 56.163 11.816 101.324 146.522 55.329 11.813 100.368 145.929 54.486 11.810

Case No.5 Case No.6

Condition

Buoy
motion

Buoy
motion
(Acc.)

Mooring
tension

Term Unit
Case No.4
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表 2.2-15 と表 2.2-16 の観測装置側と基台側の係留力の 大値を比較すると、全ての

ケースにおいて前者の係留力の方が後者よりも上回っているので、これを基本設計結果

(次節以降参照)と比較した。方法-1、方法-2 で得られた係留力の 大値と基本設計結果で

得られた係留力の比較表を表 2.2-17 に示す。表 2.2-17 に示されるように方法-1 と方法-

2 との間に差異は確認されないため、方法の違いにより係留力の解析結果に与える影響は

小さいと思われる。このため、後のピラータイプを対象とした解析では方法-2 を用いる。

また、基本設計結果と両方法の解析結果を比較すると、基本設計結果の方が解析結果より

も大きくなっている。このことから、安全側でケーブルタイプの基本設計が行われている

ことを確認したので、基本設計結果に問題はないと考えられる。 

 

表 2.2-17 係留⼒の⽐較表(ケーブルタイプ) 

 

 

参考として図 2.2-19 と図 2.2-20 に、それぞれ方法-2 で得られた風速、水面の鉛直変

位、流速(吹送流+潮流)、Surge・Heave・Pitch 方向における変位量・傾斜角度、観測装置

側と基台側における係留力、の時系列を示す。 

 

 

図 2.2-19 ⾵速、⽔⾯の鉛直変位、流れの時系列(⽅法-2、ケーブルタイプ) 

Case No. 方法-1 方法-2 基本設計結果

1 108.472 108.642
2 107.078 107.797
3 105.575 106.81
4 147.334 148.248
5 147.079 147.572
6 146.497 146.979 191
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図 2.2-20 Surge・Heave・Pitch の各⽅向に対する変位量・傾斜⾓度、観測装置側と基台側
における係留⼒の時系列(⽅法-2、ケーブルタイプ) 

ｂ）ピラータイプを対象とした解析条件と解析結果 

表 2.2-18 と図 2.2-21 に、それぞれピラータイプを対象とした解析条件と解析ケースを

示す。解析条件は、仕様書に基づいて設定した。解析 Case は 6 ケースからなり、図 2.2-

21 に示すように、静水時の水面から搭載機器設置スペース(櫓)までの距離と搭載機器重量

を解析パラメータとした。ケーブルタイプを対象に、方法-1 と方法-2 で得られた係留力

に関する解析結果に差異は見られなかったので、ピラータイプを対象とした解析では方法

-2 を用いた。そして方法-2 に対して図 2.2-21 に示される計 6 ケースの解析を実施した。 
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表 2.2-18 解析条件(ピラータイプ) 

 

 

 

図 2.2-21 ピラータイプを対象とした解析ケース 
 

 

 

 表 2.2-19 に方法 2 で得られた各時系列データに対する統計処理結果を示す。時系列デ

ータとして、風速、水面の鉛直変位、流速(吹送流+潮流)、ピラータイプの重心に対する 6

自由度の運動の各方向における変位量・傾斜角度と加速度・角加速度、観測装置と基台の

接続点における係留力、が挙げられる。これらの時系列ごとに、平均値、 大値、 小

値、標準偏差を統計処理により求めた。表 2.2-19 より、Case1～3 では搭載重量を 100～

Environmental conditions

Parameter Unit Value Note

Water depth m 50.00

Significant wave height m 2.50

Significant wave period s 4.90

Wind speed m/s 28.50 API spectrum

Current speed m/s 1.12
VT(0) = 0.26 m/s

VB(0) = 0.86 m/s

*)VBは吹送流速

ISSC spectrum
Tp=5.44s
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300 kg まで 100 kg 刻みで変化させているが、計算結果に大きな変化は見られない。次

に、Case1・Case4、Case2・Case5、Case3・Case6 は、それぞれ搭載重量は同じであるが、

静水時の水面から櫓までの距離を 5 m、10 m として解析を実施している。結果として、そ

の距離が大きくなるほど、風圧力とそのモーメントが大きくなり、Surge・Pitch 方向の変

位量・傾斜角度が増加する傾向が確認された。  

 

表 2.2-19 統計処理結果(方法-2、ピラータイプ) 

 

表 2.2-19 の観測装置と基台の接続点における係留力の 大値を基本設計結果(次節以降

参照)と比較する。方法-2 で得られた係留力の 大値と基本設計結果で得られた係留力の

比較表を表 2.2-20 に示す。基本設計結果と両方法の解析結果を比較すると、基本設計結

 

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 3.744 5.723 2.753 0.347 3.785 5.753 2.791 0.348 3.851 5.805 2.849 0.350

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.236 -0.126 -0.549 0.045 -0.240 -0.129 -0.553 0.045 -0.247 -0.134 -0.559 0.046

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 7.145 10.960 5.248 0.667 7.201 10.981 5.302 0.666 7.278 11.009 5.378 0.665

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s
2 0.000 1.317 -1.335 0.330 0.000 1.314 -1.332 0.329 0.000 1.313 -1.331 0.329

Sway m/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s
2 0.000 0.232 -0.150 0.043 0.000 0.232 -0.151 0.043 0.000 0.232 -0.152 0.043

Roll rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s
2 0.000 0.044 -0.045 0.011 0.000 0.044 -0.045 0.011 0.000 0.043 -0.044 0.011

Yaw rad/s
2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Connection Force kN 110.801 152.921 72.908 10.282 109.845 151.937 71.963 10.271 108.894 150.943 71.024 10.255

Case No.2 Case No.3Case No.1

Pillar
motion
(Dis.)

Condition

Term Unit

Pillar
motion
(Acc.)

Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std. Ave. Max. Min. Std.

Wind speed m/s 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052 28.501 41.638 13.158 4.052

Wave Elevation m 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622 0.000 2.359 -2.565 0.622

Current speed m/s 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000 1.115 1.115 1.115 0.000

Surge m 4.552 6.491 3.221 0.449 4.599 6.552 3.265 0.451 4.676 6.647 3.335 0.455

Sway m 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m -0.344 -0.170 -0.696 0.069 -0.350 -0.174 -0.707 0.070 -0.359 -0.180 -0.723 0.071

Roll deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch deg. 8.555 12.247 6.043 0.850 8.617 12.322 6.105 0.851 8.704 12.422 6.195 0.853

Yaw deg. 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Surge m/s2 0.000 1.276 -1.297 0.325 0.000 1.274 -1.292 0.324 0.000 1.272 -1.292 0.324

Sway m/s2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Heave m/s2 0.000 0.265 -0.174 0.050 0.000 0.266 -0.175 0.050 0.000 0.267 -0.177 0.051

Roll rad/s2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Pitch rad/s2 0.000 0.042 -0.043 0.011 0.000 0.042 -0.043 0.011 0.000 0.042 -0.043 0.011

Yaw rad/s2 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

Connection Force kN 134.060 181.844 88.335 11.793 133.123 180.841 87.192 11.776 132.200 179.777 85.978 11.751

Pillar
motion
(Acc.)

Condition

Pillar
motion
(Dis.)

Term Unit
Case No.4 Case No.5 Case No.6
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果の方が解析結果よりも大きくなっている。つまり、安全側でピラータイプの基本設計が

行われていることを確認したので、基本設計結果に問題はないと考えられる。 

 

表 2.2-20 係留⼒の⽐較表(ピラータイプ) 

 

 

参考として図 2.2-22 と図 2.2-23 に、それぞれ方法-2 で得られた風速、水面の鉛直変

位、流速(吹送流+潮流)、Surge・Heave・Pitch 方向における変位量・傾斜角度、観測装置

と基台の接続点における係留力、の時系列を示す。 

 

 
図 2.2-22 ⾵速、⽔⾯の鉛直変位、流れの時系列(⽅法-2、ピラータイプ) 

 

Case No. 方法-2 基本設計結果

1 152.921
2 151.937
3 150.943
4 181.844
5 180.841
6 179.777 251
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図 2.2-23 Surge・Heave・Pitch の各⽅向に対する変位量・傾斜⾓度、観測装置と基台の接
続点における係留⼒の時系列(⽅法-2、ピラータイプ) 
 

 

 

 

 

 

 

ｃ） 大満潮時における検討(ケーブルタイプとピラータイプ) 

 ケーブルタイプとピラータイプにおけるこれまでの解析は、干満時の条件下で実施し

た。ここでは 大満潮時に、仕様書に記載されている設計条件下で、ケーブルタイプとピ

ラータイプの搭載機器設置スペース(櫓)が水没しないか、数値解析を通じて検証した。 

図 2.2-24 に 大満潮時における検討のイメージ図と解析条件を示す。図 2.2-24 に記載

されている Ld、We は、それぞれある時刻 t における静止時の水面から櫓までの距離と水

面の鉛直変位であり、Cl は式( 6 )で定義される。式( 6 )より、ある時刻 t で Cl がゼロ

もしくは負となるとき、櫓が水没すると判定した。 
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図 2.2-24 最⼤満潮時における検討のイメージ図 
 

 Cl Ld We   ( 6 ) 
 

表 2-2-21 に 大満潮時を想定した解析条件を示す。表 2-2-21 の水深は、仕様書に記載

された水深(50 m)と 高潮位(4.28 m)の和である。 

 

表 2.2-21 解析条件 

 

 

 図 2.2-25 にケーブルタイプとピラータイプのそれぞれの解析にて得られた、Ld、We、

Cl の時刻歴を示す。ケーブルタイプとピラータイプのいずれの観測装置においても、Cl

はゼロより大きい値を推移しているため、本解析条件では櫓は水面上に存在すると思われ

る。  

Ld
We

Cℓ

Environmental conditions

Parameter Unit Value Note

Water depth m 50.00

Significant wave height m 2.50

Significant wave period s 4.90

Wind speed m/s 28.50 API spectrum

Current speed m/s 1.12
VT(0) = 0.26 m/s

VB(0) = 0.86 m/s

*)VBは吹送流速

ISSC spectrum
Tp=5.44s

水深54.28mとする
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図 2.2-25 最⼤満潮時における検討結果 
 

 

 

  

 

 

(a) We、Ld、Cl の時系列(ケーブルタイプ) 

 

(b) We、Ld、Cl の時系列(ピラータイプ) 
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（４）おわりに 

 海底地盤変動観測装置の 2 つの構造形式、すなわちピラーが基台に直接連結されたもの

(ピラータイプ)とピラーがワイヤー等を介して基台に連結されたもの(ケーブルタイプ)、

を対象に基本設計を行った。基本設計に際し、設計の信頼性を向上させることを目的に、

水理模型実験と数値解析も実施した。以下に、基本設計結果の要約を述べる。 

 構造形式に依らず、図 2.2-14 の連結部(係留部)に作用する係留力の算定は、観測装置

を安全的に供用する上で重要である。このため係留力に関しては、数値解析結果と基本

設計結果を比較し、基本設計に問題がないことを確認した。数値解析では運動方程式が

解かれるが、運動方程式の粘性項の評価法には、水理模型実験から得られる粘性減衰係

数で評価する方法(方法-1)とモリソン式で評価する方法(方法-2)の 2 つが挙げられる。

ケーブルタイプに対して、2 つの方法で係留力を算定した結果、両者方法の違いによる

影響は小さいことが判明したため、ピラータイプに対しては、方法-2 で解析を行った。

ケーブルタイプ・ピラータイプを対象とした基本設計結果と数値解析結果から得られ

る係留力を比較した結果、基本設計で得られた係留力は数値解析結果から得られる値

よりも大きいため、安全側で基本設計が実施されていると思われる。 

 上で述べた解析は、干満時における環境条件をベースに実施したが、 大満潮時に観測

装置の搭載機器設置スペース(櫓)が水没しないか確認した。 大満潮時における環境

条件下で、数値解析を行い、本条件では櫓は水没しない結果が得られた。 
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3) 海底地盤変動観測装置の製作計画の検討 

 

（１）はじめに 

基本設計結果に基づき、海底地盤観測装置の製作計画の検討を行った。図 2.2-14 に示

すように、観測装置は、上部構造、連結部(ケーブルタイプの場合は、ケーブルを含む)、

基台部から構成される。上部構造に関しては、簡易的な製作仕様書を作成したが、一方で

連結部、基台部においては、詳細仕様が決定された後に製作仕様書を作成する予定である

ため、本報では製作工程についてのみ言及する。 

 

（２）上部構造の製作要領書と全体工程表(案) 

 上部構造の製作要領に関しては、後述の d-1.2 ピラータイプの設計検討及び d-1.3 ケー

ブルタイプの設計検討 を参照されたい。表 2.2-22 に海底地盤変動観測装置の製作に関す

る全体工程表を示す。表 2.2-22 に関する留意事項は、以下の通りである。 

 

 今後の詳細設計の内容により観測装置の形状が変わる場合、航路標識設備の仕様も変

更となると思われるので、全体工定表(案)に何らかの影響を及ぼす可能性がある。 

 観測装置の実海域への設置に伴い、関係各所への設置許可申請等の手続きは済んでい

るとする。 

 表 2.2-22 より、現状は製作工事の工期を 8 ヶ月弱と見込んでいるが、上記の航路標識

設備の仕様変更や設置許可申請等の手続きの次第によっては、この限りではない。 

 

表 2.2-22 海底地盤変動観測装置の製作に関する全体工程表(案) 

 

 

（３）おわりに 

 本章では、基本設計結果をベースに、海底地盤観測装置の製作計画の検討を実施した。

その結果、海底地盤変動観測装置の製作工期は、8 ヶ月弱と見込まれる。今後は、上部構

造、連結部、基台部の詳細設計を行っていくが、その結果を工程に反映させ、全体工程表

のブラッシュアップを図る予定である。 

 

  

　　

3 ケーブル製作・現地輸送

日付

作業内容

2 機器製作・輸送

1 上部構造製作・現地輸送

4 基台製作・現地輸送

4ヶ月目 5ヶ月目

10　20 10　20 10　20

2ヶ月目 3ヶ月目

10　20 10　20 10　20 10　20

10ヶ月目 11ヶ月目 12ヶ月目6ヶ月目 7ヶ月目 8ヶ月目

10　20 10　20 10　20 10　20 10　20

9ヶ月目1ヶ月目
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4) 設置計画時に抽出された課題とそれに対する検討 

 

（１）はじめに 

基本設計結果に基づき、海底地盤観測装置の設置計画が実施され、下記 3 点の課題が抽

出された。このため、下記 3 点の課題に対する検討を行った。 

①施設に生じる断面力 

②吊ピースの検討 

③ 回収時の懸垂重量に対する係留環の照査 

 

（２）検討方法と検討結果 

起重機船のクレーンを用い、海底地盤変動観測装置を図 2.2-26 のように吊ることを想

定する。制約条件として、ここでは以下のように仮定する。 

・クレーンの揚程は 30m 程度とする 

・吊点 A は x=15m(浮力体 上部) 

・H=10m( < 30m) 

・θ=60deg. 

 (H、θより、吊間隔:L=11.5m) 

 

 

図 2.2-26 吊作業のイメージ図(横吊) 
 

浮力体

上部鋼管 尾筒

x[m]
O

吊点B吊点A

吊天秤

H

L

θ

T

P

T

P



248 

 

１）海底地盤変動観測装置に生じる断面力 

L=11.5m として、海底地盤変動観測装置の断面に生じる 大曲げ応力を求めた。結果を

表 2.2-23 に示す。 

表 2.2-23  L=11.5m とした場合の許容応⼒ 
 最大曲げ応力(N/mm2) 

 ケーブルタイプ(38.5m) ピラータイプ(62m) 

case 1.ｱﾝｶｰなし 2.ｱﾝｶｰあり 3.ｱﾝｶｰなし 4.ｱﾝｶｰあり 

上部鋼管 131.3 131.3 112.4 112.4 

尾筒 115.0 1409.2 561.5 5649.9 

   許容応力: 210N/mm2 

 

Case1 のみ許容応力以下に収まった。Case2～4 については、以下の a)～c)の 3 案が考え

られる。 

 

a) 天秤長 Lをより大きく確保する 

尾筒の曲げ応力が許容値未満となるように吊点 B をとるとき、必要な L および H は表

2.2-24 の通りとなった。H をより大きく、すなわり、より大型のクレーンを備えた起重

機船を用いる必要がある。手配可能な起重機船について、事前に調査が必要である。 

 

表 2.2-24 許容応力を満たす吊点 B 

 最大曲げ応力(N/mm2) 

 ケーブルタイプ(38.5m) ピラータイプ(62m) 

case 5.ｱﾝｶｰなし 6.ｱﾝｶｰあり 7.ｱﾝｶｰなし 8.ｱﾝｶｰあり 

上部鋼管 131.3 131.3 112.4 112.4 

尾筒 115.0 163.3 200.2 143.4 

L[m] 11.5 22.0 28.0 46.0 

H[m] 10.0 19.1 24.2 39.8 

 

b) 海底地盤観測装置を分割構造とする 

施工手順については、陸上での組み立てや、横吊り-立て起しを伴わないものとす

る。ここで、分割構造による重量増加は微々たるものであり、構造および動揺特性の観

点からは、大勢に影響無い。今後の課題としては、分割位置、分割部の詳細構造、詳細

な組立-施工手順の検討などが挙げられる。 

 

c) 許容応力を満たすよう、板厚を大きくする 
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表 2.2-23 の Case2～4 からわかるように、尾筒に全く異なる規模の鋼材を用いる必要

がある。それに伴い、施設重量の増大、浮力体の大型化、水中の抵抗増加といったよう

に、施設全体が全く異なる規模に大型化することが予想される。 

 

以上より、a)案または b)案が現実的であると考える。 

 

 

２） 吊ピースおよび取付部の強度検討 

Case1,5～8 の中で 大の吊荷重となった Case8 において、吊ピースの検討を行った。 

・ピン支圧 

・はし抜け(孔のせん断) 

・孔の応力集中 

・吊ピースの引張、せん断、曲げ(横吊~立て起こし~立吊のうちの 大値) 

・浮力体の補強ブラケットの検討(横吊~立て起こし~立吊のうちの 大値) 

 結果を図 2.2-27 に示す。 

 

 

図 2.2-27 吊ピースおよび補強ブラケットの検討結果 
 

３）回収時の懸垂重量に対する係留環の照査 

回収時を想定し、10 年間の摩耗量を考慮した係留環に対し、基台の空中重量を負荷した

ところ、係留環に下記微修正の必要が生じた。 

ケーブルタイプ 

・孔径… φ41mm→38mm 

・板厚… t=25mm→32mm(55kg→71kg) 

ピラータイプ 

(側
板

)

140

t=19

99

3
60

360

φ120

t44
補強ブラケット 
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・孔径… φ41mm→38mm 

・板厚… 変更なし 

なお、重量の変動についてはバラストの調整にて相殺が可能であると思われる。 

 

（３）おわりに 

本章では、基本設計で示した海底地盤観測装置に対し、起重機船のクレーンにて設置作

業を行う際の、観測装置に作用する荷重について種々の検討を行った。結果としては、大

型の起重機船を用いるか、観測装置を分割構造とするか、いずれかの対応が有効であるこ

とが分かった。 

 

 

 

付録-1 不規則波中における海底地盤変動観測装置の動揺実験(参考) 

 

 参考として、水理模型実験で用いた 1/50 供試模型を対象に、不規則波中における観測

装置の動揺実験を実施した。表 2.2-25 と図 2.2-28 に、それぞれ実験条件と動揺実験時の

様子を示す。 

 

表 2.2-25 実験条件 

 

 

Case
有義波高

[cm]
有義波周
期 [s]

状態
規則波と仮定した
場合の波形勾配

1 5.0 1.43 穏やか 0.016

2 5.0 1.20 普通 0.022
3 5.0 0.90 台風並み 0.040
4 2.2 0.86 穏やか 0.019
5 10.0 1.00 台風以上 0.064
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図 2.2-28 不規則波中における観測装置の動揺実験時の様⼦
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d-1.2 ピラータイプの設計検討 

 ピラータイプの設計検討は、搭載重量 100kg 及び 300kg について実施した。設計条件と

なる気象・海象条件並びに水深等の条件は昨年度の原子力規制庁の報告書を参考に設定し

た。検討項目は各諸元について、浮体施設の潮流や波浪による傾き、各部にかかる応力や

モーメントの確認、構造照査、安定性照査、水圧に対する照査等多岐に亘り検討を実施し

た。 

 また、照査の結果得られた一般図を図 2.2-29 に、関連する数量を表 2.2-26 にまとめ

た。 

 

 

図 2.2-29 海底地盤変動観測装置（ピラータイプ）一般図 
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表 2.2-26 海底地盤変動観測装置（ピラータイプ）概算数量 

海底地盤変動観測装置（ピラータイプ）概算数量
寸法

主要材料 板厚 幅 長さ 単位重量 個数 Net 重量 塗装 備考
mm m m kgf/m n kgf m2

内訳

観測ブイ
・頭頂部櫓

SS400 φ1,000 2.000 1 371 15.8 機器収納スペース
・上部鋼管

STK400 φ558.8 13.000 1 2,223 22.8 鋼管
・浮力体

SS400 φ2,800 3.500 1 6,580 182.7
・尾筒

STK400 φ558.8 45.700 1 9,952 81.7
・その他

SGP 32A(φ42.7) 1 27 1.1 頭頂部-手摺等
SS400 450 12.800 1 234 9.5 上部鋼管-梯子

小計 19,387 313.6

係留設備
・ｱﾝｶｰ

SS400 420 4.000 4.000 1 52,752 スラブアンカー
・バラスト

ｺﾝｸﾘｰﾄ φ526.8 3.100 2.3 1 1,554

小計 54,306

合計 73,693 313.6
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d-1.3. ケーブルタイプの設計検討 

 ケーブルタイプの設計検討は、ピラータイプと同様に搭載重量 100kg 及び 300kg につい

て実施し、設計条件となる気象・海象条件並びに水深等の条件についてもピラータイプと

同様である。検討項目はピラータイプと同様に各諸元について、浮体施設の潮流や波浪に

よる傾き、各部にかかる応力やモーメントの確認、構造照査、安定性照査、水圧に対する

照査等多岐に亘り検討を実施した。 

 また、照査の結果得られた一般図を図 2.2-30 に、関連する数量を表 2.2-27 にまとめ

た。 

 

 

図 2.2-30 海底地盤変動観測装置（ケーブルタイプ）一般図 
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表 2.2-27 海底地盤変動観測装置（ケーブルタイプ）概算数量 

海底地盤変動観測装置（ケーブルタイプ）概算数量
寸法

主要材料 板厚 幅 長さ 単位重量 個数 Net 重量 塗装 備考
mm m m kgf/m n kgf m2

内訳

観測ブイ
・頭頂部櫓

SS400 φ1,000 2.000 1 371 15.8 機器収納スペース
・上部鋼管

STK400 φ558.8 13.000 1 1,677 22.8 鋼管
・浮力体

SS400 φ2,850 3.500 1 6,160 171.2
・尾筒

STK400 φ558.8 23.500 1 5,153 42.7
・その他

SGP 32A(φ42.7) 1 27 1.1 頭頂部-手摺等
SS400 450 12.800 1 234 9.5 上部鋼管-梯子

小計 13,622 263.1

係留設備
・ｱﾝｶｰ

SS400 315 4.000 4.000 1 39,564 スラブアンカー
・係留索

ケーブル  φ45(被覆外径) 23.500 6.3 1 148 係留索/JSSII-11
ソケット  φ45用 13.6 2 27 JSSII-11

・バラスト
ｺﾝｸﾘｰﾄ φ526.8 5.000 2.3 t/m3 1 2,507

小計 42,246

合計 55,868 263.1
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d-1.4．イタリア・RESINEX 社製装置の設計検討 

（１）Elastic Beacon の動的解析の概要 

１）解析条件 

 イタリアのポッツオーリ湾に設置されている海底地盤変動装置と同じ形式の装置（イタリア

RESINEX 社製の Elastic Beacon：以下 EB と称す）を鹿児島湾に適用することを想定し、EB の

動的解析を実施した。対象とした外力は波・潮流・風であり、昨年度の原子力規制庁の業務成

果を参考に表 2.2-28 のように条件設定した。 

表 2.2-28 解析条件 

項 目 設計値 備 考 

波 浪 

有義波高：4.0m 

周期：7.4sec 

波向：0° 

 

潮 流 

水表面 1.0m/sec 

海底面 0.25m/sec 

流向：0° 

 

風 
風速：30m/sec 

風向：0° 

50 年確率相当 

アメダス観測データより 

水 深 50ｍ 新島付近 

潮 位 
H.W.L. C.D.L.+2.825 

L.W.L. C.D.L.-0.575 

鹿児島港港湾計画図より 

 

 動的解析では、波・潮流・風が同時に作用した場合に、ピラー部の発生応力度の照査、下方

のワイヤロープの張力の照査、浮体の傾斜の照査を行っている。検討ケースは表 2.2-29 に示

す 6 ケースである。 

表 2.2-29 検討ケース一覧 

Case 搭載重量 潮位条件 波浪 潮流 風 

1 100kg L.W.L. 表-1 の通り 表-1 の通り 表-1 の通り 

2 100kg H.W.L. 〃 〃 〃 

3 200kg L.W.L. 〃 〃 〃 

4 200kg H.W.L. 〃 〃 〃 

5 300kg L.W.L. 〃 〃 〃 

6 300kg H.W.L. 〃 〃 〃 

 

２）解析結果 

 各ケースの動的解析の結果は表 2.2-30 に示す通りである。イタリアの設計基準における各

部材の性能規定値は表 2.2-31 に示す通りであるが、いずれのケースでも応力度等は規定値を

下回っており、性能を満足している。また、搭載重量（100,200,300kg）の違いが EB の性能に

与える影響は小さく、搭載重量によって EB の構造形式を特に変える必要性はない。 
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表 2.2-30 解析結果 

 
表 2.2-31 各部材の性能規定値 

 
 

 解析結果によれば、応力度は Case5 と Case1 の場合に大きくなる。そのため、動的解析結果

を確率論的なアプローチでも各応力度等を評価した。その結果、応力度の時間変動は、一般化

パレート分布を仮定した 95％の信頼区間内に収まっており、確率論的な妥当性も確認した。 

 検討結果として得られた RESINEX 社製の Elastic Beacon の一般図を次ページ図 2.2-31 に示

す。 
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（２）一般図 

 
図 2.2-31 RESINEX 社製の Elastic Beacon の一般図 
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d-1.5. 海底地盤変動観測装置の製作設置計画の検討 

1.5.1. 製作計画 

1.5.1.1. 総則 

 

（１） 適用範囲 

 

本仕様書は海底地盤変動観測装置の設置工事（仮称）の上部構造製作に適用する。 

 

（２） 準拠図書 

 

   上部構造製作にあたっては、下記に示す基準に準じて施工を行う。なお、これらの

基準等は、契約時点の 新のものを適用する。 
 

「日本工業規格」            【(財)日本規格協会】 

「道路橋示方書・同解説」        【（公社）日本道路協会】 

「日本溶接協会規格」          【（一社）日本溶接協会】 

「浮体式係船岸 設計・施工マニュアル(案)」【（一社）漁港漁場新技術研究会】 

「漂体：製造検査仕様書」         【海上保安庁】 

「ダム・堰施設技術基準（案）」        【（一社）ダム・堰施設技術協会】 

 

（３） 協議 

 

本仕様書に記載なき事項または変更などにより問題が生じた場合は、客先と協議の上、承

認を得て施工する。 

 

 

1.5.1.2. 一般事項 

 

（１） 工事概要 

 

工事名    海底地盤変動観測装置の設置工事（仮称） 

本仕様書の範囲  上部構造の製作及びそれに伴う搭載機器の据付 
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1.5.1.3. 一般図 

（１）ケーブルタイプ 
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（２）ピラータイプ 
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1.5.1.4. 計画工程表 
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1.5.1.5. 仕様の概要  

（１） ケーブルタイプ 

 

   １） 上部構造 

  上部構造構成  ： 頂部檜、上部鋼管、浮体、尾筒鋼管、基台 

   大浮体径  ： 2.85m 

   上部構造高  ： 約 38.5m 

   主要材料  ： 一般構造用圧延鋼材（SS400） 

               溶接構造用圧延鋼材（SM490） 
               一般構造用炭素鋼鋼管（STK400） 
               配管用炭素鋼鋼管（SGP） 

  上部構造重量  ： 13.6t（搭載機器、充填コンクリートは除く） 

 

   ２）. 付属品 

  ① 手摺り  ： SGP32A       2 段×3 箇所 

  ② 梯子  ： SS400                 1 式 

 

   ３）. 購入品 

1) 搭載機器 

     ① 航路標識システム      ：        1 式 

② 観測システム ：                1 式 

 

   ４）. その他 

  ① コンクリート ：                   2.5ton 
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（２） ピラータイプ 

 

   １） 上部構造 

  上部構造構成  ： 頂部檜、上部鋼管、浮体、尾筒鋼管、基台 

   大浮体径  ： 3.0m 

   上部構造高  ： 約 60.7m 

   主要材料  ： 一般構造用圧延鋼材（SS400） 

               溶接構造用圧延鋼材（SM490） 
               一般構造用炭素鋼鋼管（STK400） 
               配管用炭素鋼鋼管（SGP） 

  上部構造重量  ： 19.4t（搭載機器、充填コンクリートは除く） 

 

   ２） 付属品 

  ① 手摺り  ： SGP32A       2 段×3 箇所 

  ② 梯子  ： SS400                 1 式 

 

   ３） 購入品 

ａ) 搭載機器 

     ① 航路標識システム      ：        1 式 

② 観測システム ：                1 式 

 

   ４） その他 

  ① コンクリート ：                   1.6ton 
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1.5.1.6. 施工方法(製作手順および要領) 

 

（１） 製作フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料手配 

材料入荷 

罫書き 

切断 

曲げ加工、歪取り、穿孔 

組立・溶接 

塗装 

機器取り付け 

積込 

輸送 

材料確認 

*ﾐﾙｼｰﾄとの照合 

*寸法確認 

*外観確認 

塗装前確認 

*出来形確認 

*気密試験 

*溶接確認 

積込前確認 *塗装膜厚確認 

コンクリート充填 
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（２） 材料手配 

1) 使用する鋼材は JIS 規格品を用いるものとし、鋼材についてはミルシート付

のものを用いる。 

2) 使用するその他の材料も製造メーカで材料の品質を証明できる書類の添付を

求め使用する。 

 

（３） 材料入荷・材料確認 

1) 材料入荷時に材料とミルシートの照合、寸法確認、外観確認を行う。 

 

（４） 罫書き 

1) 罫書き作業は、製作図あるいは板取り図により指定された材料に対して行い 

材料に応じて適切な用具を使用する。 

 2) 加工する鋼材の外面にはポンチ・たがね等による打痕を残さないようにす

る。 

 

（５） 切断 

1) 切断作業は材料に応じて、ガス切断、シャーリング切断、ソーイング切断、

プ   ラズマ切断を用いて行う。 

2) 原則として自動または半自動切断とするが、やむを得ず手切断をせざるを得

ないときは、切断面をグラインダー等で確実に仕上げる。 

3) 切断面の粗さは WES-2801 2 級以上とする。ただし、グルーブ面は１級とす

る。 

4) 切断面に誤ってノッチその他の欠陥を生じた場合、欠陥深さが１mm 未満の場

合はグラインダー仕上げ、１mm 以上のものは所定の溶接棒にて溶接に準じた

肉盛り溶接の上、グラインダー仕上げとする。 

5) 外面部材のフリーエッジ部は１Ｃの面取りを施すものとする。 

 

（６） 曲げ加工・歪取り・穿孔 

1) 曲げ加工は、母材に割れが入らないように適切な押し金型、受け金型を用い

る。 

2) ロール曲げには指定された径に曲げられるようベンディングローラー機の選

択・調整をする。 

3) 歪取りはプレス(常温)または加熱法(熱間)で行う。加熱法の場合、材質を損

なわないよう、温度管理に十分注意して行う。 

4) 穿孔にあたっては、図面を確認し、ドリル、リーマ、ポンス、ボール盤加工

を選択して行う。 
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5) 部材を本体に取付け後、機器取付け穴等で、寸法精度が要求される穴加工を

行う場合は、テンプレート等の冶具を用います。 

（７） 組立 

1) 原則として組立仮付けはブロック分割し、小組、大組と仮付けし、本溶接し

て行く。 

2) ボス等寸法精度が要求される部分は冶具を製作し、冶具に拘束したまま仮付

けから本溶接まで行い、完全に溶接熱が冷却してから冶具を取り外す。 

 

（８）溶接 

１）. 摘要 

a) 溶接に従事する者は JIS Z 3801、JIS Z 3841、JIS Z 3821 の相当種目の資格

を有する者、もしくは同等な者とする。 

b) 溶接作業は、材料、溶接姿勢を考慮し、適切な溶接方法、溶加材を選定し行

う。 

c) 溶接方法は被覆アーク溶接または、炭酸ガスアーク溶接（半自動溶接）を主

とする。 

 

２） 溶接材料 

a) 溶接材料は、鋼材材質、強度および溶接姿勢を考慮し、適当な材料を選択す

る。なお、溶接材料は JIS 規格品を使用する。 

b) 強度が異なる鋼材を溶接する場合は、原則として高強度側の母材と同等以上

の機械的性質を有する溶接材料を使用する。 

c) 被覆アーク溶接棒の管理は、密閉されたパッケージ状態で保管し、溶接材料

の状態に応じて使用前に乾燥機にて十分乾燥させてから使用する。 

 

３） 溶接前の確認 

a) 溶接に先立ち、開先が適切かどうか確認する。不適切な箇所が発見されたと

きは開先の修正を行い、溶接に支障のない状態になった場合において溶接作

業を行う。 

b) 溶接を行う部分は全て、溶接に先立ち溶接面のスラグ、水分、ごみ、さび、

油、塗料等異物を除去する。 

 

４） 溶接施工一般 

a) 各溶接前に、それぞれの溶接面を清掃する。溶接作業中、各パス毎に全ての

スラグおよび残留物を取り除き、目視により欠陥のないことを確認する。 
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b) 溶接部は割れ、ブローホールなど、すきま腐食に有害な欠陥がないように慎

重に作業する。 

c) 溶接は、溶接方法、鋼種、板厚および作業環境に応じて、溶接電流・アーク

電圧・溶接速度・ガス流量などの適切な条件を選択して実施する。 

d) 工場での溶接は回転冶具、位置調整冶具など適切な冶具を使用し、出来るだ

け下向きで行うようにする。 

e) 溶接の作業方法や順序は、ひずみと残留応力が 小となるような対策をた

て、欠陥が出ないように溶接する。 

f) アーク開始点では、特に溶け込み不良とスラグの巻込みに注意する。また、

アーク終了点およびビードの終端では割れが発生しないよう、健全な溶着金

属でそのクレーター部を十分に埋めておくようにする。 

g) 溶接作業条件が下記の場合は作業を行わないものとする。 

  ①気温が０℃以下の場合 

  ②屋外が降雨で母材の表面に水分がある場合 

  ③強風の場合（遮風など必要な対策が取れる場合は溶接作業を行う。） 

 

５） 欠陥部の補修 

a) 原則として欠陥部の補修は「道路橋示方書」・「社内基準」に準じる。 

b) ブローホール、スラグ巻込み、溶け込み不良、オーバーラップ等は健全な溶

着金属に損傷を与えないよう、アークエアガウジングにて除去し、再溶接を

行う。 

c) アンダーカットが発生した場合は手直し後、グラインダーにて仕上げる。 

 

６） 吊具、組立用治具等の取り付けと除去 

a) 組立、運搬のために使用する吊具、治具等を取付ける場合の溶接は、原則と

して工場建屋内で行うものとし、その条件は工場溶接と同等以上とする。や

むを得ず工場建屋外で行う場合は、十分な管理のもとで慎重に行う。 

b) 缶体内に取付けた吊具及び治具は、機能上ならびに強度上の問題がない場合

は原則残置するものとする。外面に取付けた吊具及び治具については、母材

に有害な欠陥が残らぬように十分注意の上、撤去する。 

 

（９） コンクリート充填 

1) バラスト部に所定量のコンクリートを充填する。 

2) コンクリート充填後、バラスト部を上部構造本体とボルト接合する。 

 

（１０） 塗装 
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1) 塗装作業は素地調整を確実に実施後行う。 

2) 塗装作業開始にあたっては、被塗面に水分・油脂・ほこり等の付着がないこ

とを事前に確認する。 

3) 塗装作業は、原則としてエアレススプレーにて行い、塗り直しやムラ等のな

いように入念に行う。 

4) 塗装作業条件が下記の場合は作業を行わないものとする。 

  ①作業場の気温が 5℃以下の場合 

  ②相対湿度が 85%以上の場合 

  ③降雨雪の場合、または塗膜乾燥前にその可能性がある場合 

  ④強風の場合 

  ⑤被塗面が著しく高温の場合 

5) 塗装作業中に、下記の状態となった場合は速やかに塗装の塗り直しを行う。 

  ①塗膜に泡、膨れ、剥れ等が生じた場合は、欠陥箇所を剥離して再塗装を行

う。 

  ②塗膜に著しいタレ、チヂミ等が生じた場合は、塗膜乾燥後サンドペーパー

で平滑に仕上げて補修塗りを行う。 

 

（１１） 機器取り付け 

1) 航路標識設備・監視システムを所定の位置に取り付ける。 

2) 機器取り付け後に動作確認試験を行う。 

 

（１２）. 積込 

1) 製品重量、玉掛け作業等を十分に検討し、クレーンを選定する。 

2) 製作工場のクレーンにて、製品を損傷しないよう十分注意し上部構造を船に

積込。 

 

（１３）. 輸送 

1) 上部構造輸送は海上輸送とする。 

2) 輸送梱包は荷くずれしないように適切なラッシングを行う。 
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1.5.1.7. 品質管理 

1) 上部構造製作の各段階にて、自主検査または客先検査を実施する。 

2) 検査基準は下記の表 2.2-32 に準拠し、品質管理を行う。 

 

表 2.2-32 品質管理要領 

種別 試験項目 試験方法 規格値 試験基準 摘要 

材料 鋼材の化学成分 

機械的性質 

JIS による JIS に適合 ミルシート JIS G 

溶接 外観 脚長計測 設計サイズ以上 重要度に応じて抜き取り 道路橋示方書 

非破壊検査 放射線透過試験 第 1 種欠陥：2 類以上 

第 2 種欠陥：2 類以上 

突き合わせ溶接部 

(完全溶け込み溶接部) 

各継手毎に 1 箇所以上 

JIS Z 3104 

超音波探傷試験 M 検出レベル：2 類以上 JIS Z 3060 

浸透探傷試験 割れ：あってはならない 

線上のきず：あってはならない 

連続したきず：あってはならない 

係留環部 JIS Z 2343 

気密検査 目視観察 漏洩箇所がない 検査気圧：0.01MPa 

保持時間：20 分 

浮体式係船岸 

設計・施工マニュアル(案) 

出来形 寸法検査 寸法確認 摘要基準図書の許容値以内 重要度に応じて抜き取り 漂体：製造検査仕様書 

塗装 塗装膜厚検査 

(各層毎) 

膜厚計による計測 小：標準膜厚の 70％以上 

平均：標準膜厚以上 

測定数は、1 箇所につき

5 点測定 

ダム・堰施設検査要領書

(案) 
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船　　名 所在港 所有者 能　　力 ブーム長 備　　考

海　　王 串木野港 （株）渡辺組 400t吊 43.0m

第六十八愛夢丸 鹿児島港 （株）森崎建設工業 500t吊 57.4m

５０幸神丸 八幡浜港 堀田建設（株） 500t吊 70.7m

第八大生 平戸港 大石建設（株） 550t吊 56.8m

第５３善徳丸 大浦港 （株）善徳丸建設 550t吊 64.0m

第５８茂寿号 北浦港 （株）伊藤組 600t吊 68.0m

船　　名 所在港 所有者 能　　力 揚　　程 備　　考

大　　和 門司港 深田サルベージ建設（株） 700t吊 58.8m 補巻　100t吊、揚程68.5m

駿　　河 呉港 深田サルベージ建設（株） 2200t吊 90.0m 4フック,前フック97.3m

1.5.2. 設置計画 

1.5.2.1．はじめに 

浮体式および着底式とも、観測装置全長となるアンカーから頂部櫓までが 62m あるた

め、揚程 62m 以上を確保できる起重機船が必要となる。また、浮体式、着底式とも施工

方法に大きな違いはないことから、本検討においては、総重量の大きく、構造上柔軟性

の少なくて取り扱いがより難しくなる着底式をベースに施工方法を検討する。 

 

1.5.2.2.作業船の選定 

現場海域でアンカーが着底していない状態で組立作業を行うことは、観測装置が安定

していない状態での作業となり、作業時の安全性確保という点で課題を生じることにな

る。そのため、本検討では観測装置本体は、あらかじめ陸上で組み立てるものとし、現

地での作業は、観測装置の建て起し、アンカーとの接続および設置のみを行うこととす

る。 

施工箇所となる鹿児島近県に在港する長いブームを有する全旋回式起重機船を表

2.2-33 に示す。 

 

表 2.2-33 全旋回式起重機船（鹿児島港近郊在港、長いブームを有するもの抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、鹿児島近県に在港する 62m 以上の揚程を有する固定式起重機船を表 2.2-34 に

示す。 

 

表 2.2-34 固定式起重機船（鹿児島港近郊在港、揚程 62m 以上のもの抜粋） 
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揚程が確保できる可能性のある全旋回式起重機船 500t 吊（50 幸神丸：ブーム⻑ 70m
級）、固定式起重機船 700t 吊（⼤和：補巻揚程 68.5m）、固定式起重機船 2200t 吊（駿
河：揚程 90.0m）の吊り上げ可否の検討を⾏う。各起重機船の観測装置の吊り上げ状況
を図 2.2-31～図 2.2-32に示す。 
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補巻巻上げLIMIT

df=1.958m

 

主巻巻上げLIMIT(上部滑車下5m)

図 2.2-32 全旋回式起重機船 500t 吊（50 幸神丸）吊り上げ状況 図 2.2-33 固定式起重機船 700t 吊（⼤和）吊り上げ状況 図 2.2-34 固定式起重機船 2200t 吊（駿河）吊り上げ状況 

＜検討条件＞ 
・台船は 3000t 積を想定し、乾舷を 3.0m とした。 
・吊ビームと観測装置間は、船舶の動揺等も考慮し、⽟掛作業時の余裕として 3m 確保するものとした。 
・台船と観測装置の地切りするため、フック上の吊上げ代は 3m 確保するものとした。 



 

274 
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吊り上げ時の検討の結果、全旋回式起重機船のブーム長 70m 級では、ブームと観測装

置との離隔不足や揚程不足となる。また、固定式起重機船 700t 吊では揚程不足となっ

た。そのため、本検討では、固定式起重機船 2200t 吊を使用した施工方法について検討

する。 

 

1.5.2.3.施工フロー 

本工事の施工フローを図 2.2-35 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-35【工事全体】施工フロー 

 

起重機船・台船回航 

起重機船・台船回航 観測装置台船積込 

観測装置海上運搬 

事前アンカー設置 観測装置設置 

組立ヤード整備 観測装置陸上組立 組立ヤード片付 

事前アンカー回収 

観測装置工場製作 
 

観測装置海上運搬 
 

観測装置陸揚げ
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1.5.2.4.準備工 

１) 工事許可手続等 

    工事着手に先立ち、海上保安部に工事許可の手続きを行い、許可された申請書の

写しを提出す 

る。なお、工事に当たり許可条件は厳守する。 

２) 周辺関係者への周知 

 海事関係者や漁協等関係各所へ説明・連絡を密に行い、工事に対する理解を得る

ように努める。 

３) GNSS の使用 

本工事の施工において、各工種の位置出し、測量などに GNSS を使用する。 

GNSS の使用に先立ち、精度確認を行う。 
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1.5.2.5.観測装置陸揚げ 

工場で製作された観測装置は、分割された状態で台船にて鹿児島まで海上運搬され、

組立ヤードで一体化するためトラッククレーン（200t 吊）を使用して陸揚げする。 

観測装置の陸揚げ完了後、台船の係留を解除し、基地港まで回航する。 

なお、組立ヤードの候補地としては、現時点では図 2.2-36 に示す３箇所が挙げられ

る。 

いずれのヤードも観測装置を設置する時期に使用できるか否かは現時点では不明とな

るが、現在港湾工事で使用頻度が も多いヤード②を有力候補地とする。そのため、本

検討ではヤード②を基本として計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-36 組立ヤード候補地  
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1.5.2.6.観測装置陸上組立 

１) 組立ヤード整備 

観測装置の陸上組立に先立ち、地組用のヤードを整備する。地組ヤードは観測装

置が立てられる十分なスペースが確保でき、かつ起重機船が係留できる岸壁付近で

ある必要がある。 

工場で製作された観測装置の各ブロックを精度よく組み立てるため、敷き鉄板や

山留材等で沈下の恐れないように支持架台を配置する。 

なお、観測装置の組立、台船への積込完了後は、使用前の状態に片付ける。 

２) 観測装置組立 

トラッククレーン（200t 吊）で陸揚げされた観測装置の分割ブロックを組み立て

る順序になるよう支持架台に仮置きする。支持架台上には、分割ブロック連結部の

高さが同じになるようにライナープレート等を用いて調整を行う。連結箇所は仮締

めボルト等を用いて連結する。 

組立が完了し、高力ボルトの締付け前に、観測装置が設計図に示された形状と一

致しているかどうか確認する。支障のないことが確認して、高力ボルトの締付けを

行う。高力ボルトの締付け作業は、接合面の処理、継手部材間の肌すき、ボルトの

締付け方法、締付け順序等に注意して、所定の締付け力を導入する。 

なお、組立ヤードでは、観測装置本体と係留アンカーは分離した状態のままとす

る。 

 

1.5.2.7.起重機船回航、台船回航 

固定式起重機船（2200t 吊：駿河）は、基地港である呉より、観測装置組立場所まで

回航する。同様に観測装置を積み込みする台船（3000t 積）を基地港である長崎より回

航する。 

呉港および長崎港から組立ヤードまでの回航経路を図 2.2-37 および図 2.2-38 に示

す。 

 

1.5.2.8.観測装置積込・海上運搬 

観測装置の組立ヤード前面に台船（3000t 積）と固定式起重機船（2200t 吊）を係留

し、観測装置と係留アンカーをそれぞれ玉掛し、台船（3000t 積）上に積み込む。台船

上にはあらかじめ盤木等で仮受台と固縛用ピースを準備し、積み込み完了後、転倒や移

動のないよう堅固に固縛する。 
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観測装置の積込作業のステップを図 2.2-39 に、吊り上げ要領を図 2.2-40 に示す。 

積込作業完了後、固定式起重機船（2200t 吊）および台船（3000t 積）を設置海域ま

でえい航および海上運搬する。 

組立ヤードから観測装置までのえい航経路を図 2.2-41 に示す。 
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図 2.2-37 固定式起重機船（2200t 吊：駿河）回航経路 
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図 2.2-38 台船（3000t 積）回航経路 
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図 2.2-39 観測装置積込ステップ  
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図 2.2-40 観測装置積込要領 
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図 2.2-41 組⽴ヤード〜観測装置設置箇所 えい航経路 
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1.5.2.9.観測装置設置 

設置海域には、固定式起重機船（2200t 吊）と台船（3000t 積）が係留できるように、全旋回式起

重機船（150t 吊）を現場海域に先行して移動させ、事前アンカーの設置、全旋回式起重機船（150t

吊）の係留を行う。台船（3000t 積）は全旋回式起重機船（150t 吊）を、固定式起重機船（2000t

吊）は事前アンカーを使用して設置海域に係留する。 

観測装置設置海域における固定式起重機船（2200t 吊）、台船（3000t 積）および全旋回式起重機船

（150t 吊）の係留状況を図 2.2-42 に示す。 

各作業船の係留完了後、観測装置本体と係留アンカーを連結する。固定式起重機船（2200t 吊）

は、前後左右に４フックを有しているが、本作業ではそのうち前方の左右２フックを用いて観測装置

を吊り上げる。クレーン操作にて少し傾斜させて、観測装置下部とアンカーを連結する。 

連結後、観測装置を一旦台船上に仮置きして、観測装置下部側の玉掛解除を行い、その後、観測装

置上部側のフックのみを巻き上げる。その際、固定式起重機船の船体も重心の移動に合わせて横移動

させ、観測装置を建て起こす。そのまま、更にフックを巻き上げ、観測装置を台船から切り離し、

GPS で計測しながら観測装置を所定の設置位置に調整する。調整完了後、フックを巻き下げて観測装

置を着水させ、更にアンカーが海底に着底するまで引き続きフックを巻き下げる。 

アンカーが海底に着底後、ＲＯＶを海中に投入し、アンカーの着底状況や観測装置の設置状況を確

認する。観測装置の設置に問題ないことを確認した後、潜水士を先行させ、観測装置から吊ワイヤを

解除して、観測装置の設置完了となる。 

観測装置設置ステップを図 2.2-43に、観測装置吊上げ要領およびステップを図 2.2-44～図 2.2-46

に示す。 

観測装置設置完了後、固定式起重機船（2200t 吊）と台船（3000t 積）は観測装置組立場所までえ

い航し、艤装品や吊具等の片付けを行い、基地港に回航する準備を行う。 

全旋回式起重機船（150t 吊）を現場海域に設置した事前アンカーを回収し、基地港までえい航し

て係留資材を陸揚げする。 
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図 2.2-42 観測装置設置海域における作業船係留状況 
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自錨or事前アンカー

事前アンカー

事前アンカー

事前アンカー

潜水士船

潜水士船

①運搬台船は積込岸壁を係留解除して設置場所まで曳航する。

②運搬台船は設置現場沖にて曳船を横付けにして事前に係留

　中の旋回式起重機船サイドに係留する。

　台船係留作業は旋回式起重機船の曳船・着火船が接弦の応

　援をする。

③台船の係留索を旋回式起重機船ボラードに取り付ける。

　※旋回式起重機船の係留ウインチが余っていればウイ

　　ンチ係留もする。

①起重機船は基地港(鹿児島港)より曳航する。

②曳船にて曳き回しながら船尾アンカーを投錨する。

　※現場状況によっては、揚錨船で船尾アンカーを曳打ちする。

③船尾アンカーを張り合わせ行き足を止めて曳船と船尾アンカー

　で姿勢保持しながら着火船にて係留索を事前アンカーブイに取

　付け張り合わす。

④全係留索を張り合わしたら、曳船のタグラインを解除する。

⑤ウインチ操作にて所定の位置まで移動する。

⑨曳船は旋回クレーン船サイドに係留する。

①起重機船はウインチ操作で後退し船首アンカー投錨する。

②船首係留索を巻き出し係留索を組立地岸壁ボラードより

　解除し係留索を巻き取る。

③曳船2隻を船首尾に配置しタグラインを取る。

④曳船2隻で姿勢保持しながら、船首アンカー及び船尾アン

　カーを巻き上げる。

⑤起重機船は設置箇所に向け曳航する。

⑥曳船2隻にて曳き回しながら船尾アンカーを投錨する。

　※現場状況によっては、揚錨船で船尾アンカーを曳打ちする。

⑦船首アンカーを投錨し起重機船の行き足が止まれば曳船2隻の

　タグラインを解除し着火船にて係留索を事前アンカーブイを取

　付け張り合わす。

⑧起重機船のウインチ操作にて所定の位置まで移動する。

⑨各船は起重機船サイドに係留する。

①起重機船ウインチ操作にて観測装置玉掛箇所まで移動する。

②起重機船フックを巻下げ玉掛する。

  (左右2フック使用)

③玉掛ワイヤーを張り合わせしたら、観測装置の固縛を解除する。

④荷重計を確認しながら左右均等にフックを巻き観測装置を吊上げる。

⑤右側フックを巻下げ傾斜をつける。

　※観測装置とアンカーの連結部の構造によっては、観測装置

　　を先に建起こし垂直にして連結する。

⑥起重機船ウインチ操作にて観測装置連結部をアンカー

　連結部位置まで移動する。

⑦フックを巻下げ観測装置下部連結部とアンカーを連結する。

⑧観測装置下部側の玉掛ワイヤーを解除するため、観測装置を再度仮置きする。

⑨観測装置下部側玉掛ワイヤーを解除する。

⑩観測装置上部側を巻上げ、起重機船はウインチ操作にて横移動しながら建起こす。

⑪GPS計測器で設置位置を計測確認する。(状況に応じ明示用ブイを投入する)

⑫ウインチ操作にて設置位置まで移動し、フックを巻下げ着水・着底する。

⑬ROVを潜降させて設置・着底状況を確認しROVを浮上・回収する。

⑭潜水士を潜降させ、フックを巻下げ玉掛解除する。

　水面から玉掛ワイヤー先端部が確認できれば潜水士は浮上する。

⑮起重機船は曳航に支障のない高さまでフック巻き上げる。

①起重機船ウインチ操作及び起伏操作にて台

　船の所定の位置まで移動する。

②起重機船フックを巻下げ、台船の仮受台(盤

　木等)に積込む。

③観測装置を固縛して玉掛解除する。

④同様の手順でアンカーを積み込む。

150t吊旋回式起重機船
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図 2.2-43 観測装置 設置ステップ 
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図 2.2-44 観測装置 連結・建て起し・吊り上げ要領 
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①起重機船左右フックを使用して均等に吊上げる。 ②右側フックを巻上げ傾斜をつける。

※アンカーとの連結構造によって調整する。

③観測装置下部連結部がアンカー連結部位置に来るように

　起重機船ウインチ操作にて位置合わせを行う。

④起重機船左右フックを巻下げて位置調整を行いながら観測装置

　下部連結部とアンカー連結部を連結する。

　位置調整は、状況に応じてレバーブロック等を使用する。

吊ﾋﾞｰﾑ

吊点ﾄﾗﾆｵﾝ

観測装置

吊点ｱｲﾌﾟﾚｰﾄ

アンカー

右フック

左フック

6500

前側フック巻上げLIMIT

後側フック巻上げLIMIT

6500

STEP-1 吊上げ STEP-2 吊上げ・傾斜調整 STEP-3 位置合わせ STEP-4 観測装置連結
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図 2.2-45 観測装置設置ステップ（その１） 
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潜水士船

潜水士

旋回式起重機船

⑤観測装置とアンカーを連結したら、観測装置下部側の

　玉掛ワイヤー解除してから建起こすため、一旦仮置きする。

⑥観測装置下部側を玉掛解除したら再度上部側

　を巻上げ、起重機船はウインチ操作にて横移

　動しながら建起こす。

⑦起重機船ウインチ操作にて設置

　位置まで移動しフックを巻下げ

　着水・着底する。

⑧所定位置の海底に着底したら

　ROVを潜降させアンカー着底

　状況・設置状況の確認する。

⑧潜水士を潜降させ玉掛解除し玉掛ワイヤー

　を巻き上げる。

ROV
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図 2.2-46 観測装置設置ステップ（その２） 
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1.5.2.10.工程計画 

観測装置設置に伴う現地作業の工程を表 2.2-35 に示す。 

 

表 2.2-35 計画工程表（現地作業） 

 

※休日・荒天等による予備日は含まず。標準で 1 か月程度の工期を見込む。 

作　業　内　容 日数

　 　

　 　

　 　

　 　

ヤード整備・片付け（架台セット等）

32 6
備考

【組立工事】

観測装置組立

観測装置搬入 200t吊TC

設置地　係留準備(事前アンカー設置)

3,000t積台船回航(長崎～鹿児島) 168海里

150t吊旋回ｸﾚｰﾝ船曳航(鹿児島港)

2,200t吊FC帰航(鹿児島～呉) 293海里

【付帯工事】

係留資材運搬

観測装置・アンカー連結

観測装置一体吊　設置

2,200t吊FC曳航(設置～積込) 15海里

293海里

吊具準備、片付け

2,200t吊FC曳航(積込～設置) 15海里

観測装置・アンカー台船積込

161 4 5 17

【設置工事】

10 11 12 13 14 15

2,200t吊FC回航(呉～鹿児島)

7 8 9

※塗装が必要な場合は別途
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2. 海域観測に関係する関係機関への交渉の進捗状況 

 原子力規制庁(2019)を参照して海域観測に関係する関係機関のリスト（表 2.2-35）を作成し

た。設置予定地域は霧島錦江湾国立公園普通地域に区分されており、鹿児島県自然公園係を通し

て管轄の霧島錦江湾国立公園管理事務所への所定の届け出が必要である。また設置地域は海域で

あり船舶の通行があるため、船舶通航の保安に関係する事柄は海上保安庁第１０管区海上保安本

部と協議を進める必要がある。さらに船舶通航だけでなく漁船の操業も行われる地域であること

から、鹿児島県漁業組合連合会を通して漁業関係者との調整も必要である。海上自衛隊は鹿児島

音響測定所における音響測定業務に関して、観測施設の設置作業に際しては事前に作業時期、作

業に要する日数を海上自衛隊に通知の上、調整して決定する必要がある。 

 

 

表 2.2-35 海域観測の関係機関リスト 

 

環境省 九州地方環境事務所 霧島錦江湾国立公園管理事務所 

〒890-0068 鹿児島県鹿児島市東郡元町 4-1 鹿児島第 2 地方合同庁舎 2F 

  TEL 099-213-1811 FAX 099-251-2145 

 

海上保安庁第１０管区海上保安本部 

鹿児島海上保安部 

〒890-8510 鹿児島県鹿児島市東郡元町 4-1 鹿児島第 2地方合同庁舎 

TEL 099-250-9800 

 

鹿児島県 

環境林務部自然保護課自然公園係 

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町 10 番 1 号 

TEL 099-286-2759 

 

海上自衛隊 

鹿児島音響測定所 

〒899-4501 鹿児島県霧島市福山町福山 3978 

TEL 0995-55-3319 

 

鹿児島県漁業組合連合会 

〒892-0835 鹿児島市城南町 37-2 

代表電話番号・FAX TEL.099-225-0611／FAX.099-222-1408 
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f. まとめ 

 本節では海底地盤変動観測装置の検討を行った。 

 まずイタリア国を訪問し、想定される海底地盤変動観測装置と類似の装置について調査を行っ

た。類似装置を製作した RESINEX 社では海底地盤変動観測装置類似の Elastic Buoy シリーズの

構造と設計に関して聴取を行った。また類似装置を地中海ストロンボリ島で火山性津波の早期警

戒センサーとして運用しているフィレンツェ大学では類似装置の運用について情報の収集を行っ

た。 

 次に類似の装置の想定設置場所とそこで想定される環境条件を与えて、類似の装置の基本設計

について検討を行った。海底のアンカーに直接観測塔が連結されるピラータイプ、海底のアンカ

ーもワイヤーを介して観測塔が連結されるワイヤータイプ、そして先述の RESINEX 社の仕様のタ

イプの３つのそれぞれについて、それぞれ 100～300kg の搭載荷重を想定した場合の基本設計を

行い、比較した。 

 RESINEX 社は想定設置場所の環境条件に合わせて RESINEX 社の標準設計を変更を加えた設計を

示した。 

 また、３つのタイプのいずれも指定された搭載荷重の範囲では構造を変える必要のないことが

示された。さらに３つのタイプのそれぞれについて動揺特性の検討も行われた。水波の入力に対

する観測塔の応答変位特性を検討した結果、ピラータイプは観測塔部分の副次振動の影響がもっ

とも小さいことが示された。また３つのタイプのいずれも設置後の経年を重ねることによる連結

部の年間摩耗量が、地盤変動として期待される年間垂直変動量と同じ規模であることが予測され

た。 

 さらに３つのタイプのいずれに対しても想定設置場所への輸送行程計画および設置作業工程に

ついて検討を行った。３つのタイプのいずれも同一の作業内容で対応できることが示された。ま

た、設置作業工程の仕様に大きな影響を与えるのは想定設置場所の水深であることも示された。 

 以上のことから、海底地盤変動装置の目的に も適している構造はピラータイプであると判断

された。しかしながら観測精度を確保するためには、詳細設計に連結部の摩耗に対する何らかの

対策を盛り込むことが必要であることが明らかになった。 
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(3) 活動的カルデラのシミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討実施 

本研究においては、平成 30 年度研究までに検証された噴火にともなうマグマ排出及びその前

後におけるマグマ供給に対する粘弾性地殻変動モデルの振る舞いに従い(そこにおいては、定常

的なマグマの供給により変動源の体積が時間とともに線形増加するとし、そのなかで噴火にとも

なうマグマ排出が瞬間的に生じることを仮定している)、姶良カルデラ及びその周辺の測地観測

を解析した。その結果、1914 年の大正噴火以降の地表面隆起の第一近似的な振る舞いは、以下

の条件が満たされれば粘弾性モデルで説明できることがわかった：(1)厚さ～11 km の弾性地殻

下の粘弾性地殻の有効粘性率は～5×1018 Pa s、(2)その形状を回転楕円体で近似した変動源(シ

ル状のマグマ定置)の深さは 11 km、その赤道半径は 2 km、(3)変動源が、大正噴火の～47 年前

から～0.009 km3/yr の割合で膨張し、大正噴火時には、噴出量 1.5km3 (DRE)の約 4 分の 1 に相

当する 0.4 km3の収縮が生じた。しかし、1975 年以降における測地観測とのより高次の整合性

については、マグマ供給率の時間変化を導入することにより、さらに検討しなければならないこ

とが明らかとなった。 

 

 (1) はじめに 

地殻の粘弾性は様々な時空間スケールをもつ地球表面変動の重要な駆動メカニズムと考えられ

てきた (e.g., Savage and Prescott, 1978; Stephenson, 1984; Nakada and Lambeck, 1989; 

Mound and Mitrovica, 1998; Johnson and Segall, 2004; Bürgmann and Dresen, 2008)。特に

火山地域における地殻変動については、その下にあると思われるマグマそれ自身、あるいはそれ

に影響を受けて高まった地温勾配により地殻の粘性率は有意に減じられているであろうから、地

殻の粘弾性の効果を無視することはできないはずである(e.g., Dragoni, M., Magnanensi, C., 

1989; Nooner and Chadwick, 2009; Segall, 2016, 2018; Yamasaki et al., 2018; Yamasaki and 

Kobayashi, 2018)。しかし、これまでの多くの研究においては、火山性地殻変動は地殻の弾性に

従ってよく解析されてきた(e.g., Mogi, 1958)。実際、地殻の粘弾性を直接的に示す観測はないの

で、粘弾性モデルがより理にかなった説明を与えることの可能性を地球物理学的モデル・岩石学

的モデルとの比較により検証していかなければならない。 
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図 3.1 (a) 研究調査地域。青線は基準点 2751 から BM2865 へと至る水準測量ルート。黒の矢印

は 1914-1934 の期間における鉛直変位量。赤の点線で示した姶良カルデラの縁は Uto et al. 

(1997)にしたがった。(b) BM2474 における BM2469 に対する相対鉛直変位 2474 の時間変化；

ただし 1982 年を時間変化の基準としている(e.g., Omori, 1916; Sassa, 1956; Eto et al., 1997; 

Yamamoto et al., 2013)。 

 

H30 年度研究においては上部地殻へのマグマ供給とそこからのマグマ排出に対する線形マッ

クスウェル粘弾性地殻の応答の一般的な振る舞いを記述し、その振る舞いを姶良カルデラでの地

殻変動観測に適用したが、その適用観測量はこれまで姶良カルデラの変動として議論されてきた

基準点 BM2474 における BM2469 に対する相対変位量(図 3-1)についてのみ注目していた。しか

し、地表面の一点における上下変動観測のみで、粘弾性モデルパラメータを十分に制約しきれな

かった。したがって、本年度研究においては姶良カルデラおよびその周辺における鉛直変動の時

空間分布(図 3.1)や、ごく限られた期間のみではあるが、GNSS 変位の水平成分も考慮して、

H30 年度研究において検証した粘弾性モデルをさらに制約する。制約された粘弾性モデルと測

地観測との整合性について議論し、今後の課題も明らかにする。 
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(2) モデル説明 

地殻上部におけるマグマの給排出に対する地殻・マントルの粘弾性応答は、並列化された３次

元有限要素コード OREGANO_VE (e.g. Yamasaki and Houseman, 2012ab; Yamasaki et al., 

2014; Yamasaki and Houseman, 2015; Yamasaki et al., 2018; Yamasaki and Kobayashi, 2018; 

Yamasaki et al., 2020)を用いて解析した。上部地殻への定常的なマグマ供給により変動源が一

定の割合で膨張しているとし、そのなかで噴火にともなう変動源の収縮(マグマの排出)が瞬間的

に起こることを考える。モデルの設定、そのサイズや力学的境界条件等については、H30 年度

研究と同じである；本研究で用いた３次元モデルの概要については Yamasaki et al. (2020)の

Fig. A1(a)を参照のこと。 

モデルは地殻とマントルの成層構造とし、それぞれの厚さは、Zc = 40 km (e.g., Alanis et al., 

2012)、Zm = 60 km とする。モデルの全領域には一様な弾性定数 (ポアソン比 ν = 0.25、剛性

率 μ = 3 × 1010 Pa) を持つ線形マックスウェル粘弾性構成式を適用する。モデルはまた力学

的二層構造とする。地殻 上部の厚さ H の層には非常に高い粘性率を与え、それが弾性層とし

て振る舞うようにする。その弾性地殻の下には粘弾性地殻・マントルがあるとする。粘弾性地殻

は一様な粘性率ηcを持つ。マントルも同様に一様な粘性率ηmを持つとするが、その値はηcと

同じであるとする。このようにマントルの粘性率を地殻の粘性率と同じであるとする仮定につい

て、Yamasaki et al. (2018)は変動源が上部地殻にある場合にマントルの粘性率が粘弾性地殻の

振る舞いに有意な影響を与えないことを確認している。 

姶良カルデラ下のレオロジー構造は実際にはもっと複雑で不均質なものかもしれない。しかし

Yamasaki and Kobayashi (2018)は、変動源の水平幅の数倍程度のスケールを持つ不均質性がマ

グマ貫入に対する粘弾性応答の振る舞いに有意な影響を与えないことを明らかにしている。つま

り、本研究で設定している簡略化したレオロジー構造は姶良カルデラ近辺の構造を示したもの

で、そこから遠く離れたところのレオロジカルな不均質性は、もしかするとあるかもしれない

が、それによる影響は有意なものではないことになる。 

上部地殻に定置する変動源(マグマ)の形状を長径が水平軸となる回転楕円体であると仮定し、

その赤道半径を W、赤道面の深さ D を変動源の深さとする。Hickey et al. (2016)は姶良カルデ

ラ下の変動源の形状について 1996-2007 年の GNSS 変位との整合性を検証しているが、長径が

水平軸となる回転楕円体を変動源とした場合に GNSS 変位を もよく再現するとしている。他

の変動源の形状についてもその適用性を検討する必要はあるが、ここでは、長径が水平軸となる

回転楕円体を仮定し、その姶良カルデラ変動への適用性をさらに検証することにする。 

マグマは、弾性層の も深いところに定置する(つまり D = H)と仮定する。その深さは概ね脆

性-塑性境界の深さに相当する (e.g., Watts, 2001; Pollitz and Sacks, 2002; Watts and Burov, 

2003; Yamasaki et al., 2008)。地殻内を上昇してきたマグマは脆性-塑性境界などの応力勾配の

変化が生じる深さに達すると水平方向に広がる傾向をもつので、ちょうどその辺りの深さでマグ

マが定置すると考えられる(e.g., Parsons et al., 1992; Hogan and Gilbert, 1995; Rubin, 1995; 

Watanabe et al., 1999; Burov et al., 2003)。そのような力学的境界としては、モホ面、もし上部

地殻と下部地殻が異なる組成の岩石で構成されている場合は上部・下部地殻の境界も考えられる
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が、日本の島弧のように地温勾配が比較的高い地域下においてはこれらの力学的境界は明瞭でな

く、したがってそれらの境界でのマグマ定置も有意なものではないかもしれない。 

しかしマグマが他の深さで定置する可能性も否定できないので、本研究においてマグマ定置は

常に弾性層の も深いところで生じるとするが、測地観測から制約されたマグマ定置の深さ(つ

まり弾性層の厚さ)を地震発生深度の上限と比較することにし、マグマ定置の深さに関する仮定

を検証することにする。 

Yamasaki et al. (2018)は、マグマ貫入が弾性層の も深いところで生じた時に、それに対す

る粘弾性応答による地表面の変動速度が も大きくなることを明らかにしている。したがって、

本研究においては粘弾性緩和の効果が も大きく現れるとした場合で粘弾性モデルを制約するこ

とになる。 

変動源の中心は Mogi (1958)において大正噴火時の変動から制約された中心座標：(130.689 E, 

31.654 N)に置くことにする。その座標位置は Iguchi et al. (2008)において 1996-2007 年の期間

における GNSS 変位から制約された変動の中心座標：130.688 E, 31.641 N とほぼ同位置であ

る。 

シル状に定置したマグマ(変動源)の中心での厚さ cd   ( 0/c cd d 、ここで 0cd  はマックスウ

ェル緩和時間 /c c   の期間における変動源の中心での厚さ増分)の時間変化を図 3.2 に示

す。噴火前後における cd は次の式に従う： 

 

cd t      (1) 

 

ここでtはマックスウェル緩和時間で規格化された無次元時間である。マグマの供給による

cd の増加は時間 0t  に始まり、時間とともに線形増加し、時間 1t   つまり ct   に、 

cd は 1、つまり 0c cd d  になる。地表面の変位量U は 0cd でスケーリングされる。 

 

 

図 3.2 回転楕円体変動源(シル状のマグマ貫入)の中心での厚さの時間変化 
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時間 et t    において噴火が瞬間的におこり、それにより cd はマグマ排出により瞬間的に

(1 1/ ) et  に減じられる。ここでαは無次元定数で、膨張した変動源のどれだけの体積量が、

噴火時に収縮するのかを規定するパラメータである；例えば、α = 1 の場合、時間 0 から膨張

した変動源のすべての体積量が噴火時に収縮するということ。α = 10 の場合は、時間 0 から膨

張した体積量の 10%だけが噴火時に収縮するということ。 

噴火後の時間 et t   においては cd が再び線形増加するが、その傾きは噴火前のそれと同じで

あるとする。 

   時間 0 において地殻・マントルの応力状態は平衡であると仮定する。マグマの定置と蓄積は

もっと以前からはじまっており、ここで考える時間 0 のときにはすでに有意な量のマグマが溜ま

っていたのかもしれない。しかし時間 0 以前のマグマ定置と蓄積に対して、粘弾性地殻は完全に

緩和しているものとする。 

 

(3) 解析結果 

粘弾性モデルの制約は、まず、H30 年度と同じように、BM2474 における BM2469 に対する

鉛直相対変位の時間変化 2474  (1982 年からの増分量)を用いることにする。 2474 の特徴から以

下の２つを粘弾性モデルの制約条件とする。 

1914 年噴火時の 2474  は～-50 cm であったと観測されている。その後 1915 年における測量

によりさらに～5 cm ほど沈降しているが、この 1914 年噴火後のさらなる沈降は地表面へのマグ

マ噴出にともなったものではないので、マグマ溜まりから浅い火道へのマグマ給送によると説明

できるかもしれない(Araya et al., 2019)。本研究においては、1914-1915 年における地表面や浅

部火道へのマグマ排出に対して地殻は弾性応答したものと考え、1914 年噴火時の変動量を

2474  = -55cm とする。 

2474 は 1914 年噴火直後に負の値を持つようになったが、その 50 年後の 1964 年頃には、ゼ

ロに回復していることがわかる(図 3.1)。1946 年には昭和噴火が起きているが、それにともなう

地表面沈降を無視すると、 2474 の回復は 1964 年よりも前であることが期待される。また、

1946 年噴火におけるマグマ噴出量は 1914 年のそれの 10 分の 1 程度であり、そのことは、1914

年噴火時の沈降と単純に比較すると、1946 年噴火による地表面沈降量は～5.5cm 程度であると

予想されるので、 2474 の回復が 1946 年よりも後であることが期待される。したがって本研究

では 2474 = 0 に回復するのは 1914 年の 40 年後であると仮定して、それをさらなる制約条件と

して用いることにする。 

上述の２つの制約条件：(1) 1914 年の噴火時に 2474 = -55 cm、(2)1914 年噴火の 40 年後の

1954 年に 2474 = 0 cm、を同時に満たすように制約されたモデル変数を図 3-3 に示す。モデル

変数はマグマ定置の深さ D の関数として、それぞれ５つの異なるシル状定置マグマの赤道半径

W の値の場合で示している。エラーバーは、地殻の粘性率 c  を 1 ～ 10 × 1018 Pa s の範囲

で変化させたときに、それぞれの変数が持ちうる値の範囲を示している。 
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図 3.3 姶良カルデラで制約されたマグマ定置の深さ D に依存したモデルパラメータの値：(a) 測

地観測が求める 1914 年噴火時の力源の収縮体積ΔVg (km3)、(b) 1914 年噴火より何年前からマ

グマ供給が始まっていたのかを表すパラメータ et (yr)、 (c) 変動源の膨張率 (km3/yr)。エラー

バーは粘弾性地殻の粘性率 c = 1-10×1018 Pa s の範囲を与えたときにそれぞれのパラメータが

持ちうる値の範囲を示している。W = (赤) 2 km, (青) 5 km, (緑) 10 km, (紫) 15 km, (橙) 20 

km。α = 1。図 3-3(a)の点線は大正噴火時のマグマ噴出量 1.5km3 (DRE) (e.g., Ishihara et al., 

1981)。 

 

図 3.3(a)は測地学的に求められる 1914 年噴火時の変動源の体積収縮量(ΔVg, km3)を示してい

る。時間 0 から 1914 年噴火までに膨張した変動源の全ての体積量が収縮される場合の結果であ

る(つまりα = 1 を仮定している)。ΔVgはより大きな D や W で、より大きくなることがわか

る。 

図 3.3(b)は予測された et (yr)、つまり 1914 年噴火の何年前からマグマ供給により変動源が膨

張し始めていたのかを示している。 et の取りうる値の範囲は小さい；～45 年と～55 年の間に

限定されている。しかし、その僅かな範囲内において、 et は系統的に D に依存していることが

わかる； et はより大きな D でより小さくなる。 

図 3.3(c)は制約された変動源の膨張率(  km3/yr)を示している。はより大きな D や W で

より大きくなる。 

これら３つのモデルパラメータ(ΔVg, et ,  )に関する観測量はΔVgについてのみである。

1914 年噴火時に地表面に実際に噴出したマグマ量 Vmは~ 1.5 km3 (DRE)と測られており

(Ishihara et al., 1981)、それを点線で図 3-3(a)に示してある。ここで、マグマの圧縮性を考慮す

ると、Vmより小さいΔVgを予測するモデルのみが制約されることになる(e.g., Rivalta and 

Segall, 2008; Kozono et al., 2013; Kilbride et al., 2016)。しかし、ΔVg > Vmを予測するモデル

は適当ではない。 

残り２つのパラメータ et とに関する直接的な観測量はなく、ΔVg ≦ Vmを予測するモデル

以上の制約を与えることができない。そこで、本研究においては鉛直変位の時空間分布を用いて

モデルをさらに制約することを試みる。 
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国土地理院所蔵の水準測量データ(Technical reports of the Geospatial Information Authority 

of Japan, B3-No.1-52)を再解析したものを用いる(平成 30 年度原子力規制庁委託成果報告書「火

山影響評価に係る技術知見の整備」、産業技術総合研究所)。BM2751 と BM2865 との変動差が

０となるように、両者における変動差を測量線に沿って線形補間して、それぞれの基準点での変

動量から差し引かれている。この操作により図 3.1(b)に示す 2474 が受ける影響は、数 mm 以下

である。 

ここでは大正噴火後の 初の～20 年間の、1914-1932(-1926)年の期間における変動量を使っ

てモデルを制約する；大正噴火後に も大きな変動量を見せるのがその期間である。その観測量

との整合性は二乗平均平方根ε(Root Mean Square: RMS)により評価する： 

 

    0.52
1/ o pN Q Q       (2) 

 

ここに oQ は観測量で、 pQ はモデル予測量、N は予測量と観測量とを比較する基準点の数とす

る。変動の中心から 30km 以内の範囲におけるデータのみを制約に使う：したがって N = 17 と

した。 

図 3.4 にはそれぞれ与えた W の値ごとの log10(ε)のコンター図を c  - W 空間でプロットして

いる。W や c が大きいほど式(2)で決められる RMS 値であるεは大きくなる。しかし、W = 2 

km や 5 km の場合、εは、D = ～10 km, c = ～5×1018 Pa s あたりで 小値を持つようにな

る。そしてεは W = 2 km, D = 11 km, c = 5×1018 Pa s の時に、 も小さな値(ε=2.14cm)を

持つ。 
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図 3.4 式(2)で定義される 1914-1932(-1936)間の鉛直変動量に関する二乗平均平方根(Root Mean 

Square)εのコンター図；log10(ε)の等値線を変動源の深さ D と地殻の粘性率 c の関数としてプ

ロットしている。W = (a) 2 km, (b) 5 km, (c) 10 km, (d) 20 km。α = 1。D, W, c の組み合わ

せに対するモデルパラメータ et , の値は図 3.3 を参照。 

 

εが 小値となるモデルの鉛直変動予測量を、大正噴火後の各時間間隔における観測量とを比

較して、図 3.5 に示す。時間間隔 1914-1934(-1936)、1968-1975(1976)、1997-2005(-2007)にお

けるεは数 cm 以下と、フィッティングは非常に良いことがわかる(図 3.5(b)(d)(f))。 
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図 3.5 大正噴火後の鉛直変動の空間分布。黒色の矢印が観測量で、赤色の矢印が予測量。D = H 

= 11 km, W = 2 km, c = 5×1018 Pa s, et = 47 yr,  = 0.009 km3/yr, α = 1。(a) 1892 (-

1895) ～1914, (b) 1914-1932(-1936), (c) 1932(-1936)-1960, (d) 1968-1975(1976), (e) 1975(-

1976)-1997, (f) 1997 ～ 2005 (-2005)。青の丸はシル状マグマ定置の水平広がりを投影したも

の。 

 

時間間隔 1932(-1936)-1960 においては(図 3.5(c))、ε = 7.84 cm である。特に 5 地点における

観測変動量が小さくそのうちの 1 点は沈降を観測しているが、そのことがε値を高めている。こ

れらの地点の観測量は局地的な変動を反映していると思われ、実際にこれら 5 地点の観測を無視

すると、εの値は～2 cm にまで減じられる。 
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また、時間間隔 1975(-1976)-1997 においては(図 3.5(e))全体的に地表面の沈降が観測されてい

るが、本研究で仮定しているように変動源が一定の割合で膨張している場合に地表面は変動源の

膨張と粘弾性緩和との均衡を保つ傾きで隆起するだけなので、本研究のモデル設定ではこの期間

の観測を説明することができない。 

大正噴火直後の 1892 年との相対沈降量は観測量が予測量を大きく上回っていることがわかる

(図 3.5(a))。粘弾性モデルは大正噴火以降の変動量により制約したわけだが、つまり大正噴火以

降の変動は大正噴火時に観測された沈降量を満たすだけの変動源の体積収縮を要請しないことが

わかる。大正噴火時には同時に M7 クラスの桜島地震が起こっているが(e.g., Abe, 1981)、それ

にともなうさらなる地表面変動が観測量に含まれているのかもしれない。 

α = 1 のもと制約した 適モデルにより、ΔVg = ～0.4 km3, et = ～47 年,  = ～0.009 

km3/yr と制約される(図 3.3)。その 適モデルが予測する 2474 の時間変化は、また、第一近似

的には観測量との良い一致を見せている(図 3.6)。 

 

 

図 3.6 2474 の時間変化。D = H = 11 km, W = 2 km, ηc = 5×1018 Pa s。(赤)α = 1, et = 47 

yr,  = 0.009 km3/yr、(青)α = 2, et = 63.4 yr,  = 0.013 km3/yr、(緑)α = 5, et = 90.3 yr, 

 = 0.022 km3/yr、(紫)α = 10, et = 115.9 yr,  = 0.035 km3/yr。点線は大正噴火以降の弾性

体モデルの振る舞い；モデルパラメータは 適粘弾性モデルに従う。 

 

大正噴火時にすべてのマグマが排出されるわけではない。時間 0 から et までの間に膨張した

変動源の体積量の 50 % (α = 2)、20 % (α = 5)、10 % (α = 10)の体積収縮が生じる場合の et

ととを制約した；そこにおいては他のパラメータはα = 1 のもとで制約した 適モデルの値

を固定して用いた。より多くの割合で体積収縮が生じるとした場合に et とはより大きな値と

なる。しかし 2474 の振る舞いそれ自体はαの値にはほとんど依存しない。 

  図 3.6 にはまた、大正噴火以降の弾性モデルの振る舞いを点線で示す；の値は、粘弾性モ

デルのそれぞれのαの値で制約されたものを用いている。α = 1 や 2 の場合には大正噴火後の

比較的早い段階において粘弾性モデルの地表面回復が早いが、その後は弾性モデルの回復が大き

く上回ってくる。この場合において観測量に弾性モデルを適用すると噴火後の早い段階において

は変動源へのマグマ供給量を過剰評価してしまい、またその後の段階においては過小評価してし

まうことを意味している。 
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一方、α = 5, 10 の場合は噴火後のどの段階においても弾性モデルの観測量への適用は、マグ

マ供給量は過小評価してしまう。溜められたマグマの小さい割合のみが噴火時に排出された場

合、それに対する粘弾性地殻の応答は地表面のさらなる沈降を生じさせることになる。そのため

弾性モデルと粘弾性モデルとの差は非常に大きくなってしまう。 

αの値については噴火後の 1914-1934(-1936)の期間における鉛直変動の空間分布を用いて制

約したが、α = 1 でないとそれらを説明できないことがわかった。つまり噴火前の～47 年間の

間に溜められたほとんどすべてのマグマが排出されなければならない。α = 1 の場合の粘弾性モ

デルはまた 2020 年の時点で弾性モデルが推定する～6 倍ほどの変動源の膨張を予測することに

なる。 

以上では、大正噴火以降の~100 年以上にもわたる水準測量、つまり変動の鉛直成分により粘

弾性モデルを制約したが、その 適モデルが変動の水平成分をどれほど説明できるのかを確認し

ておくことは重要である。ここでは、1996-2007 年の期間における GNSS 変位(Iguchi et al., 

2008)を用いてその検証を行う。 

 

 

図 3.7 1996-2007 における GNSS 変位(Iguchi et al., 2008)と予測量。黒色の矢印は観測量で、

赤の矢印は予測量。(a)(c)変位の鉛直成分、(b)(d)変位の水平成分。(a)(b)本研究で制約した 適

粘弾性モデル、(c)(d) 適モデルで 1996 年以前のマグマ活動に対する粘弾性応答を無視した場

合。 
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図 3.7(a)(b)は 適粘弾性モデルの予測量と GNSS 変位との比較を示している。鉛直成分につ

いては両者のフィッティングは非常に良いように見える；しかし、式(2)を用いて評価した RMS

値εは、ε = 5.61 cm である(N = 14)。いっぽう水平成分については東西・南北成分のεはそれ

ぞれ 3.40cm, 3.99cm となる。水平成分のε値は鉛直成分のそれよりも小さいが、予測量の水平

成分のベクトル長は観測量のそれの 10 分の 1 程度でしかない。つまり、本研究で制約した粘弾

性モデルは 1996-2007 年の期間における GNSS 変位の水平成分を説明できないことが明らかで

ある。 

しかし、この不一致は粘弾性モデルの適用性を否定するものではない。図 3.7(c)(d)には粘弾性

モデルと GNSS 変位との比較を示しているが、その粘弾性モデルの予測量には、1996 年以前の

マグマ活動に対する粘弾性応答を無視している；つまり、1996 年からマグマ供給による変動源

の膨張が一定の割合で進行し、それに対する粘弾性応答のみが作用しているモデルの振る舞いを

適用している。このモデルによる鉛直成分の RMS 値εは 5.88cm で 適モデルによるフィッテ

ィングとほとんど変わらない。いっぽう、東西・南北成分の RMS 値はそれぞれε = 1.84 cm, 

2.81 cm と減じられており、さらにベクトル長も観測量のそれと調和的である。 

 

(4) 議論 

本研究においては地殻の粘弾性を考慮して、姶良カルデラ周辺の水準測量による鉛直変位の空

間分布から、粘弾性モデルパラメータを制約した。以下に、制約されたモデルパラータについて

の議論をおこなう。 

変動源としてのシル状のマグマ定置の深さは～11 km、その水平方向の広がりは直径～4 km

程度であると制約された。Mogi (1958)は、大正噴火時の地盤沈降から収縮源を 10 km と制約し

ている。Iguchi et al. (2008)は 1996-2007 年の期間における GNSS 変位の空間分布から変動源

の深さを～11 km と制約している。Hickey et al. (2016)は、Iguchi et al. (2008)と同じ GNSS デ

ータを用いてさらに詳細な地形データや地殻内弾性定数不均質をも考慮して、変動源の深さを～

13 km と制約した。したがって、本研究の制約は、全く異なる期間の変動観測からの制約ではあ

るが、これまでの研究成果と調和的である。 

本研究においてはマグマ定置の深さを弾性層の も深いところと仮定しているので、弾性層の

厚さも～11km 程度であると制約される。Hidayati et al. (2007)によると姶良カルデラ下の地震

発生深度は～10km 程度以下である。粘弾性層内の応力は粘性の効果により緩和されてしまうの

で、地震をおこせるほどの応力を有意に溜めることができるのは主に弾性層となることを考慮す

ると、本研究で制約された弾性層の厚さは地震発生深度と調和的なものとなる。 

   大正噴火時の噴出物に関する岩石学的研究をおこなった Araya et al. (2019)は地上に噴出し

たマグマは～3-4 km の深さからやってきたとしているが、それは変動源の深さはあくまでも測

地学的に制約されたものであり、その深さから上昇してきたマグマがすでに～3-4 km の深さに

溜まっていたマグマを地表へと押し出したのだと考えている。 

いっぽう、Aramaki (1984)や Tsukui and Aramaki (1990)による約 3 万年前のカルデラ形成

噴火時の噴出物に関する岩石学的研究は、マグマの深さを本研究の結果と調和的な～8-10 km と

制約している。しかし、Yasuda et al. (2015)はマグマの深さを～4-5 km と制約している。現在
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の測地観測が示す変動源の深さと過去のカルデラ形成噴火時のマグマソースの深さの関係につい

てはさらなる調査を要するが、本研究で制約した変動源の空間的な広がり(W = ～2 km)が何か

しらの示唆を与えるかもしれない。 

本研究で制約した変動源の深さは、姶良カルデラ下の地震波速度構造と比較することもできる

(平成 30 年度原子力規制庁委託成果報告書「火山影響評価に係る技術知見の整備」、産業技術総

合研究所)。地震学的イメージにおいては S 波の低速度領域が深さ 15km に見出され、その水平

方向の広がりは～4 - 5km 程度である。低速度領域は、変動源の深さに比べて数 km 程度深いと

ころになるが、その水平方向への広がりは制約された変動源のそれと調和的である。 

   弾性層の下の粘弾性地殻の粘性率は～5×1018 Pa s と制約された。これまでの多くの研究は

地震の後にゆっくりと生じる余効変動から制約される地殻の粘性率を 1018～1020 Pa s の範囲と

制約している(e.g., Bürgmann and Dresen, 2008)。したがって本研究で制約した姶良カルデラ下

の地殻粘性率は平均的な値に相当する。いっぽう、北海道東部の屈斜路カルデラ下におけるマグ

マ貫入後の変動からは地殻粘性率は 5×1017 Pa s 程度と制約されており(Yamasaki et al., 2018; 

Yamasaki and Kobayashi, 2018)、姶良カルデラの下のそれに比べてひと桁低い値になってい

る。マグマ貫入後の地殻変動速度はマグマの存在によりどれほど地殻の粘性率が減じられている

のかを反映しているのかもしれない(Yamasaki and Kobayashi, 2018)。つまり、変動から推定さ

れた有効粘性率が低ければ低いほど、その地域下に存在しているかもしれないマグマ蓄積の規模

も大きいということになるのかもしれない。そのことにしたがうと、姶良カルデラの変動から制

約された地殻粘性率は、マグマの存在を否定するほどのものではないが、屈斜路カルデラ下にお

けるものほどの規模ではないことを示唆しているのかもしれない。 

本研究においては大正噴火時の変動源の収縮体積量ΔVg = ～0.4 km3を噴火後の地殻変動か

ら制約したが、その値は地表面に噴出したマグマ量 Vm = ～1.5 km3 (Ishihara et al., 1981)の

25%程度でしかない。VmとΔVg との比 r = Vm/ΔVgは世界中の多くの火山で測られており、1 < 

Vm/ΔVg ≦ ～10 と非常に広い範囲の値を持つことがわかっている (e.g., Kilbride et al., 

2016)。本研究における姶良カルデラでの制約は r = 3.75 であり、他の研究の制約の中間よりも

低い程度の値となっている。Nabro 火山(エリトリア)での 2011 年噴火時の r = ～3.44 (Hamlyn 

et al., 2018)と同等の値であるが、2011 年の新燃岳噴火時の r = ～2.28 - 2.85 (Kozono et al., 

2013)よりも大きい値である。 

rの値が 1 にならないこと、つまり測地学的に要請される変動源の体積収縮量が噴出マグマ体

積量と一致しないことは、マグマの圧縮性で説明されるかもしれない(e.g., Johnson et al., 2000; 

Rivalta and Segall, 2008)。マグマの質量が保存されることに従うと、rは、マグマの圧縮率 m  

とマグマ溜まりの圧縮率 c を使って次のように書かれる(Segall, 2010)： 

 

/ 1 /m g m cr V V          (3) 

 

マグマ溜まりの圧縮率 c はマグマ溜まりの形状に依存しており、球状の場合は(3/4μ)である

(Segall, 2010)。しかしマグマ溜まりが扁平化してくるとともに c は(3/4μ)に比べて大きくなっ
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ていくが、赤道半径が極半径に対して大きい場合は極半径が赤道半径に対して大きい場合に比べ

て c はより大きくなる (e.g., Anderson and Segall, 2011; Amoruso and Crescentini, 2009)。 

   本研究では 初に溜まっていたかもしれないシル状のマグマ溜まりの大きさを制約できない

ので、定常的なシル状マグマ溜まりのアスペクト比がどの程度であるのかについて言及すること

はできない。しかしもし定常的マグマ溜まりのアスペクト比が小さい場合、r = 3.75 を説明する

には非常に圧縮性の高いマグマが排出されたことになる。逆にもし定常的マグマ溜まりがある程

度の大きさのアスペクト比を持っていたら、圧縮性のより低いマグマ排出になる；2 km の赤道

半径のシル状マグマ溜まりの中心での厚さが数百 m 以上の場合、マグマの圧縮率 m は～5×

1010 Pa-1程度で、脱ガスした玄武岩マグマの数倍程度の圧縮率に近い値をもつ(e.g., Rivalta and 

Segall, 2008; Lesher and Spera, 2015)。 

r はまたマグマ噴出量の見積もりにも依存する。大正噴火直前の比較的短い時間内；マックス

ウェル緩和時間(~5 年程度)より短い時間でマグマが急激に供給されそのマグマが大正噴火時に一

緒に排出された場合にはそれらのマグマ収支に対する地殻の応答は弾性応答なので、そのことが

噴火後の粘弾性緩和に反映されることはない。その場合の Vmは粘弾性緩和に反映されないマグ

マ体積を込みにしているので、実効的な rの値は今回の見積もりよりも小さくなる。さらに、桜

島地震などのテクトニックなプロセスによるマグマの絞り出しにより、rの値はさらに減じられ

る。 

   本研究の粘弾性モデルは姶良カルデラ下における定常的な変動源の膨張率は～0.009km3/yr

と制約した。1975 以降の変動については、変動源の膨張率の時間変化を導入しなければならな

いとはいえ、本研究の粘弾性モデルの振る舞いは、第一近似的な変動の特徴を十分に説明するも

のである。しかし、～1975 年以降の変動については膨張率の時間変動を考慮する必要がある。

その変動の時間スケールが緩和時間よりも有意に短い(細かい変動はあるものの、その全体的な

率が一定である)場合は、本研究で予測した振る舞いを期待することはできない。しかし膨張率

変動の時間スケールがマックスウェル緩和時間と同等あるいはそれよりも長い場合、有意に異な

る変動を期待できる。このことが、1975(-1976) - 1997 の期間における地盤変動や 1996-2007 

の期間における GNSS 変位の水平成分をより良く説明するかもしれない。 

 

(5) まとめ 

   本研究では 3 次元の線形マックスウェル粘弾性有限要素モデルを使って、大正噴火以降の鉛

直・水平変位両成分の時空間分布から、姶良カルデラ下の変動源としてのシル状のマグマ定置の

概要やそれに対する応答を規制する地殻の粘性率を制約した。一定の割合で変動源が膨張する中

で、噴火にともなうマグマ排出が瞬間的に起こり、噴火後も噴火前と同じ割合で変動源が膨張す

ることを仮定した。その結果 1914 年噴火後の第一近似的な地表面変動を説明するには、以下の

モデル変数が要請された：(1) 粘弾性地殻の有効粘性率が～5×1018 Pa s、(2) ～2 km の水平幅

を持つシル状のマグマ定置が、1914 年噴火の 47 年ほど前から深さ～11 km(弾性層の も深い

ところ、また、脆性-塑性境界辺りの深さ)で発達し、～0.009 km3/yr 割合で膨張し続けている。

(3) 1914 年噴火時には～0.4 km3の変動源の体積収縮が生じた。しかし、～1975 年以降の変動に

ついては変動源の膨張率の時間変化を導入して、より詳細な解析が必要であることがわかった；
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特に、1975(-1976) - 1997 の期間における地盤変動や 1996-2007 の期間における GNSS 変位の

水平成分を説明できるモデルの構築が必要である。 
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(4) 委員会等の開催 
 平成３１（令和元）年度は外部評価委員会を２回開催した。開催日時と会場を以下に示

す。 

 

第一回外部評価委員会 

令和元年 7月 22 日（月） 14 時～17 時 

場所：京都大学防災研究所火山活動研究センター（鹿児島県鹿児島市桜島） 

 

第二回外部評価委員会 
令和 2 年 1 月 8 日（水） 13 時 20 分～15 時 30 分 
場所：京都大学東京オフィス 大会議室 A （東京都千代田区丸の内） 
 

 また、平成 31（令和元）年度外部評価委員は以下の 4氏に委嘱した。 

 

 外部評価委員名簿 

東京大学地震研究所・教授  森田裕一  

九州大学大学院理学研究院・教授  清水 洋  

東北大学大学院理学研究科・教授  三浦 哲  

防災科学技術研究所・総括主任研究員 藤田英輔  

 

 

a. 第一回外部評価委員会の内容の要点 

 第一回外部評価委員会では平成 31（令和元）年度の研究計画の全般の内容と個別の研究

計画について紹介があった。委員からは本研究に関連するこれまでの個々の研究成果に対

する質問と今後の展望に関する質問がなされた。 

 姶良カルデラにおける地殻変動および地震観測進捗状況の紹介に対して、新設観測点予

定地の弁天島の大きさおよび地質に関する質問のほか、広帯域地震観測の有無に関する質

問があり、担当者が回答した。 

 地震観測による地殻構造調査・地震観測計画の紹介に対してトモグラフィに使用する地

震のサイズの下限と新たな発破観測構想の有無に対する質問があった。これに対して先行

研究より小さな地震まで使用することにしてデータ数を増やすことと、新たな発破観測は

計画されていないことを回答した。また、地殻構造の精緻化のために浅部構造の精度を上げ

る方針が承認された。 

 地震観測による地殻構造調査・地殻構造研究計画ではレシーバ関数解析等の成果と今後

の展望が紹介されたことに対して、大陸モホ面構造の形状や姶良カルデラ浅部構造の解像

の可能性について質問があった。これに対して紹介した大陸モホ面形状は浅部の低速度や
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不均質の影響でゆがんだものが見えている可能性があることと、姶良カルデラ内側の観測

点の利用が可能であれば姶良カルデラの浅部のイメージが改良できる可能性のあることが

回答された。また地下構造イメージの品質確保の条件に関する質問に対しては、少なくとも

２年間の観測期間と 5km 程度の間隔の観測点配置が必要であるとの回答があった。 

 長期連続反射法の有効性の検討では先行研究の成果の報告に関して、姶良カルデラの下

の反射体の位置と反射の性質に関する質問があった。これに対して、明瞭な反射はこれまで

指摘されてきた地盤変動圧力源と一致する場所に推定され、その極性から反射体の性状を

推定できる可能性があることが回答された。 

 火山性地殻変動データの蓄積では現在の地盤変動観測の問題と変動圧力源モデルに関す

る紹介があった。一部の観測点のデータ品質に関する質問と地盤変動モデルにおける力源

の位置と組み合わせの妥当性に関する質問があった。一部の観測点のデータ品質を保証す

るためには、該当観測点のアンテナ位置の移設で対応することと、地盤変動モデルの力源設

定が妥当であることが回答された。 

 姶良カルデラにおける海底地盤変動観測の検討ではイタリア国における情報収集の報告

がなされた。 

 シミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討計画の紹介に対して、モデルに与

えるマグマ収支および圧縮率の妥当性、マグマ蓄積量の取り扱いに関する質問があった。こ

れに対して、モデルが噴火後のマグマ再供給を前提としていること、および圧縮率を与える

際には別のパラメータの導入の検討が必要なことの回答があった。そのほか、噴火先行年数

の一部のパラメータへの依存性についても質問がなされたが、依存性が小さい旨の回答が

あった。そのほかモデルの精緻化のために先行研究で提案された噴出物総量の取り扱いに

注意が必要であるというコメントが出された。 

 研究担当者は質疑に対応することを通して、今後の研究の方向性を確認した。 

 

 

b. 第二回外部評価委員会の内容の要点 

 第二回外部評価委員会では各研究項目の進捗状況について報告がなされ、専門性および

品質保証の立場から質疑が行われた。 

 姶良カルデラにおける地震観測による地殻構造調査の一環として地震観測によるインバ

ージョンの成果についての報告に対して、委員からは姶良カルデラの中央部に見いだされ

た S 波低速度異常に関して、その位置とサイズに関する質疑が行われた。また、成果の一つ

として紹介された Vp/Vs 比の取り扱いについて、分解能の異なる解析結果を併合した比で

あることに留意すべきとのコメントが出され、研究成果の品質保証に対する注意が喚起さ

れた。 

 もう一つの地殻構造調査としてレシーバ関数による構造調査の成果についての報告に対

して、品質保証の観点から姶良カルデラ深部に沈み込んでいる傾斜する海洋モホのイメー
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ジに関する質問があり、現状の解析法における前提条件の限界に由来する虚像の発生があ

ることが説明された。また、現状のレシーバ関数解析では姶良カルデラ浅部のイメージング

が不十分（空白）であることを受けて、研究の精緻化のために空白解消の方策について議論

がなされた。 

 長期連続反射法の有効性の検討の報告に対して令和２年度の実験計画の紹介を受けて、

発振点の構成方針について質疑が交わされた。沿岸海域発振を行った場合における問題点

と陸上発振を実現するための問題点の説明があり、全体計画のなかでの令和２年度実験の

位置づけを再確認した。また専門的立場から地下構造変化の時間スケールに関する質問が

なされ、これまで行われた先行研究より短い間隔での観測を目指すことが回答された。 

 火山性地殻変動データの蓄積の成果報告では姶良カルデラの地盤変動観測の精度向上を

図るための質疑が行われた。カルデラ地下の活動に伴う地盤変動研究の精緻化を図るため

には垂直変動量の把握が一番良いというコメントが出された。これに対して垂直変動量の

期待値は 1 cm 程度であり、この精度を出すためには姶良カルデラ内部を横断する基線への

注目と、観測データの気象補正を強化する必要性が確認された。 

 海底地盤変動観測の検討の報告に対して、設置場所、観測項目、計測法に関する質疑が行

われた。質問への回答として海底地盤変動は設置場所の垂直変動量の観測を目的として、既

存の観測データとの比較を目的に既設観測点の近傍に設置する構想であることが説明され

た。また、品質保証の観点から海上保安庁が採用している GPS アコースティック方式の精度

の調査が必要であることが指摘されたので、今後調査を進めることにした。 

 シミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討の報告に対して、研究成果の品質

保証の観点からモデルの妥当性について質疑が行われた。質問に対して実施されたシミュ

レーションにおけるシル定置深度の妥当性、時間の経過にともなうシルの肥大の意味、マグ

マ収支係数の意味、粘性率の取り扱いについて言及し、モデルが妥当であることを説明した。 
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